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第１ 包括外部監査の概要 

Ⅰ．監査の種類 

地方自治法第 252 条の 37 第１項及び八尾市外部監査契約に基づく監査に関する条例

第２条の規定に基づく包括外部監査 

 

Ⅱ．選定した特定の事件 

市単費事業に関する事務の執行について 

 

Ⅲ．特定の事件を選定した理由 

八尾市（以下、「市」という）は、財政が厳しい状況下、継続して行財政改革に取り

組んでおり、直近では、平成 27 年６月に｢八尾市行財政改革指針｣を作成している。 

市は、当該指針において、行財政改革の具体的な取組みとして、限られた行政資源

を最大限に活用するため、効果のある事業を選択して「選択と集中」を図ること、こ

れまでの行政の仕組みや財政の仕組みを見直して「行政や財政の仕組み」を変えるこ

と、さらには事務事業の実施手法を大胆に見直す等、これまでの「行政の仕事の仕方」

を変えることに取組み、持続可能な行政運営を行うことを目指している。 

このような下で、市が実施している各事務事業において、市がその事務事業の必要

性についてどのように考えた上で業務を行っているかを検証し、さらに、実施した事

業について事後評価を適時適切に、また効果的に実施できているかどうか等を検証す

ることは、今後の行財政改革において有用になるのではないかと考えた。 

なお、事務事業は各部署で実施されているため、各事務事業に対して横断的に焦点

を当てることになるが、事務事業については、市の単独事業、すなわち、市単費で実

施されている事業に主眼を当てることが有用であると考えた。 

一方、市の取組みについての平成 26 年度市民意識調査において、「行政の取組みが

改善されているかの評価」については、肯定的意見が増加傾向にあるものの、否定的

な意見（46.7％）が肯定的意見（24.1％）を上回っている状況となっている。また、

わからない、との回答が 26.6％と４分の１を超えており、市の取組みが市民に十分に

伝わっていないと思われる。 

以上の点を総合的に勘案し、各事務事業の執行についてその必要性や妥当性を検証

すること、さらには各事務事業に対する市の評価の仕組み及び評価結果の公表につい
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て検証することは、重要性かつ適時性があり、市単費事業に関する事務の執行を監査

対象として選定した。 

 

Ⅳ．包括外部監査対象部局 

政策推進課、財政課、行政改革課の他、事務事業（市単費事業）の関連部署 

 

Ⅴ．包括外部監査対象期間 

原則として平成 26 年度とし、必要に応じ、直近の状況や平成 25 年度以前も含めた。 

 

Ⅵ．包括外部監査の方法 

１．監査の視点 

（１）市単費事業に関する事務の合規性 

① 事務事業の執行は関係する法令や条例等に準拠して適切に行われているか 

 

（２）市単費事業の必要性、妥当性 

① 事務事業を実施することに必要性はあるか 

② 事務事業はコスト（間接経費を含む）を意識して実施されているか 

③ 事務事業に関する事務が経済性、効率性、有効性（３Ｅ）の観点から適正に行

われているか 

 

（３）事務事業評価の仕組みの妥当性 

① 事務事業について、継続の可否を検討する仕組み等が構築されているか 

② 事務事業の評価は仕組み通りに、適切に運用されているか 

③ 事務事業評価について情報公開（公表）が適切に行われているか 

 

２．主な監査手続 

市単費事業に関する事務の執行に対して、実施した主な監査手続は、次のとおりであ

る。 

（１）監査対象とする市単費事業の抽出 

平成 26 年度の一般会計における中事業（予算要求の単位となる事業）毎の歳出額の
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データを入手し、当該データの網羅性について、データの歳出合計額と決算書におけ

る一般会計の歳出決算額の一致を確認した。 

当該データに基づき、① 過去に、国又は大阪府からの補助があったが、現在は補助

のない市単費事業や② 過去の事務事業の評価、事業内容、金額的重要性等を総合的に

勘案し、監査対象とすべきと判断した市単費事業 31 事業を抽出した。なお、監査対象

とした市単費事業の詳細な選定方法については、第３章のⅡに記載している。 

 

（２）抽出した各市単費事業に対する調査 

抽出した 31 の市単費事業について各所属に対して事業の内容や事務事業評価の実施

状況を把握するために｢事務事業調査シート｣（第３章Ⅲ．参照）による調査を実施し

た。 

 

（３）調査回答及び関連帳票の検討、ヒアリング 

｢事務事業調査シート｣による調査回答に基づき、各所属へのヒアリングや関連帳票

の閲覧を実施し、市単費事業に関する事務の合規性及び市単費事業の必要性、妥当性

について、検討・吟味した。 

 

（４）事務事業評価の仕組みについての検討、ヒアリング 

市の行政評価における事務事業評価の位置付けや事務事業評価の仕組みと予算編成

等との関連性を確認するため、事務事業評価の仕組みについて、政策推進課、財政課

及び行政改革課へのヒアリングや関連帳票の閲覧を実施し、事務事業評価の仕組みの

妥当性及び予算編成への反映について、検討・吟味した。 

 

Ⅶ．包括外部監査人補助者 

公認会計士    牧野康幸 

公認会計士    小室将雄 

公認会計士    谷川竜也 

公認会計士    難波 徹 

公認会計士    本田裕一 

公認会計士    鳥生紘平 
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会計士試験合格者 嶋﨑 諒 

弁護士      松本好史 

 

Ⅷ．包括外部監査期間 

平成 27 年７月 13 日から平成 28 年１月 27 日まで 

 

Ⅸ．利害関係 

市と包括外部監査人及び補助者との間には、地方自治法第 252 条の 28 第３項に定

める利害関係はない。 

 

Ⅹ．財務情報等 

本報告書に記載した事務事業（市単費事業）の関連部署の財務情報等は、市の担当

職員への質問及び市から提出された資料に基づき作成したものである。なお、当該財

務情報等の金額等については、その表示及び率の単位未満を原則として四捨五入して

おり、端数の関係上、個別金額の集計値と合計欄の記載が整合しない場合がある。 
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第２ 市の行政評価と事務事業評価 

Ⅰ．市の行政評価における事務事業評価の位置付け 

１．総合計画及び部局マネジメント目標と施策・事務事業との関係 

市では、第５次総合計画1注１を戦略的かつ着実に推進するため、「行政経営」の考え

方に基づき、「部局マネジメント目標」という組織戦略を定める取組みを起点とした実

施計画策定と予算編成を行い、資源配分の最適化を図る手法を採用している。 

「部局マネジメント目標」は、総合計画の実現に向け、①部局長の組織運営に関す

るマネジメント意識の向上を図ること、②職員が目標を共有し、職務に励むことによ

り、組織としての力を最大限に引き出すこと、③部局が重点的に取り組む事業やその

成果を、市民に分かりやすく説明すること、を目的としている。 

この部局マネジメント目標をより効果的に進めていくには、施策及び事務事業レベ

ルでの評価が、ＰＤＣＡサイクル（『３．市のＰＤＣＡサイクルの概要』参照）の各過

程でしっかりと行われ、必要な情報が部局に集約されていることが重要であるため、

市では、施策及び事務事業評価の２層構造で行政評価システム注２を構築・運用してい

る。なお、市の行政評価システムの全体イメージは下図のとおりである。 

 

 

 

  

                                                   
注１総合計画は、市がめざす将来都市像を明らかにし、その将来都市像を実現するための方向性を示すものであ

り、平成 23 年２月に第５次総合計画『やお総合計画 2020』を策定し、平成 32 年度を目標年次として、将来

都市像である「元気をつなぐまち、新しい河内の八尾」の実現に向けたまちづくりを進めている。 

注２市は平成 23 年度に、総合計画の推進に当たり、総合計画の施策及び事務事業に沿った形で行政評価を取り

組めるよう、行政評価システムを再構築した。 

部局マネジメント目標

行政評価システム

施策評価

事務事業評価

財務会計システム

人事管理システム

マニフェスト実行計画

行財政改革ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

地域別計画

踏まえて・・・

連携

職

員

市
民
な
ど

立案・入力 公表

閲覧・出力 意見

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
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２．施策評価と事務事業評価 

（１）施策と事務事業の関係 

施策と各事務事業の関係は、目的と手段の関係となるため、事務事業は施策のめざ

す姿の実現に向けて行われる。言い換えれば、事務事業を効果的に実施することによ

り、市の施策の実現が図られるという関係といえる。 

 

（２）施策評価と事務事業評価の実施体制 

「施策評価」については、施策担当課長が一次評価し、主管部局の部局長が確定す

る体制で実施して、各施策に掲げる「めざす暮らしの姿の実現を測定するための指標

（成果指標）」が計画どおり達成できているか、また、施策の展開方針どおりに展開が

図れているか、その要因分析を含め評価するとともに、今後の課題を整理することと

なる。 

一方で、「事務事業評価」については、実施計画策定担当者（主に係長）が一次評価

し、所属長が確定する体制で実施して、「妥当性」・「有効性」・「効率性」・「参画と協働

のまちづくり推進度」の４つの観点で評価し、課題整理を行うこととなる。 

 

（３）活動指標と成果指標（アウトカム指標）について 

前述のとおり、市が施策を評価する時に用いる指標は成果指標（アウトカム指標）

であり、事務事業を評価する時に用いる指標は活動指標である。それぞれの内容は次

のとおりである。 

成果指標

（アウトカ

ム指標） 

行政活動の成果を測る指標であり、受益者（主として市民）の観点

からとらえた具体的な効果や効用を基準とする。アウトカム指標と

も言われる。 

活動指標 

市が「どのようなことをしたのか」という視点からの指標であり、

事業の具体的な活動量や活動実績（公共サービスの産出量）を測る

指標。アウトプット指標とも言われる。 

 

３．市のＰＤＣＡサイクルの概要 

ＰＤＣＡサイクルとは、施策及び事務事業を、Ｐｌａｎ（計画）・Ｄｏ（実施）・Ｃ

ｈｅｃｋ（評価）・Ａｃｔｉｏｎ（改善）の過程で進めていく一連の流れを言い、Ｐｌ

ａｎ（計画）段階で指標計画値を数値目標として掲げ、計画内容に基づき実施し、Ｃ
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ｈｅｃｋ（評価）段階では指標計画値に対する実績値の差異（ギャップ）を分析し、

Ａｃｔｉｏｎ（改善）で実施手段の変更や方向性の転換等の修正行動へとつなげてい

くことである。 

平成 26 年度に実施した事務事業に係る施策及び事務事業の評価に関するフローは概

ね次のとおりであり、本年度の包括外部監査は、次のフロー図のうち、点線枠で囲っ

た部分、すなわち事務事業に関する評価の仕組みを主な対象として行っている。 

 

 

各時点における市の取組み内容は市のホームページによると次のとおりである（番

号は上記の図の番号と一致している）。 

① 部局長による部局マネジメント目標（次年度ビジョン）の設定〈Ｐ計画〉 

部局長が、「総合計画」の実現に向け、「部局の使命」や「中期の施策実現のための

部局の基本方針」、「次年度の重点的な施策展開の基本方針」を明らかにしたうえで、

部局として重点的に取り組む内容等を設定する。 

② 実施計画策定方針の決定〈Ｐ計画〉 

部局長により設定された部局マネジメント目標（次年度ビジョン）の内容について、

トップと各部局長とが、意見を交わす場を設定され、ここでのヒアリング内容が、「実

施計画策定方針」（重点候補施策含む）の決定につながっていくことになる。 

③ 実施計画策定及び予算編成〈Ｐ計画〉 

実施計画策定方針に基づき、各所属により、実施計画の策定を進める。 

平成26年度実施事業にかかる行政評価の流れ

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

八
尾
市

全
体

事
務
事
業

平成25年度 平成26年度 平成27年度

各
部
局

部
局
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト

施
策

施策の執行

事務事業の執行

【平成26年度】

部局マネジメント

次年度ビジョン

【平成26年度】

実施計画

【平成26年度】

予算編成

【平成26年度】

事前評価

【平成24年度】

事後評価

【平成26年度】

事前評価

【平成24年度】

事後評価

【平成26年度】

部局マネジメント

当初ビジョン

事

前

評

価

事

前

評

価 事後評価

【平成26年度】

部局マネジメント

当初ビジョン

実績照会

事後評価

公

表

公

表

予

算

議

案

【平成28年度】

部局マネジメント

目標

次年度ビジョン

公

表

⑧

⑦

⑥

⑤

④

③

②

①

③

③③

⑥

⑦

公

表
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実施計画について政策推進課、財政課及び行政改革課による合同ヒアリングを実施

する。 

国、府の動向、実施計画策定状況を踏まえ予算編成方針を決定し、各所属から予算

要求を受ける。 

予算ヒアリング・予算査定を行い、事務事業の実施計画を最終確定させ、予算編成

を実施する。 

④ 予算議案の提案（３月市議会定例会）〈Ｐ計画〉 

市議会へ次年度予算を提案する（実施計画書も、次年度予算の参考資料として、市

議会に提出）。 

⑤ 部局マネジメント目標（当初ビジョン）〈Ｄ実施〉 

実施計画、予算が確定し、施策展開を図る段階になれば、前年度の「部局マネジメ

ント目標【次年度ビジョン】」を受けて、「部局マネジメント目標【当初ビジョン】」を

設定し、組織を挙げて、着実な総合計画の推進を図っていくことになる。 

⑥ 予算の執行〈Ｄ実施〉 

事務事業を実施し、予算を執行する。 

⑦ 施策及び事務事業の事後評価〈Ｃ評価・Ａ改善〉 

施策及び事務事業について、事後評価を行い、次年度のＰＤＣＡサイクルにつなげ

ていく。 

⑧ 公表 

最終的には、施策の事後評価を取りまとめた「施策実績書」を決算審査特別委員会

資料として提出し、また、事務事業の事後評価とあわせ、決算審査特別委員会終了後

に、ホームページにて公表される。 
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第３ 市単費事業について 

Ⅰ．市単費事業の概要 

市では、第５次総合計画において、６つのまちづくりの目標の方向性を 63 の施策の

めざす姿として明らかにしている。当該施策を推進するために実施する具体的な事業を

｢施策構成事務事業｣（以下、「事務事業」という）と位置付けており、当該事務事業単

位で事務事業評価が行われ、事務事業は複数の「中事業」（予算要求の単位となる事業）

から成り立っている。 

事務事業のうち監査対象として選定した本報告書での「市単費事業」とは、一般会計

において国庫補助金や府補助金等の特定財源が入っていない事業のことをいい、市が単

独で行う事業であり、当該事業に関する歳出額は原則的に地方債、一般財源により賄わ

れる。 

平成 26 年度に実施した事務事業総数は 754 事業であり、このうち、政策体系外の庶

務事務や行政委員会所管事務事業（教育委員会を除く）、及び、予算計上されていない

ものを除く事務事業数は 560 事業である。さらにこの中で、決算ベースで国庫補助金や

府補助金等のない市単費事業は、368 事業となっている。 

一方、平成 26 年度の市単費事業に係る歳出額は 29,861,304 千円で一般会計の歳出額

103,354,254 千円に占める割合は 29％となっている。市単費事業の歳出額 29,861,304

千円の主な内訳は、土木費 7,588,858 千円、衛生費 7,460,437 千円、教育費 4,914,158

千円、民生費 4,590,652 千円、総務費 3,887,739 千円となっている。 
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Ⅱ．監査対象とした市単費事業（事務事業）の選定方法 

１．監査対象となる母集団の把握 

平成 26 年度の一般会計における中事業毎の歳出額が記載された「予算要求書データ」

（財政課より入手）より、国又は大阪府からの補助金を受けている事業及び人件費や事

務経費、特別会計への繰出金、基金への繰り入れ等の事業と直接関連付けられていない

歳出を除いたものを監査対象母集団とした。 

 

２．監査対象となる中事業の抽出 

下記のいずれかの基準に該当する中事業を抽出した。なお、抽出した中事業が特定の

担当所属に偏在しないよう配慮している。 

① 過去に、国又は大阪府からの補助金があったが、現在は補助のない市単費事業 

② 過去の事務事業の評価、事業内容、金額的重要性等を総合的に勘案し、監査対象

にすべきと判断した事業 

 

３．監査対象となる事務事業の選定 

上記２.で抽出した中事業を含む事務事業のうち、市単費事業である事務事業を監査

対象とした。 

監査対象とした事業（全 31 事業）は以下のとおりである。 

7,588,858千円   

25.4% 

7,460,437千円 

25.0% 4,914,158千円 

16.5% 

4,590,652千円 

15.4% 

3,887,739千円 

13.0% 

1,419,460千円 

4.7% 

平成26年度市単費事業に係る歳出額内訳 

土木費 

衛生費 

教育費 

民生費 

総務費 

その他 

① 

② 
③ 

④ 

⑤ 

⑥ 
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No. 所属 事務事業名 

歳出 

決算額 

（千円） 

抽出 

基準 

１ 人権政策課 女性相談事業 1,267  ② 

２ 文化国際課 平和意識の啓発事業 1,583  ② 

３ 市民ふれあい課 小学校区集会所整備事業 2,203  ① 

４ 市民ふれあい課 小学校区集会所管理事務 3,874  ② 

５ 市民ふれあい課 市民活動支援事業 10,402  ② 

６ 高齢福祉課 高齢者ふれあい入浴事業 2,262  ① 

７ 高齢福祉課 老人健康マッサージ事業 754  ① 

８ 障害福祉課 身体障がい者スポーツ大会事業 700  ② 

９ 保健推進課 特定呼吸器疾病予防回復事業 970  ② 

10 こども政策課 親子 de 絵本推進事業 1,711  ② 

11 こども政策課 
子ども・子育て支援事業計画 

策定業務 5,786  ① 

12 産業政策課 
「ものづくりのまち・八尾」 

ブランド化推進事業 8,562  ① 

13 環境保全課 路上喫煙対策事業 8,020  ① 

14 資源循環課 有価物集団回収推進事業 48,793  ② 

15 環境事業課 環境衛生防疫業務 1,541  ② 

16 環境施設課 し尿収集体制の整備 620,891  ② 

17 交通対策課 放置自転車対策事業 80,876  ② 

18 土木管理事務所 交通安全施設等設置事業 17,959  ② 

19 みどり課 公園・緑地整備事業 22,846  ① 

20 下水道経営企画課 水洗化促進事業【一般会計分】 7,596  ② 

21 予防課 予防広報推進事業 2,304  ② 

22 消防署 自主防災組織活動支援事業 1,870  ② 

23 教育人事課 学校園安全対策推進事業 84,025  ① 

24 八尾図書館 図書館サービスの充実事業 9,765  ① 

25 文化財課 文化財施設管理運営事務 110,575  ② 

26 指導課 学力向上推進事業 13,915  ① 

27 指導課 学校図書館活用推進事業 17,254  ① 
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No. 所属 事務事業名 

歳出 

決算額 

（千円） 

抽出 

基準 

28 指導課 英語教育推進事業 104,026  ① 

29 指導課 
子どもが輝く学校園づくり 

総合支援事業 22,064  ① 

30 教育サポ－トセンタ－ 学校ＩＣＴ活用事業 35,410  ① 

31 人権教育課 
帰国・外国人児童生徒 

受入等支援事業 15,555  ② 

計 24 所属 31 事業 1,265,359   
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Ⅲ．市単費事業（事務事業）の調査項目 

監査対象に選定した各市単費事業の事業内容及び事務事業評価の実施状況を把握する

ため、下記の様式（以下、「事務事業調査シート」という）による調査を実施した。 

なお、調査項目の具体的な記載については、＜記載依頼事項＞にて示したとおりであ

る。 

 

  

参画と協働のまちづくり

推進度
＜注７＞

有効性 ＜注７＞

効率性 ＜注７＞

平成26年度実施事業に関する事後評価の状況

4

つ

の

観

点

か

ら

の

評

価

総合評価算出式 ＜注６＞

観点 評価 評価の内容及びその根拠

妥当性 ＜注７＞

平成26年度実施事業に関する事前評価

評価結果 評価の仕方 評価の理由

＜注３＞ ＜注４＞ ＜注５＞

その他補助金に関する情報 ＜注２＞

事務事業の総合評価
平成24年度 平成25年度 平成26年度

事業に占める補助金の割合（％）

府補助金（千円）

国補助金（千円）

過去の補助金の状況 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度実績 平成24年度実績 平成25年度実績

合計

平成26年度の

実績金額のう

ち、中事業名と

金額（千円）

中事業名
平成26年度

実績

財源 その他の

主な内容起債 その他 一般財源

事業の内容（手段）

事

務

事

業

の

金

額

と

事

後

評

価

事務事業の金額（千円）
平成24年度実績 平成25年度実績 平成26年度予算 平成26年度実績

事

務

事

業

の

概

要

事業対象者

事業の目的（意図） ＜注１＞

平成26年度実施事務事業調査シート

担当所属 施策名 事務事業コード 事務事業名 事業開始年度
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＜記載依頼事項＞   

注１ 市や市民に関する将来像等も含めた記載 

注２ 過去受けていた補助金の情報 

注３ 縮小、継続、拡大等を記載 

注４ 評価に当たって考慮した事項を含めた記載 

注５ 評価結果に至った理由（数値的な裏付け）等 

注６ 下記４つの観点からの評価が、事務事業の総合評価に至った経緯について、事務事

業評価の基本的な考え方（総合評価の算出方法）に基づいた記載 

注７ 評価内容と評価結果の結び付きや、指標等の客観的なデータの評価への反映方法 

注８ 設定している全ての指標 

大阪府下の中核市、特

例市で同様の事務事業

を実施しているか（わかる

範囲内で）

＜注１９＞

（直接人件費に対して）従事職員数の

入力数値についての考え方
＜注１７＞

フルコスト削減努力はどのように行って

いるか
＜注１８＞

フルコスト

計画値（千円）
フ

ル

コ

ス

ト

の

考

え

方

平成26年度実施事業に関する

フルコストの内容
直接人件費 間接人件費 直接事業費 間接事業費

実績値（千円）

事

後

評

価

の

反

映

平成28年度の事業実施の検討状況

継続の可否 費用対効果も踏まえて、そのように判断した理由

＜注１５＞ ＜注１６＞

実績値の4つの評価への反映方法 ＜注１２＞

成

果

指

標

事務事業に対して成果指標（アウトカ

ム指標）を適用することへの所属の考

え方

＜注１３＞

所属で考えうる具体的な成果指標（ア

ウトカム指標）案
＜注１４＞

指標とした理由 ＜注９＞

計画数値の設定方法 ＜注１０＞

実績数値の測定方法 ＜注１１＞

平成26年度実績

＜注８＞
事

業

の

活

動

指

標

に

基

づ

く

評

価

指標設定年度 指標名 単位 平成24年度実績 平成25年度実績 平成26年度計画
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注９ 当該指標を当該事業の指標とした理由 

注 10 活動指標の計画数値の根拠 

注 11 実績数値の把握方法 

注 12 実績値を４つの評価のうちどの評価に結び付け、実績値をどう判断しているのかに

ついて記載 

注 13 事務事業の見直しの上で必要と考えられる成果指標（アウトカム指標）の適用に対

する、所属の意見について記載。また、所属として独自で実施している場合等はそ

の旨 

注 14 所属において現状考えられる望ましい成果指標（アウトカム指標）（複数回答可） 

注 15 廃止、縮小、継続、拡大等を記載 

注 16 事後評価結果等により平成 28 年度も当該事業を実施するかどうかの判断に至った

経緯 

注 17 行政評価システム上における従事職員数の入力数値の把握方法 

注 18 フルコスト削減努力の方法と、過去における直接人件費、間接事業費等の削減例を

記載 

注 19 過去３年間及び現在、実施していれば市の名称、実施事業年度、事業名、事業金額

等の情報 
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第４ 監査の結果及び意見の項目一覧 

Ⅰ．監査の結果及び意見の区分 

本報告書での指摘の取扱いは、監査の「結果」と「意見」に区分している。 

監査の「結果」（地方自治法第 252 条の 37 第５項）とは、「事務の執行」における合

規性（適法性と正当性）の観点から是正・改善を求めるものである。監査の「意見」

（地方自治法 252 条の 38 第２項）とは、監査の結果には該当しないが、合理性や経済

性、効率性、有効性の観点から見て、不合理な事項等を発見した場合に、市の組織及

び運営の合理化に資するために述べる見解のことである。 

 

Ⅱ．監査の結果及び意見の項目一覧 

１．事務事業の評価の仕組み 

 

２．市単費事業 

No. 事務事業名 
結果 

意見 
内容 該当頁 

１ 女性相談事業 

意見 12 
活動指標に係る実現可能性のある計画数値に

ついて 
34 

意見 13 
事務事業要約票（事後評価）における評価結

果の根拠の記載について 
35 

２ 
平和意識の啓発事

業 

意見 14 アンケート調査の実施及び活用について 38 

意見 15 外部委託の促進について 39 

意見 16 事務事業の評価指標の設定について 39 

No. 
結果 

意見 
内容 該当頁 

１ 意見１ 
事務事業の見直し時における有効性の観点からの評価の活用につ

いて 
27 

２ 意見２ 事務事業評価の次年度以降の予算への活用について 27 

３ 意見３ 事務事業評価に対するチェック機能の充実について 28 

４ 意見４ 活動指標の計画値の見直しについて 29 

５ 意見５ 事務事業評価の「効率性」の観点における評価方法について 29 

６ 意見６ フルコスト(直接人件費及び間接人件費)の計算ロジックについて 29 

７ 意見７ 事務事業の従事職員数の入力について 30 

８ 意見８ 事務事業要約票(事前評価)の担当者所見の記載について 30 

９ 意見９ 

歳出予算見積書（当初予算）、歳出予算査定書（当初予算）及び

歳出予算示達書（当初予算）における全体事業概要等の記載につ

いて 

30 

10 意見 10 事務事業評価の公表について 31 

11 意見 11 施策と事務事業の関連性について 31 
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No. 事務事業名 
結果 

意見 
内容 該当頁 

３ 
小学校区集会所整

備事業 
意見 17 

地域のニーズに係るヒアリング結果の文書化

について 
42 

４ 
小学校区集会所管

理事務 

意見 18 
使用貸借契約書における事業の実施状況の報

告義務の設定について 
45 

意見 19 補助金交付要綱の見直しについて 45 

５ 市民活動支援事業 意見 20 事務事業の評価指標の見直しについて 49 

６ 
高齢者ふれあい入

浴事業 

意見 21 助成金の縮小について（ふれあい入浴事業） 52 

意見 22 
ふれあい入浴事業助成金交付要綱への助成金

計算方法の明記について 
53 

意見 23 
効果のモニタリングの実施について（ふれあ

い入浴事業及びふれあいの湯交流事業） 
53 

７ 
老人健康マッサー

ジ事業 

意見 24 利用者へのアンケートの活用について 57 

意見 25 受診制限の設定と事業の周知について 57 

８ 
身体障がい者ス

ポーツ大会事業 

結果１ 実績報告書の入手遅延 61 

意見 26 事務事業の評価方法について 61 

意見 27 
他市等との協力による参加者数の把握とその

活用について 
62 

９ 
特定呼吸器疾病予

防回復事業 

意見 28 活動指標の再設定の必要性について 65 

意見 29 事業廃止に向けての検討について 65 

10 
親子 de 絵本推進

事業 

意見 30 活動指標の追加設定について 69 

意見 31 行政評価での事中評価の活用について 69 

11 

子ども・子育て支

援事業計画策定業

務 

なし なし なし 

12 

「ものづくりのま

ち・八尾」ブラン

ド化推進事業  

結果２ 随意契約での相見積書の入手漏れ 76 

意見 32 活動指標の計画値の見直しについて 77 

意見 33 事務事業の評価指標の追加設定について 77 

13 路上喫煙対策事業 
結果３ 活動指標数値の未記載 80 

意見 34 路上喫煙啓発指導員の活動時間について 81 

14 
有価物集団回収推

進事業 
意見 35 事務事業の評価指標の追加設定について 84 

15 環境衛生防疫業務 

意見 36 施策との関連付けについて 88 

意見 37 事務事業の評価指標の追加設定について 88 

意見 38 
業務実態に合致した従事職員数の入力の徹底

について 
89 

16 
し尿収集体制の整

備 

意見 39 事務事業の評価指標の追加設定について 92 

意見 40 
し尿汲取及び手数料徴収業務委託料の決定方

法について 
92 

17 
放置自転車対策事

業 
意見 41 活動指標の計画値の見直しについて 96 

18 
交通安全施設等設

置事業 
意見 42 

道路の安全利用割合の成果指標（アウトカム

指標）としての活用について 
99 
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No. 事務事業名 
結果 

意見 
内容 該当頁 

意見 43 
事務事業要約票（事前評価）の「担当者意見

欄」の記載について 
99 

意見 44 工事業者の選定理由の文書化について 100 

19 
公園・緑地整備事

業 
意見 45 

総合計画における目標値に基づく活動指標の

設定について 
103 

20 
水洗化促進事業

【一般会計分】 

意見 46 
水洗化を促進するための制度の見直しについ

て 
107 

意見 47 

事務事業要約票（事前評価）における事務事

業の改善点や課題に対する対応方針の記載に

ついて 

108 

21 予防広報推進事業 

意見 48 
活動指標「住宅用火災警報器の設置率」の計

画値の見直しについて 
111 

意見 49 
活動指標「火災予防啓発活動実施数」につい

て 
112 

22 
自主防災組織活動

支援事業 

意見 50 事務事業の評価指標の追加設定について 115 

意見 51 フルコストの直接人件費の内容について 116 

23 
学校園安全対策推

進事業 

意見 52 業務実態に合致した評価指標の設定について 119 

意見 53 
防犯カメラ設置率の計画値設定の合理性につ

いて 
120 

意見 54 
安全対策推進員の配置業務の評価指標及び業

務の実施方法について 
120 

24 
図書館サービスの

充実事業 

意見 55 業務実態に合致した評価指標の設定について 125 

意見 56 公設図書館の運営方法の検討について 125 

25 
文化財施設管理運

営事務 
意見 57 事務事業の評価指標の追加設定について 129 

26 学力向上推進事業 意見 58 多様な評価指標の設定について 133 

27 
学校図書館活用推

進事業 

結果４ 活動指標の実績値の誤り 137 

意見 59 業務実態に合致した評価指標の設定について 138 

28 英語教育推進事業 
意見 60 英語教育に関心をもつ機会の提供について 141 

意見 61 成果指標（アウトカム指標）の設定について 142 

29 

子どもが輝く学校

園づくり総合支援

事業 

意見 62 
事業目的の明確化及び目的に合致した使途の

確認について 
145 

意見 63 
他自治体における実施状況の調査と比較検討

について 
146 

意見 64 活動指標の設定における合理性について 146 

30 
学校ＩＣＴ活用事

業 

意見 65 
事業目的や評価方法に合致した事業内容の設

定について 
150 

意見 66 活動指標の計画値の見直しについて 151 

31 

帰国・外国人児童

生徒受入等支援事

業 

意見 67 活動指標の計画値や実績値の見直しについて 154 
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上記のうち、特に事務事業の評価指標の見直しに関しては、複数の事業において指

摘しているので、まとめると次のとおりである。 

 

（１）事務事業の評価指標の見直しについて（意見 16、20、28、30、33、35、37、39、

42、49、50、54、55、57、58、59、61、64） 

① 事務事業の活動指標の見直しについて 

見直し理由 事務事業名 
意見

番号 

見直し 

対象指標 
提案（追加）指標 

事業内容や事業を

取り巻く環境が大

きく変化している 

市民活動支援事業 20 

八尾市市民活動支

援ネットワークセ

ンター登録団体数 

センターへの相談件数や市と

市民団体等との協働事業数 

有価物集団回収推

進事業 
35 年間回収量 

外部環境要因を考慮した年間

回収量 

事業目的と活動指

標が整合しない、

あるいは関連性が

低い 

平和意識の啓発事

業 
16 

非核・平和啓発事

業の参加者数（累

積値） 

非核・平和啓発事業の参加者

数（単年度） 

特定呼吸器疾病予

防回復事業 
28 支給者延べ人数 支給者延人数の減少数 

学力向上推進事業 58 

全国学力・学習状

況調査の平均正答

率の全国比 

学力テストや学習状況調査の

データを活用した評価指標 

より適切に事業効

果を評価するため

に活動指標の追加

を検討すべき 

親子 de 絵本推進

事業 
30 - 事業参加者数や参加組数 

環境衛生防疫業務 37 - 定期薬剤散布件数 

し尿収集体制の整

備 
39 - 

し尿汲み取り割合や委託料削

減率等 

予防広報推進事業 49 - 年次比較可能な啓発活動指標 

自主防災組織活動

支援事業 
50 - 地域防災リーダー育成者数 

学校園安全対策推

進事業 
54 - 安全対策推進員の活動時間等 

文化財施設管理運

営事務 
57 - 

各施設の利用者数、市民ボラ

ンティアや住民組織等のイベ

ント数等 

現在の活動指標で

は、業務実施努力

と関連性がない 

図書館サービスの

充実事業 
55 

市民１人当たりの

図書館総蔵書数 

図書館サービス充実事業にて

推進されている開館時間・日

数の延長や図書館ボランティ

アの育成、行政資料のデジタ

ル化等に関連した活動指標 

学校図書館活用推

進事業 
59 

学校図書館図書標

準に対する図書の

充足率 

児童生徒 1 人当たりの貸出数

等 
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子どもが輝く学校

園づくり総合支援

事業 

64 
総合的な学習の時

間数の達成 

「地域や学校、児童の実態に

応じて、教科の枠を超えた横

断的・総合的な学習、探求的

な学習、児童の興味・関心等

に基づく学習等創意工夫を生

かした教育活動を行うこと」

といった総合学習の目的に

沿った新たな評価指標 

 

② 事務事業の成果指標（アウトカム指標）の導入について 

導入理由 事務事業名 
意見 

番号 
提案指標 

事務事業評価を有効に実

施するために、新たに成

果指標（アウトカム指

標）を設定し、活用すべ

き 

平和意識の啓発事業 16 

市民意識調査や実施事業参加者へ

のアンケート等による平和の大切

さについて考えることのできた者

の割合等 

「ものづくりのまち・八尾」

ブランド化推進事業 
33 

展示会への参加企業のアンケート

調査結果を生かした、引き合い件

数や参加企業の満足度割合等 

有価物集団回収推進事業 35 
可燃ごみ中に含まれる古紙類等の

排出量や奨励金制度の周知度等 

環境衛生防疫業務 37 市民からの苦情・相談件数 

交通安全施設等設置事業 42 

市民意識調査における「道路が安

全に利用できるよう整備が進んで

いる」と考えている者の割合等 

英語教育推進事業 61 

英語能力判定テストにおける正答

率やテスト結果の前年度との比較

値等 

 

（２）事務事業の活動指標の計画値の見直しについて（意見 12、32、41、45、48、53、

66、67） 

見直し理由 事務事業名 
意見 

番号 
活動指標 

計画策定後、計画期間中

に当該計画値を超えてし

まったにも関わらず、そ

の後も計画値の見直しが

行われていない 

「ものづくりのまち・八尾」ブ

ランド化推進事業 
32 

｢八尾ものづくりネット｣年間アク

セス数 

放置自転車対策事業 41 
自転車等放置禁止区域内の放置自

転車等の台数 

予防広報推進事業 48 住宅用火災警報器の設置率 

計画値を過去あるいは不

合理なデータに基づき見

積もったり、見積もりの

算定方法が実態と合致し

ていない 

女性相談事業 12 面接による相談実施回数 

公園・緑地整備事業 45 公園整備面積 

学校園安全対策推進事業 53 全学校園への防犯カメラの設置率 

学校ＩＣＴ活用事業 66 
学校園からのインターネットアク

セス回数 

帰国・外国人児童生徒受入等支

援事業 
67 日本語指導等の派遣時間数 
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第５ 監査の結果及び意見 

Ⅰ．事務事業評価の仕組み 

１．事務事業評価の概要 

（１）事務事業評価の目的 

市は、事務事業評価を行うにあたっては、施策実現への貢献度を意識し、事務事業

の方向性を立案していく視点を必要としている。また、役割を終えた事務事業や、効

果検証の結果、費用対効果が低い事務事業はスクラップし、新たな手段として新規事

業を提案していく、スクラップ＆ビルドをあわせて考えることを原則としている。さ

らに、全ての事務事業において、必要不可欠な事業なのか、広域連携を模索する方が

効率的・効果的なのか、地域との協働で実施する方向性が望ましい場合は支援に軸を

移していくべきではないか等、事務事業毎に点検し、複雑多様化する市民ニーズに的

確に対応できるように、最適な実施手法を検討していく視点が重要としている。市は

このような考えの下、事務事業の評価に取り組んでおり、事務事業の計画時において

は事前評価を行い、事務事業実施後には事後評価を行っている。 

 

（２）事務事業評価の方法 

① 事前評価の方法 

事務事業の実施計画を立てる段階では、施策を推進していくという観点で、当該事

務事業が施策のめざす姿の実現に資する内容となっているか再度検討することが必要

であるため、各事務事業について以下の観点から、「事務事業要約票（事前評価）」の

シートを用いて事前評価が行われる。 

● 当該事業（新規事業及び継続事業）の妥当性・有効性・効率性等 

● 過去の業務における改善事項の確認・コスト情報 

● 活動指標の設定 

● 施策への貢献度 

各所属では、項目毎の評価を実施後、当該事務事業について、次年度以降、どのよ

うにしていきたいか、「拡大」、「継続」、「縮小」、「廃止」、「終了」、「統合」等の選択を

行い、必要に応じてそのように判断した理由を「担当者所見」として記載する。 
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② 事後評価の方法 

事務事業の事後評価は、各事務事業の実績を把握するとともに、事前評価（実施計

画）内容と照らし合わせて振り返りを行い、とりわけ事前の計画内容を達成できな

かった場合は、その原因や課題等を分析し、今後の事業内容の改善を検討するために

行うものである。 

施策を構成する各事務事業の事後評価は、「事務事業要約票（事後評価）」のシート

を用いて行われる。「妥当性評価」・「有効性評価」・「効率性評価」・「参画と協働のまち

づくり推進度評価」の４つの観点における評価をもとに、総合評価を下記のとおり、

加点方式で算出し、Ａ～Ｄのランクで表示している。 

【総合評価の算出方法について】 

点数配分による手法と論理による場合分けを行う手法を組み合わせ、算出する。 

・総合評価算出式（※ただし、妥当性評価Ａ～Ｄを総合評価の上限とする。） 

有効性評価配分点数 60 点×評価係数Ａ～Ｄ（１～0.4）＋効率性評価配分点数 10 

点×評価係数Ａ～Ｄ（１～0.4）＋参画と協働のまちづくり推進度評価配分点数 30 点

×評価係数Ａ～Ｄ（１～0.4）＝総合評価Ａ～Ｄ（総合評価点は 100 点満点で計算） 

・総合評価の基準 

Ａ：80 点以上 Ｂ：70 点以上 80 点未満 Ｃ：60 点以上 70 点未満 Ｄ：60 点未満 

 

※妥当性評価の論理（妥当性評価は、算出式とは別の方法で総合評価に組み込んで

いる。） 

妥当性評価については、事務事業の必要性や市の関与の妥当性を評価しているため、

この評価結果が上限となるようにしている。 

４つの評価基準は次のとおりである。 

 

【妥当性評価】 

・市民ニーズ等を考慮して、事務事業の実施は妥当であったか。 

・市の関与や役割分担を見直す必要はないか。 

 

Ａ：市民ニーズを考慮して、事業実施は妥当であった。 

市の関与や役割分担を見直す必要はない。 

Ｂ：市民ニーズを考慮して、事業実施は概ね妥当であった。 

市の関与や役割分担を見直す必要はほとんどない。 

Ｃ：市民ニーズを考慮して、事業実施はあまり妥当ではなかった。 

市の関与や役割分担を見直す余地がある。 
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Ｄ：市民ニーズを考慮して、事業実施は妥当ではなかった。 

市の関与や役割分担を見直す必要がある。 

【有効性評価】 

・めざす暮らしの姿を実現するうえで、有効な事務事業であったか。 

・指標の目標どおりの実績が達成されたか。実績値の伸びはあったか。目標（予測） 

に実績値が近づいているか。 

 

Ａ：指標計画値を達成した。 

施策の「めざす暮らしの姿」を実現するうえで、有効な実績をあげた。 

Ｂ：指標計画値を概ね達成した。（８割程度を目安に） 

施策の「めざす暮らしの姿」を実現するうえで、概ね有効な実績をあげた。 

Ｃ：指標計画値は、あまり達成できなかった。（６割程度の達成を目安に） 

施策の「めざす暮らしの姿」を実現するうえで、あまり有効ではなかった。 

Ｄ：指標計画値は、全く達成できなかった。 

施策の「めざす暮らしの姿」を実現するうえで、有効ではなかった。 

【効率性評価】 

・コストは節減できたか。 

・フルコストにおける受益者負担（補助）割合は適正か。 

・実施の手法は最適か。 

・業務の執行体制は効率的か。 

・同種・同類の事務事業を行っていないか。 

 

Ａ：有効性を落とさずにコスト節減ができ、効率的な事業実施ができた。 

Ｂ：有効性は若干落ちたものの、コスト節減は実現できた。 

Ｃ：前年度並みの効率性を維持した。 

Ｄ：効率性が、前年度の事業実施に比して落ちてしまった。 

【参画と協働のまちづくり推進度評価】 

・八尾市市民参画と協働のまちづくり基本条例の趣旨に基づき、市民との協働の取り

組みを進められたか。 

・地域分権の推進に寄与したか。 

・情報公開を進め、透明性を高められたか。 

 

Ａ：取り組みを進められた。透明性を高められた。 

Ｂ：概ね取組みを進められた。透明性を一定程度高められた。 

Ｃ：あまり取り組みを進められなかった。あまり透明性を高められなかった。 

Ｄ：取り組みを進められなかった。透明性を高められなかった。 

 

（３）事務事業評価の活用状況 

『第２ Ⅰ．市の行政評価における事務事業評価の位置付け３．市のＰＤＣＡサイ

クルの概要』に記載しているとおり、市の事務事業の評価は、業務実施年度の前年

度から始まり、実施した翌年度の９月以降に公表されるため、事務事業の事後評価

が直接的に活用できるのは、翌年度ではなく、翌々年度となる。例えば平成 26 年度

の事後評価は主として平成 28 年度の事前評価に活かされる。 
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（４）フルコストに関する市の考え 

① フルコストの定義 

一般的にフルコストとは、事業毎に直接把握できる事業費だけでなく、事業に直接

的又は間接的に携わっている職員の人件費や、間接的に発生している諸経費、減価償

却費等の発生主義注３に基づくコスト等事業に関連する全てのコストを集計したもので

ある。 

 

② 事業別にフルコストを把握する意義 

事務事業評価を効果的なものにするには、実施する事務事業別にコストを把握し、

費用対効果の評価を実施することが望ましい。 

具体的には、直接把握できる事業費だけでなく、事業に直接的又は間接的に携わっ

ている職員の人件費や、間接的に発生している諸経費、減価償却費等の発生主義に基

づくコスト等事業に関連する全てのコスト（フルコスト）を測定し把握することが望

まれる。 

 

③ 市の実施状況 

市では、行政評価システムにおいて、非公表の参考取組みとして各所属にて各事務

事業における従事職員数を入力し、システム内で人件費単価を乗じることにより、各

事務事業に係る人件費を算出している。また、庶務事務等各所属共通の事務に係る人

件費や経費も間接人件費、間接事業費として、各事務事業に按分しており、これらに

より事務事業のフルコストを測定している。測定されたフルコストは、「事務事業要約

票（事前評価）」に記載され、事務事業の評価に利用している。 

ただし、人件費の配賦に用いる人件費単価については各所属の職員の構成等に関わ

らず、一般会計であれば全ての所属で同様の単価を利用している。これは、市はフル

コストに基づく事務事業の評価の重要性は認識しているが、現時点では精緻のフルコ

ストの測定を実施するということよりは、各所属にフルコストを意識した事務事業の

実施を促す趣旨で参考取組みとして実施しているものであるためとのことである。 

 

                                                   
注３

発生主義とは、現金の収支とは関係なく、収益又は費用をその発生の経済的事実に基づき計上する考え方で

ある。 
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（５）事務事業評価の公表状況 

① 事前評価情報の公表 

施策及び事務事業の事前評価情報は、前年度３月頃に予算参考資料として下図の｢実

施計画書｣の形式で市ホームページ等にて公表されるが、そのうち、事務事業について

は概ね下図の点線枠で囲った部分が該当する。 

１：施策 

 

２：事務事業概要 
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② 事後評価情報の公表 

また、施策及び事務事業の事後評価情報は、翌年度９月頃に｢施策実績書｣として施

策事後評価結果を市ホームページで公表されるとともに、事務事業の事後評価結果に

ついても市ホームページで公表される。事務事業の評価結果は事後評価報告書（事務

事業評価）として下図の様式で公表されるため、市のマニュアル上、「評価を行うにあ

たっては、説明責任を果たせるように、漏れなく根拠性を持った評価をこころがけ、

評価後は必ず所属長による内容確認を行う」旨、記載されている。 

 

 

目標No. 目標名称

政策No. 政策名称

施策No. 施策名称

現状 今後

○ No. No. ○

計画値 実績値

1

2

評価

妥当性 A

有効性 Ｂ

効率性 Ｃ

参画と協働
のまちづく
り推進度

Ｄ

総合
評価 Ｂ

事業概要

事務事業名 ○○事業 担当部局・課
○○部

○○課

事業の対象

事業の目的

市民と行政の
協働の領域

A～E A～E

重点取り組み
マニフェスト
実行計画

行財政改革
ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

地域別計画

平成26年度
計画内容

平成26年度
実施内容

指標 単位
平成26年度

意味・算式等

計画額（千円） 実績額（千円）

活　動　指　標

評価の観点 評価内容

・八尾市市民参画と協働のまちづくり基本条例の趣旨に基づき、市民との協働の取
り組みを進められたか
・地域分権の推進に寄与したか
・情報公開を進め、透明性を高められたか

・市民ニーズ等を考慮して、事務事業の実施は妥当であったか
・市の関与や役割分担を見直す必要はないか

・めざす暮らしの姿を実現するうえで、有効な事務事業であったか
・指標の目標どおりの実績が達成されたか。実績値の伸びはあったか。目標（予測）
に実績値が近づいているか

・コストは節減できたか
・フルコストにおける受益者負担（補助）割合は適正か
・実施の手法は最適か
・業務の執行体制は効率的か
・同種・同類の事務事業を行っていないか
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２．意見 

（１）事務事業の見直し時における有効性の観点からの評価の活用について（意見１） 

市の行政評価では、施策は成果で、事務事業は活動で評価している。事務事業評価

については、各所属にて「妥当性」、「有効性」、「効率性」、「参画と協働のまちづくり

推進度」の４つの観点で評価し、課題整理を行っている。 

事務事業評価の「有効性」の観点における評価基準として「指標の目標どおりの実

績が達成されたか。実績値の伸びはあったか。目標（予測）に実績が近づいているか。」

という基準が設定されているが、監査対象として抽出した市単費事業については、判

断指標としてひとつの活動指標のみで評価しているケースが事後評価報告書（事務事

業評価）では全 31 事業中、13 事業と多く認められた。有効性、つまり「めざす暮ら

しの姿」を実現するうえで有効な事務事業であったか否かを判断するためには、事務

事業の中での数々の活動毎にこれらの成果を反映する指標をもって総合的に判断する

必要がある。 

市を取り巻く課題としては、人口減少と少子高齢化の進行、安全・安心意識の高ま

り、産業のグローバル化等への対応があり、一方、財政に関しては、社会保障関係経

費の増加や大規模な自然災害に備えた災害に強いまちづくり等の課題がある。このよ

うな環境下で、市が限られた行政資源を最大限に活用するためには、事業の「選択と

集中」、「スクラップ＆ビルド」の視点からの事務事業そのものの見直しや効率的・効

果的な事業実施手法の見直しが求められる。 

活動指標を有効性の評価に利用して事務事業評価を行っているが、ＰＤＣＡサイク

ルによるマネジメントを強化するためにも代表の活動指標のみでなく、活動の種類毎

の活動指標やこれらの成果指標（アウトカム指標）を追加設定し、これらの指標の実

績をもって事務事業を評価し、事業の実施を検討することが必要である。 

 

（２）事務事業評価の次年度以降の予算への活用について（意見２） 

事務事業の評価と予算との関連については、事業の実態に合致した活動指標、成果

指標（アウトカム指標）で事業を評価して、事務事業を継続するか等の見直しを行い、

適時にその結果を次年度以降の予算へ反映すべきである。 

事後評価を踏まえた事前評価及び実施計画策定を実施し、それを予算編成における

事業の実施手法の確定に繋げていくことで、実効性のある事務事業の見直しとなる。 
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市の現状をみると、実施計画策定に当たって、各所属に対し重点事業の候補を中心

に政策推進課、財政課及び行政改革課による合同ヒアリングを行っている。ここでは、

政策推進課を中心に各事務事業に対して、施策への貢献からの視点で検証していると

のことである。 

しかし、合同ヒアリング時においては、重点事業の検討に主眼が置かれ、その他の

事業について、事業の効果を検討した上での事務事業そのものの見直しや、歳入との

予算バランスを加味した各事業の費用の全体調整が十分になされていないと思われる。 

合同ヒアリングにおける三者の役割を明らかにし、相互に連携して事業評価の情報

を共有し、事務事業の見直しや予算の全体バランス調整を行って、その結果を予算へ

反映することを検討されたい。合同ヒアリングにおける三者の役割や実施事項を明確

にし、文書化して、当該仕組みを運用することが望まれる。 

三者の合同ヒアリングにおける具体的な役割は、例えば以下のように考える。 

政策推進課は、事務事業について事後評価を踏まえた事業効果の検討と市の方針等

の他の要素を考慮した事業実施の方向性を判断する。 

行政改革課は、公共サービスのあり方等の観点から実施計画説明会において庁内横

断的な行財政改革の方針を示した上で、行財政改革の視点でヒアリングを実施する。 

財政課は、実施計画説明会において予算スキームを各所属に説明した上で、担当所

属から概算要求等によりコストを把握し、合同ヒアリングにおいては、事業実施の方

向性及び市の関わり方を踏まえ、歳入との予算バランスを考慮しながら、事業費の推

移等によるさらなる費用対効果の分析や費用削減手法を検討し、各事業の予算要求方

針を各所属と合意する。 

 

（３）事務事業評価に対するチェック機能の充実について（意見３） 

各所属における事務事業評価の内部チェックについては、一次評価者を担当者、二

次評価者を所属長として、現状、予算要求前に年１回、事前評価について政策推進

課・財政課・行政改革課による合同ヒアリングが実施されている。行政評価をより推

進し、効率的・創造的なマネジメントを実施するためには、事後評価についても効果

的なチェックが必要である。事務事業要約票の入力漏れ等の形式面はもとより、評価

に有意義な指標に基づき、適切な実施計画を立案の上、実績評価が行われているか等

の実質面にまで踏み込んだ所属内のチェックレベルを上げる取組みが望まれる。 
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（４）活動指標の計画値の見直しについて（意見４） 

各事業における活動指標の計画値については、総合計画の基本構想、基本計画及び

実施計画といった複数年計画をベースとして長期的に設定されている事業が多い。 

一方、各年度の事務事業評価については単年度の計画値と実績値の比較によって

「有効性」の観点から評価されているが、某年度に数年後の長期的な計画値を超えて

しまった場合にもその後の計画値が見直されておらず、その年度以降の計画値が評価

指標基準として意味を持たなくなっている事業がサンプル対象全 31 事業のうち、３事

業認められた。 

各年度の事務事業評価を有意義なものにするためにも、適時に計画値を見直すとと

もに、各事業の優先順位付けや人的資源の配分の検討に役立てるべきである。 

 

（５）事務事業評価の「効率性」の観点における評価方法について（意見５） 

事務事業評価の「効率性」の観点における評価基準として「コストは節減できたか。

フルコストにおける受益者負担（補助）割合は適正か。実施の手法は最適か。業務の

執行体制は効率的か。」等といった基準が設定されている。しかし、評価内容コメント

にて直接人件費や間接人件費に関する記載がなく、人件費を含めたフルコストに関し

て実際に評価されていない。 

現在は、フルコストの概念については参考取組みであるため、当該概念を「効率性」

の評価の仕組みに取り入れていないとのことであるが、より効果的な効率性評価を実

施するためにも、事業実施にはどれだけのコストがかかっているのかを各所属にさら

に意識させ、フルコストの概念を包含した評価を行うべきである。 

 

（６）フルコスト(直接人件費及び間接人件費)の計算ロジックについて（意見６） 

現在の行政評価システムにおいて、直接人件費及び間接人件費は各事務事業の従事

職員数データに会計毎の平均人件費単価が乗され算出されている。ここで従事割合に

ついては職員毎に見積もっているのに対して、平均人件費単価については会計毎に単

一単価として計算されている。今後は、各事業の評価判断に資するより精緻なフルコ

ストの算出が必要になってくると考えられるため、平均人件費単価については少なく

とも役職毎に設定する必要がある。 
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（７）事務事業の従事職員数の入力について（意見７） 

行政評価システムにおいて、各事務事業における従事職員数の入力については毎年

７月に１度のみ実施されている。そのため、直接人件費と間接人件費の実績値は、計

画時における従事職員数をもとに計算されている状況にある。実際の事務事業が進ん

でいく過程において、当初の従事割合と異なる割合で事業が行われるケースもあるこ

とから、実態に合った直接人件費及び間接人件費を計算するため、事後評価時に実績

ベースでの従事職員数を入力することを検討すべきである。 

 

（８）事務事業要約票（事前評価)の担当者所見の記載について（意見８） 

事務事業要約票（事前評価)に、今後の事業の方向性について、各所属は継続や拡大

等の提案を行い、それに対する所見を記載する欄が設けられている。但し、担当者所

見は、行政評価システムのマニュアルでは、任意記載項目であり、必ずしも記載が求

められる項目ではない。しかし、次年度の提案内容を補足する必要がある場合は記載

が求められているので、過年度事務事業の評価が低いにもかかわらず、事業を継続す

る場合は、その理由について明確に記載すべきである。 

 

（９）歳出予算見積書（当初予算）、歳出予算査定書（当初予算）及び歳出予算示達書

（当初予算）における全体事業概要等の記載について（意見９） 

歳出予算見積書（当初予算）、歳出予算査定書（当初予算）及び歳出予算示達書（当

初予算）において事業の概況情報として全体事業概要、事業目的、事業内容、問題

点・課題等、及び事業効果を記載する欄が設けられているが、当該記載について監査

対象とした事務事業について、記載されているものや記載されていないものが認めら

れた。   

実務上は別途、実施計画等の資料に同内容が記載されているため問題がないとのこ

とであるが、統一的な運用ができていない状況にある。 

概況等を記載することにより予算査定時に一覧で事業内容等が把握できることと、

記載することのコスト等を比較検討され、統一した取扱いにすべきである。 
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（10）事務事業評価の公表について（意見 10） 

「八尾市市民参画と協働のまちづくり基本条例」第 13 条第２項によれば、施策及び

事務事業の評価結果について、市民が意見を述べる機会を設けるように努めなければ

ならないとされている。 

事務事業の事後評価は市のホームページにて公表されているが、市民が意見を述べ

る機会は他の公表事項と同様の様式によるものとなっている。 

市民の意見を述べる機会を別途、基本条例で定めているという趣旨からは、発言で

きる機会があることをより積極的に市民に周知すべきである。例えば「広報」、「市の

ホームページ」等で行政評価の結果を公表しており、市民は意見を述べることができ

るということを知らせるべきである。 

また、現在、公表している「事後評価報告書（事務事業評価）」において、活動指標

の「意味・算式欄」、「評価の内容」の記載が空白になっているケースや記載内容が不

十分と思われるケースがある。市民が事務事業をさらに効果的に評価するために、同

報告書の記載内容を充実させるべきである。 

 

（11）施策と事務事業の関連性について（意見 11） 

施策を実現する手段である事務事業は、取組み項目毎に施策に関連付けられている。

しかし実際のところ、例えば「環境衛生防疫業務（蚊等の水路に発生する衛生害虫の

発生を抑えるための薬剤散布事業）（第５章ⅡＮｏ．15 参照）」は「資源循環への取組み」

施策の構成事務事業と位置付けられているが、事業内容は蚊、ハエ等衛生害虫の防除

薬剤の散布及び防除薬剤の地域等への配布等であり施策内容と整合していないと考え

られる。また、「学校園安全対策推進事業」（第５章ⅡＮｏ．23 参照）が施策「教育機会の

均等」の構成事務事業と位置付けられている。この施策の「めざす暮らしの姿」は、

安全で充実した学校生活を過ごすこと、及び等しく学ぶ環境が整っていることである

ため、当該事務事業はこの「めざす暮らしの姿」の前者と整合しているが、「教育機会

の均等」という施策名とは直接関係性があるとは捉えられにくいと考えられる。例え

ば、施策名称を「学校園の安全な環境づくりと教育機会の均等」とする方が実態に即

したものになると思われる。 

今後の総合計画策定時には施策と事務事業の関連性について十分に検討し、適切な

施策名称の設定となるよう留意すべきである。  
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Ⅱ．市単費事業 

No. １ 女性相談事業 （担当所属：人権文化ふれあい部 人権政策課） 

１．事務事業の概要（事務事業調査シートより） 

担当所属 施策名 事務事業コード 事務事業名 事業開始年度 

人権政策課 男女共同参画の推進 60203201 女性相談事業 平成 13 年度 

事

務

事

業

の

概

要 

事業対象者 相談及び支援を必要とする市民（主に女性） 

事業の目的（意図） 

女性の抱える様々な悩みに対して相談事業を行い、女性自身が問題解

決できるよう自立支援を行う。また、ＤＶ等により緊急を要する場合

には、相談者の危険回避を図る等の支援を行う。 

事業の内容（手段） 

・年間 264 枠（月６日・22 枠）、面接による女性相談事業を実施。相

談員は、女性問題関係に精通している団体に委託し、女性相談員が対

応。 

・年２回（計４日間）、「女性のための電話相談」を実施し、子育て

中や高齢等の理由により、来館が困難な方等への支援の充実を図る。 

・ＤＶ等により緊急を要する場合には、関係所属及び大阪府等関係機

関と連携して支援を行う。 

・相談対応としては、助言や情報提供、他の相談機関につなぐ等の支

援を行う。 

 

２．事務事業の金額と事後評価推移（事務事業調査シートより） 

事

務

事

業

の

金

額

と

事

後

評

価 

事務事業の金額（千円） 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

予算 

平成 26 年度

実績 

942 908 1,267 1,267 

平成 26 年度の実績

金額のうち、中事業

名と金額（千円） 

中事業名 

平成 26

年度 

実績 

財源 その他の 

主な内容 起債 その他 一般財源 

女性相談事業

経費 
1,267 - - 1,267 - 

合計 1,267 - - 1,267 - 

過去の補助金の状況 
平成 21 年度

実績 

平成 22 年度

実績 

平成 23 年度

実績 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

国補助金（千円） - - - - - 

府補助金（千円） - - - - - 

事業に占める補助金

の割合（％） 
- - - - - 

その他補助金に関す

る情報 
- 

事務事業の総合評価 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

Ａ Ａ Ａ 
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３．平成 26 年度事前評価と事後評価（事務事業調査シートより） 

平成 26 年度実施事業に関する事前評価 

評価結果 評価の仕方 評価の理由 

拡大 

平成 24 年度における面接による相談実

施回数の計画値に対する達成度で評価し

た。 

計画値 216 回のところ、実績は 167

回と当日キャンセル等によりすべて

の枠を埋めることはできなかったも

のの、概ね目標は達成できており、

女性を取り巻く問題の解決援助、支

援に貢献をしていると判断した。 

平成 26 年度実施事業に関する事後評価の状況 

４

つ

の

観

点

か

ら

の

評

価 

総合評価算出式 

60×１+10×0.8+30×１=98 

（効率性Ｂ以外は、評価がＡであるため、最終的な事務事業の総合評価もＡ

とした。） 

観点 評価 評価の内容及びその根拠 

妥当性 Ａ 女性の人権確立の観点からも必要であり、事業実施は妥当である。 

有効性 Ａ 
当日キャンセル等により、すべての枠を埋めることはできなかった

ものの、概ね目標は達成できた。 

効率性 Ｂ 適切な手法により、効果的な事業実施を行うことができた。 

参画と協働のま

ちづくり推進度 
Ａ さまざまな機会を通じて、相談窓口の周知及び情報提供を行った。 

 

４．活動指標と成果指標（アウトカム指標）（事務事業調査シートより） 

事

業

の

活

動

指

標

に

基

づ

く

評

価 

指標設定年度 指標名 単位 
平成 24 

年度実績 

平成 25 

年度実績 

平成 26 

年度計画 

平成 26 

年度実績 

平成 20 年度 
面接による相

談実施回数 
回 167 169 216 205 

指標とした理由 

相談及び支援を必要とする市民に、利用していただくことが目的であ

り、「相談実施回数」そのものを指標とするのが適当であると考え

た。 

計画数値の設定方法 年間予定の相談実施回数を計画数値とした。 

実績数値の測定方法 相談実施回数を実績数値とした。 

実績値の４つの評価へ

の反映方法 

有効性の評価において、計画値に対する達成度を算出し、評価に反映

させている。 
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成

果

指

標 

事務事業に対して成果

指標（アウトカム指

標）を適用することへ

の所属の考え方 

相談及び支援を必要とする市民に、幅広く利用いただくことが重要で

あり、「相談実施回数」を活動指標としている。 

所属で考えうる具体的

な成果指標（アウトカ

ム指標）案 

相当する成果指標（アウトカム指標）はないと思われる。 

 

５．フルコストの考え方（参考値：事務事業調査シートより） 

フ

ル

コ

ス

ト

の

考

え

方 

平成 26 年度実施事業

に関するフルコストの

内容 

直接人件費 間接人件費 直接事業費 間接事業費 フルコスト 

計画値（千円） 5,428 1,178 1,267 - 7,873 

実績値（千円） 4,988 1,214 1,267 - 7,469 

（直接人件費に対し

て）従事職員数の入力

数値についての考え方 

「女性相談（面接）」及び「女性のための電話相談事業」は委託業者

により実施しているが、ＤＶ等により緊急性を要する場合には、市で

対応している。平成 26 年度に相談枠を拡大したことにより、担当職

員の従事割合を前年度より微増し、0.7 人とした。 

フルコスト削減努力は

どのように行っている

か 

相談事業については、業務委託していることから、緊急性を要する場

合を除いては、委託業者で対応している。 

 

６．他市の状況（事務事業調査シートより） 

大阪府下の中核

市、特例市で同様

の事務事業を実施

しているか（わか

る範囲内で） 

 大阪府内全市町村において、同様の事務事業を実施している。 

 

７．意見 

（１）活動指標に係る実現可能性のある計画数値について（意見 12） 

活動指標として｢面接による相談実施回数｣を設定しており、平成 27 年度において年

間相談可能枠の 100％である 264 件を計画数値としているが、実際には当日キャンセ

ル等もあるため全ての枠を埋めることは事実上不可能である。適切な事務事業の評価

を実施するため、過去の実績等を勘案して、実現可能性のある計画数値を設定するべ

きである。 
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（２）事務事業要約票（事後評価）における評価結果の根拠の記載について（意見 13） 

事務事業要約票（事後評価）の効率性の評価において、｢適切な手法等により、効果

的な事業実施を行うことができた。｣と記載されているにも関わらず、効率性評価が

｢Ｂ｣とされている。これは電話相談が年２回（計４日間）しか実施できていないため

とのことであるが、事後評価の妥当性を客観的に確認できるものとするため、事務事

業要約表（事後評価）における評価結果の根拠については具体的に記載するべきであ

る。 

 

８．事業を実施するに当たっての監査人の考え 

ＤＶ等の問題に悩む女性の相談窓口として必要な事業であると考えられるため、現

行の予算の範囲内で現在年２回（計４日間）だけの実施となっている「女性のための

電話相談」枠の増加等も検討しつつ、引き続き当該事業を実施することが望まれる。 
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No. ２ 平和意識の啓発事業 （担当所属：人権文化ふれあい部 文化国際課） 

１．事務事業の概要（事務事業調査シートより） 

担当所属 施策名 事務事業コード 事務事業名 事業開始年度 

文化国際課 平和意識の向上 60104101 平和意識の啓発事業 昭和 58 年度 

事

務

事

業

の

概

要 

事業対象者 市民 

事業の目的（意図） 
市民一人ひとりの心の中に、平和の尊さ、大切さを訴え、平和意識の

高揚を図る。 

事業の内容（手段） 
講演会の実施や、平和報告集を発行する等、市民の平和意識を高める

事業を実施する。 

 

２．事務事業の金額と事後評価推移（事務事業調査シートより） 

事

務

事

業

の

金

額

と

事

後

評

価 

事務事業の金額（千円） 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

予算 

平成 26 年度

実績 

1,071 3,695 1,991 1,583 

平成 26 年度の実績

金額のうち、中事業

名と金額（千円） 

中事業名 

平成 26

年度 

実績 

財源 その他の 

主な内容 起債 その他 一般財源 

非核平和啓発

事業経費 
1,583  -  420 1,163  参加費 

合計 1,583  -  420  1,163 - 

過去の補助金の状況 
平成 21 年度

実績 

平成 22 年度

実績 

平成 23 年度

実績 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

国補助金（千円） - - - - - 

府補助金（千円） - - - - - 

事業に占める補助金

の割合（％） 
- - - - - 

その他補助金に関す

る情報 
- 

事務事業の総合評価 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

Ａ Ａ Ａ 

 

３．平成 26 年度事前評価と事後評価（事務事業調査シートより） 

平成 26 年度実施事業に関する事前評価 

評価結果 評価の仕方 評価の理由 

継続 

平成 25 年度における非核・平和啓発事

業の参加者数(累積）の計画値に対する

達成度で評価した。 

計画値 16,500 人のところ、実績は

17,778 人と目標値を達成しており、

平和啓発事業に参加する機会を提供

し、平和意識の向上に貢献している

と判断した。 
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平成 26 年度実施事業に関する事後評価の状況 

４

つ

の

観

点

か

ら

の

評

価 

総合評価算出式 

60×１＋10×0.8＋30×１＝98 

（効率性についてはＢであるものの、そのほかはＡであるため、総合評価は

Ａとした。） 

観点 評価 評価の内容及びその根拠 

妥当性 Ａ 市民に平和の大切さを考える機会を提供している。 

有効性 Ａ 効果的に平和啓発事業を実施し、指標の目標値を達成した。 

効率性 Ｂ 
映画鑑賞は市民に費用負担を求めた。受益者負担の趣旨からは適正

であったが、平和啓発の趣旨から無料での提供が望ましかった。 

参画と協働のま

ちづくり推進度 
Ａ 観光ボランティアと協働で戦争遺跡めぐりを実施した。 

 

４．活動指標と成果指標（アウトカム指標）（事務事業調査シートより） 

事

業

の

活

動

指

標

に

基

づ

く

評

価 

指標設定年度 指標名 単位 
平成 24

年度実績 

平成 25

年度実績 

平成 26

年度計画 

平成 26

年度実績 

平成 22 年度 
非核・平和啓発事業の

参加者数(累積） 
人 14,276 17,778 19,250 22,048 

平成 22 年度 

八尾市が行っている非

核・平和啓発事業を

知っている市民の割合 

％ 15 15 19 17 

指標とした理由 

非核・平和事業により多くの市民に参加してもらい、平和意識の高揚

を図るため、非核・平和事業の参加者数と事業を知っている市民の割

合を指標とすることが適当であると考えた。 

計画数値の設定方法 

参加者数は、平成 21 年度の実績から毎年 2,750 人の増加割合で設定し

た。事業を知っている市民の割合は、平成 22 年度の実績から毎年１％

の増加割合で設定した。 

実績数値の測定方法 事業参加者の計測（報告含む）と市民意識調査の結果に基づく。 

実績値の４つの評価

への反映方法 
妥当性及び有効性において、参加者数の評価を反映させている。 

成

果

指

標 

事務事業に対して成

果指標（アウトカム

指標）を適用するこ

とへの所属の考え方 

平和意識の高揚を図るためには、より多くの市民に平和の大切さにつ

いて考える機会をもってもらうことが重要であり、参加者数を活動指

標としている。しかし、参加者をはじめ市民全体の平和意識の向上に

つながっているかについて把握することは大切であるため、第５次総

合計画後期基本計画の施策指標として設定する予定である。 

所属で考えうる具体

的な成果指標（アウ

トカム指標）案 

平和な社会が大切だと感じている市民の割合 
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５．フルコストの考え方（参考値：事務事業調査シートより） 

フ

ル

コ

ス

ト

の

考

え

方 

平成 26 年度実施事業

に関するフルコストの

内容 

直接人件費 間接人件費 直接事業費 間接事業費 フルコスト 

計画値（千円） 4,484 94 1,991 ２ 6,571 

実績値（千円） 4,085 89 1,583 １ 5,758 

（直接人件費に対し

て）従事職員数の入力

数値についての考え方 

担当職員の従事割合より 0.55 人とした。 

フルコスト削減努力は

どのように行っている

か 

「平和のつどい」や「戦争遺跡めぐり」等、事業の一部を委託できる

ものについては、委託することで職員の事務作業を減らすようにして

いる。 

 

６．他市の状況（事務事業調査シートより） 

大阪府下の中

核市、特例市

で同様の事務

事業を実施し

ているか（わ

かる範囲内

で） 

府下の中核市、特例市の各市においても平和啓発事業が実施されている。 

 

７．意見 

（１）アンケート調査の実施及び活用について（意見 14） 

市は｢平和のつどい｣として戦争体験者等による講演会や映画の上映会、｢被爆体験講

話｣として市内小学生、中学生を対象とした講話、｢戦争遺跡めぐり｣として八尾市内の

戦争遺跡の案内を実施している。｢平和のつどい｣については、イベント実施後に参加

者へのアンケート調査を実施しているが、｢被爆体験講話｣、｢戦争遺跡めぐり｣につい

ては実施していない。参加者の要望や意見を把握し事業の改善に活用するため、｢被爆

体験講話｣、｢戦争遺跡めぐり｣についても、例えばイベントの感想や今後希望するイベ

ントの内容や実施時期等についてアンケートを実施するべきである。 

また、｢平和のつどい｣についても平成 27 年度については参加者の８割が 60 代以上

の高齢者となっている。市民の平和意識の高揚を図るという事業の目的に鑑みると、

アンケート調査の結果を活用し、参加者の年齢層に応じた参加したいと思うイベント

等についてのニーズを把握・分析することで、若者のイベントへの参加を促進し、平

和意識の高揚の実現を図るべきである。 
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（２）外部委託の促進について（意見 15） 

当該事務事業においては市職員によるイベントの企画、調整等の実施に約 0.55 人が

従事しており、直接事業費 1,583 千円に対して 4,085 千円と多額の直接人件費が発生

している。効率的な事務事業の実施を図るため、イベントの企画、調整等も含めた事

業の外部委託の促進によるコスト削減について検討するべきである。 

 

（３）事務事業の評価指標の設定について（意見 16） 

活動指標として｢非核・平和啓発事業の参加者数｣を利用しているが、当該活動指標

は単年度ではなく累積値が利用されている。年度毎の事務事業の実施状況を適切に評

価するためには、単年度の｢非核・平和啓発事業の参加者数｣を活動指標として、事業

の評価を実施するべきである。 

また活動指標として｢八尾市が行っている非核・平和啓発事業を知っている市民の割

合｣も設定しているが、当該指標は市民意識調査に基づくものであり、実施事業の存在

は認識していても｢八尾市が行っている非核・平和啓発事業｣と認識されていない市民

が多いと思われるとのことであり、この指標をもって当該事業の有効性を評価するの

は困難である。一方で、成果指標（アウトカム指標）は現在設定されていない。事務

事業の効果についても適切に評価し、その必要性の検討を可能とするため、市民意識

調査や実施事業参加者へのアンケート等で事業に関連して平和の大切さについて考え

ることのできた者の割合等を調査し、成果指標（アウトカム指標）として活用するこ

とを検討するべきである。 

 

８．事業を実施するに当たっての監査人の考え 

自治体の役割として平和意識の啓発事業を推進することは必要であると考えられる

ため、実施の効率化には留意しつつ、引き続き当該事業を実施することが望まれる。 
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No. ３ 小学校区集会所整備事業 （担当所属：人権文化ふれあい部 市民ふれあい課） 

１．事務事業の概要（事務事業調査シートより） 

担当所属 施策名 事務事業コード 事務事業名 事業開始年度 

市民ふれあい課 
地域のまちづくり・地域

活動への支援 
60201204 

小学校区集会所

整備事業 
昭和 62 年度 

事

務

事

業

の

概

要 

事業対象者 地域住民（小学校区単位） 

事業の目的（意図） 

「小学校区集会所」を地域活動の拠点施設として活用することによ

り、地域安全、地域コミュニティ、自主防災、生涯学習その他の地

域活動の推進を図る。 

事業の内容（手段） 

学校敷地を含めた市有地及び幼稚園廃園跡地等を活用し、小学校区

を単位とする地域活動の拠点施設として「小学校区集会所」を整備

する。 

 

２．事務事業の金額と事後評価推移（事務事業調査シートより） 

事

務

事

業

の

金

額

と

事

後

評

価 

事務事業の金額（千円） 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

予算 

平成 26 年度

実績 

1,960 80,842(注) 2,564 2,203 

平成 26 年度の実績

金額のうち、中事業

名と金額（千円） 

中事業名 

平成 26

年度 

実績 

財源 その他の 

主な内容 起債 その他 一般財源 

小学校区集会

所整備事業費 
2,203 - - 2,203 - 

合計 2,203 - - 2,203 - 

過去の補助金の状況 
平成 21 年度

実績 

平成 22 年度

実績 

平成 23 年度

実績 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

国補助金（千円） - 311 - - - 

府補助金（千円） - - - - - 

事業に占める補助金

の割合（％） 
- 15 - - - 

その他補助金に関す

る情報 
 竹渕小学校区集会所耐震診断事業に関する補助金 

事務事業の総合評価 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

Ａ Ａ Ａ 

(注)亀井小学校区集会所の建設工事を行ったため、他の年度と比較し増加している。 

３．平成 26 年度事前評価と事後評価（事務事業調査シートより） 

平成 26 年度実施事業に関する事前評価 

評価結果 評価の仕方 評価の理由 

継続 

地域活動の拠点としての小学校

区集会所の未整備地域が残って

いるため、継続と評価したもの

である。 

地域活動の拠点としての小学校区集

会所の未整備地域が残っているた

め。 
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平成 26 年度実施事業に関する事後評価の状況 

４

つ

の

観

点

か

ら

の

評

価 

総合評価算出式 

60×１+10×１+30×１=100 

（有効性Ａ、効率性Ａ、参画と協働Ａより総合評価はＡとなる。また、

妥当性評価がＡのため、最終的な事務事業の総合評価をＡとした。） 

観点 評価 評価の内容及びその根拠 

妥当性 Ａ 
小学校区集会所の整備に対する市民ニーズ等を考慮すると、本事

業の実施は妥当であったと判断する。 

有効性 Ａ 
指標の計画値を達成しており、本事業の実施は有効であったと判

断する。 

効率性 Ａ 
本事業の実施手法は適正であり、執行体制も効率的であったと判

断する。 

参画と協働のまち

づくり推進度 
Ａ 

本事業を実施することにより、地域分権の推進に寄与したものと

判断する。 

 

４．活動指標と成果指標（アウトカム指標）（事務事業調査シートより） 

事

業

の

活

動

指

標

に

基

づ

く

評

価 

指標設定 

年度 
指標名 単位 

平成 24

年度実績 

平成 25

年度実績 

平成 26

年度計画 

平成 26

年度実績 

平成 24 年度 

小学校区集会所整備に

向けた検討及び取り組

み実施数 

ヶ所 ６ ６ ４ ４ 

指標とした理由 
小学校区集会所整備に向けた検討及び取り組み実施数を指標とするこ

とが適当であると考えた。 

計画数値の設定方法 指標を設定した当時の未整備地域の数を計画数値とした。 

実績数値の測定方法 小学校区集会所整備に向けた検討地域の数で測定した。 

実績値の４つの評価

への反映方法 

有効性の評価において、計画値に対する達成度を算出し、評価に反映

させている。 

成

果

指

標 

事務事業に対して成

果指標（アウトカム

指標）を適用するこ

とへの所属の考え方 

小学校区集会所の整備については、地域との調整に時間を要すること

もあり、毎年の成果指標（アウトカム指標）を定めることになじみに

くいと考える。 

所属で考えうる具体

的な成果指標（アウ

トカム指標）案 

現行と同じ、小学校区集会所整備に向けた検討及び取り組み実施数 
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５．フルコストの考え方（参考値：事務事業調査シートより） 

フ

ル

コ

ス

ト

の

考

え

方 

平成 26 年度実施事業に

関するフルコストの内

容 

直接人件費 間接人件費 直接事業費 間接事業費 フルコスト 

計画値（千円） 4,240 166 2,564 ２ 6,972 

実績値（千円） 3,863 178 2,203 ２ 6,246 

（直接人件費に対し

て）従事職員数の入力

数値についての考え方 

担当職員の他の業務との比較・検討した結果、従事割合を 0.52 人と

した。 

フルコスト削減努力は

どのように行っている

か 

定期的に業務のあり方について、検討を行っている。 

 

６．他市の状況（事務事業調査シートより） 

大阪府下の中核

市、特例市で同

様の事務事業を

実施しているか

（わかる範囲内

で） 

他市において、小学校区単位で地域の活動拠点を設置しているかどうか不明であ

る。 

 

７．意見 

（１）地域のニーズに係るヒアリング結果の文書化について（意見 17） 

市は集会所設置に対する地域のニーズについて、地区毎のまちづくり協議会や地域

の役員とのヒアリングにより把握しているとのことである。しかしながら、ヒアリン

グ結果について、上席者に対し、口頭による報告にとどまり、文書による報告は行っ

ていない。まちづくり協議会、地域の役員とのヒアリング結果を所属内で適時・適切

に共有しその責任を明確化するとともに、第三者への説明を可能とするため、ヒアリ

ング結果を文書化した上で、報告するべきである。 

 

８．事業を実施するに当たっての監査人の考え 

コミュニティセンターの無い小学校区に対して、地域活動の拠点となる集会所を整

備することは合理的であると考えられるため、引き続き当該事業を実施することが望

まれる。 
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No. ４ 小学校区集会所管理事務 （担当所属：人権文化ふれあい部 市民ふれあい課） 

１．事務事業の概要（事務事業調査シートより） 

担当所属 施策名 事務事業コード 事務事業名 事業開始年度 

市民ふれあい課 
地域のまちづくり・地域

活動への支援 
60201205 

小学校区集会所

管理事務 
昭和 62 年度 

事

務

事

業

の

概

要 

事業対象者 地域住民（小学校区単位） 

事業の目的（意図） 
地域活動の拠点施設として整備した「小学校区集会所」を維持管理

することにより、地域活動の推進を図る。 

事業の内容（手段） 

・小学校区集会所の施設機能維持のため、維持管理業務を行う。 

・施設の維持管理に関する費用負担は、「八尾市小学校区集会所の

管理及び運営に係る経費に関する運用指針」に基づく。 

・八尾市小学校区集会所光熱水費補助金の交付を行う。 

 

２．事務事業の金額と事後評価推移（事務事業調査シートより） 

事

務

事

業

の

金

額

と

事

後

評

価 

事務事業の金額（千円） 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

予算 

平成 26 年度

実績 

1,991 3,475 5,079 3,874 

平成 26 年度の実績

金額のうち、中事業

名と金額（千円） 

中事業名 

平成 26

年度 

実績 

財源 その他の 

主な内容 起債 その他 一般財源 

小学校区集会

所管理運営経

費 

3,874 - - 3,874 - 

合計 3,874 - - 3,874 - 

過去の補助金の状況 
平成 21 年度

実績 

平成 22 年度

実績 

平成 23 年度

実績 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

国補助金（千円） - - - - - 

府補助金（千円） - - - - - 

事業に占める補助金

の割合（％） 
- - - - - 

その他補助金に関す

る情報 
- 

事務事業の総合評価 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

Ａ Ａ Ａ 

 

３．平成 26 年度事前評価と事後評価（事務事業調査シートより） 

平成 26 年度実施事業に関する事前評価 

評価結果 評価の仕方 評価の理由 

継続 

地域活動の拠点として小学校区集会所を

設置している以上、施設の維持管理が必

要となるため、継続と評価したものであ

る。 

地域活動の拠点として小学校区集会

所を設置している以上、施設の維持

管理が必要となるため。 
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平成 26 年度実施事業に関する事後評価の状況 

４

つ

の

観

点

か

ら

の

評

価 

総合評価算出式 

60×0.8+10×１+30×１=88 

（有効性Ｂ、効率性Ａ、参画と協働Ａより総合評価はＡとなる。ただし、

妥当性評価がＡのため、最終的な事務事業の総合評価をＡとした。） 

観点 評価 評価の内容及びその根拠 

妥当性 Ａ 
小学校区集会所の管理に対する市民ニーズ等を考慮すると、本事

業の実施は妥当であったと判断する。 

有効性 Ｂ 施設の修繕依頼件数が当初の見込みより下回った。 

効率性 Ａ 
小学校区集会所の管理手法について適正であり、執行体制も効率

的であったと判断する。 

参画と協働のまち

づくり推進度 
Ａ 

本事務を実施することにより、地域分権の推進に寄与したものと

判断する。 

 

４．活動指標と成果指標（アウトカム指標）（事務事業調査シートより） 

事

業

の

活

動

指

標

に

基

づ

く

評

価 

指標設定

年度 
指標名 単位 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

計画 

平成 26 年度

実績 

平成 17 年

度 

施設修繕件

数 
件 10 11 10 ６ 

指標とした理由 
施設の修繕は、維持管理に不可欠な要素であるため、施設の修繕件数を指標

とするが適当であると考えた。 

計画数値の設定

方法 
指標を設定した当時の実績をもとに設定した。 

実績数値の測定

方法 
施設の修繕について、業者発注をした件数で測定した。 

実績値の４つの

評価への反映方

法 

有効性の評価において、計画値に対する達成度を算出し、評価に反映させて

いる。 

成

果

指

標 

事務事業に対し

て成果指標（ア

ウトカム指標）

を適用すること

への所属の考え

方 

当該事務は、小学校区集会所を設置している以上発生する事務であり、成果

指標（アウトカム指標）の適用はなじまないと考える。 

所属で考えうる

具体的な成果指

標（アウトカム

指標）案 

現行と同じ、施設修繕件数 

 

 



 

45 

 

５．フルコストの考え方（参考値：事務事業調査シートより） 

フ

ル

コ

ス

ト

の

考

え

方 

平成 26 年度実施事業

に関するフルコストの

内容 

直接人件費 間接人件費 直接事業費 間接事業費 フルコスト 

計画値（千円） 2,446 183 5,079 ２ 7,710 

実績値（千円） 2,228 175 3,874 ２ 6,279 

（直接人件費に対し

て）従事職員数の入力

数値についての考え方 

担当職員の他の業務との比較・検討した結果、従事割合を 0.3 人とし

た。 

フルコスト削減努力は

どのように行っている

か 

定期的に事務のあり方等について、検討している。 

 

６．他市の状況（事務事業調査シートより） 

大阪府下の中

核市、特例市

で同様の事務

事業を実施し

ているか（わ

かる範囲内

で） 

他市において、小学校区単位で地域の活動拠点を設置しているかどうか不明であ

る。 

 

７．意見 

（１）使用貸借契約書における事業の実施状況の報告義務の設定について（意見 18） 

集会所施設は公的財産であるが地域の管理運営委員会に使用貸借（無償）され、そ

の管理、運営も当該管理運営委員会が行っている。しかしながら、現状として当該管

理運営委員会からの事業の実施状況の報告は契約書上で求められていない。市は、管

理上、使用貸借された集会所施設の利用状況を把握する必要があるとともに、利用者

数・件数等を成果指標（アウトカム指標）としての利用するためにも、収支報告書、

事業報告の提出等事業の実施状況の報告を契約書において求めるべきである。なお、

報告を容易にするためには、所定の様式を準備して、記載は簡略化する等の工夫が必

要である。 

 

（２）補助金交付要綱の見直しについて（意見 19） 

光熱水費の基本料金を支払っている集会所管理運営委員会には、八尾市小学校区集

会所光熱水費補助金交付要綱（以下、｢要綱｣という）に基づき補助金が交付されてい
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る。 

しかしながら、要綱では交付対象団体として光熱水費を支払っていない集会所も含

む全ての集会所が記載されている。補助金の交付対象団体を明確化するため、要綱に

おいて補助対象とならない集会所については交付対象団体から記載を削除することを

検討すべきである。 

 

８．事業を実施するに当たっての監査人の考え 

地域活動の拠点である小学校区集会所の施設機能維持は必要であるため、当該事業

については、引き続き実施することが望まれる。 
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No. ５ 市民活動支援事業 （担当所属：人権文化ふれあい部 市民ふれあい課） 

１．事務事業の概要（事務事業調査シートより） 

担当所属 施策名 事務事コード 事務事業名 事業開始年度 

市民ふれあい課 市民の社会貢献活動の促進 60202101 市民活動支援事業 平成 18 年度 

事

務

事

業

の

概

要 

事業対象者 市民活動を行う市民・団体 

事業の目的（意図） 

市民が主体となった市民参加のまちづくりを促進するため、市民活

動の拠点である市民活動支援ネットワークセンターを核として多様

な活動主体のネットワーク強化と活動を促進することで、行政との

協働事業を促進する。 

事業の内容（手段） 
八尾市市民活動支援ネットワークセンターの事業委託による運営及

び市民活動団体との協働事業の研究・実施 

 

２．事務事業の金額と事後評価推移（事務事業調査シートより） 

事

務

事

業

の

金

額

と

事

後

評

価 

事務事業の金額（千円） 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

予算 

平成 26 年度

実績 

6,411 10,607 11,234 10,402 

平成 26 年度の実績金

額のうち、中事業名

と金額（千円） 

中事業名 

平成 26

年度 

実績 

財源 その他の 

主な内容 起債 その他 一般財源 

市民活動支

援ネット

ワークセン

ター経費 

10,402  - 183 10,219 
コピー代

収入 

合計 10,402  - 183 10,219 - 

過去の補助金の状況 
平成 21 年度

実績 

平成 22 年度

実績 

平成 23 年度

実績 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

国補助金（千円）  -  -  -  -  - 

府補助金（千円）  -  -  -  -  - 

事業に占める補助金

の割合（％） 
 -  -  -  -  - 

その他補助金に関す

る情報 
- 

事務事業の総合評価 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

Ｂ Ｂ Ｂ 

 

３．平成 26 年度事前評価と事後評価（事務事業調査シートより） 

平成 26 年度実施事業に関する事前評価 

評価結果 評価の仕方 評価の理由 

継続 

平成 24 年度の各指標の計

画値に対する達成度で評

価した。 

４指標のうち３指標については、計画値の 80％以上

の実績となっており、市民の社会貢献活動の促進に

貢献していると判断。また、市民との協働を目指す

うえで必要不可欠な事業であると考えたため。 
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平成 26 年度実施事業に関する事後評価の状況 

４

つ

の

観

点

か

ら

の

評

価 

総合評価算出式 

60 ×0.8＋10 ×0.8＋30 ×0.8＝80 

（有効性Ｂ、効率性Ｂ、参画と協働Ｂより総合評価はＡとなるが、妥当性

評価がＢのため、最終的な事務事業の総合評価はＢとした。） 

観点 評価 評価の内容及びその根拠 

妥当性 Ｂ 市民参加のまちづくりを促進するための事業であり実施は妥当。 

有効性 Ｂ 実績値は増加傾向にあり、概ね計画値を達成できている。 

効率性 Ｂ 
センターの事業については NPO 法人に業務委託しており、効率的

に実施できている。 

参画と協働のまち

づくり推進度 
Ｂ 

センターニュースや HP 等を利用して積極的な情報提供を行うとと

もに、センター事業として地域活動団体と市民活動団体の連携を

支援した。 

 

４．活動指標と成果指標（アウトカム指標）（事務事業調査シートより） 

事

業

の

活

動

指

標

に

基

づ

く

評

価 

指標設定

年度 
指標名 単位 

平成 24 

年度実績 

平成 25 

年度実績 

平成 26 

年度計画 

平成 26 

年度実績 

平成 18 年

度 

八尾市市民活動支援ネッ

トワークセンター登録団

体数 

団体 322 326 420 343 

平成 18 年

度 

八尾市市民活動支援ネッ

トワークセンター来館者

数 

人 5,994 6,004 8,000 7,103 

指標とした理由 
市民活動支援ネットワークセンターの利用が増加することにより、市

民活動が活発化すると思われるため。 

計画数値の設定方法 
登録団体数については、計画値策定時に一定数を加算し算定。 

来館者数は、指標策定時に目標とした値を継続して設定。 

実績数値の測定方法 
登録団体数、来館者数共に市民活動支援ネットワークセンターにより

集計。 

実績値の４つの評価

への反映方法 

有効性の評価において、計画値に対する達成度を算出し、評価に反映

させている。 

成

果

指

標 

事務事業に対して成

果指標（アウトカム

指標）を適用するこ

とへの所属の考え方 

市民活動団体等がより組織として発展し他団体や市と連携・協働して

いくことが市民活動の促進につながるものであり、一定センターへの

登録が進み、活動休止中の団体も含んでいる現状では、センターの登

録数の増加をもって市民活動が促進されているとは判断できない。ま

た、来館者数についても近年はコミュニケーションツールが多様化し

ており、来館以外の方法でもセンターを活用できるため、来館者数が

そのままセンター利用状況を反映しているとは言えないと思われる。 

所属で考えうる具体

的な成果指標（アウ

トカム指標）案 

市と市民活動団体等との協働事業数 

センターへの相談件数 
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５．フルコストの考え方（参考値：事務事業調査シートより） 

フ

ル

コ

ス

ト

の

考

え

方 

平成 26 年度実施事業

に関するフルコストの

内容 

直接人件費 間接人件費 直接事業費 間接事業費 フルコスト 

計画値（千円） 5,300 402 11,234 ５ 16,941 

実績値（千円） 4,828 434 10,402 ５ 15,669 

（直接人件費に対し

て）従事職員数の入力

数値についての考え方 

担当職員の他業務との比較・検討した結果、受持割合を 0.65 人とし

た。 

フルコスト削減努力は

どのように行っている

か 

定期的に事務のあり方等を検討し、業務委託更新時には、業務委託の

内容等について検討を行っている。 

 

６．他市の状況（事務事業調査シートより） 

大阪府下の中核

市、特例市で同

様の事務事業を

実施しているか

（わかる範囲内

で） 

平成 26 年度の市民活動支援センター経費について、 

豊中市（業務委託）     8,197 千円 

吹田市（指定管理）    26,743 千円 

茨木市（指定管理）    10,648 千円 

寝屋川市（指定管理）   9,254 千円 

 

７．意見 

（１）事務事業の評価指標の見直しについて（意見 20） 

事務事業の評価指標として事業開始当初より｢登録団体数｣を利用しているが、市民

活動団体の登録が進んだことで、当初のように｢登録団体数｣が増加しない現状におい

て、｢登録団体数｣の増加が当該事務事業の活動状況や効果を適切に表しているとはい

えない。事務事業の必要性を適切に評価するため、事務事業の評価指標についてセン

ターへの相談件数や市と市民団体等との協働事業数といった当該事務事業の活動状況

や効果を表す指標への見直しを検討するべきである。 

 

８．事業を実施するに当たっての監査人の考え 

市民活動の支援をすることで、さまざまな市民活動団体とのネットワークの構築及

びそれらの団体のニーズの把握ができることから、行政と市民活動との協働事業の推

進に有用であると考えられるため、単に登録団体数を増加させるだけでなく登録団体

の成長を支援する視点が必要である点に留意しつつ、当該事業を引き続き実施するこ

とが望まれる。 
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No. ６ 高齢者ふれあい入浴事業（担当所属：健康福祉部 高齢福祉課） 

１．事務事業の概要（事務事業調査シートより） 

担当所属 施策名 事務事業コード 事務事業名 事業開始年度 

高齢福祉課 
高齢者の生きがいづくりと高齢

者を支えるしくみづくり 
10302202 

高齢者ふれあ

い入浴事業 
平成 11 年度 

事

務

事

業

の

概

要 

事業対象者 
①ふれあい入浴事業：70 歳以上の高齢者 

②ふれあいの湯交流事業：65 歳以上の高齢者 

事業の目的（意図） 

浴場組合が提唱して実施している「ぬくもりとやさしさのある地

域社会づくり推進事業」に対して助成し、公衆浴場を活用した高

齢者の健康増進と孤立化の防止を図る。 

事業の内容（手段） 

八尾浴場組合に加盟する浴場において、毎月 15 日に利用料 100 円

で入浴できるふれあい入浴事業と高齢者保健福祉月間である９月

前後に健康相談やレクリエーションを開催し、コミュニケーショ

ンの場を提供するふれあいの湯交流事業に対し、事業終了後に、

実績に応じて八尾浴場組合に助成金を交付する。 

 

２．事務事業の金額と事後評価推移（事務事業調査シートより） 

事

務

事

業

の

金

額

と

事

後

評

価 

事務事業の金額（千円） 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

予算 

平成 26 年度

実績 

2,320 2,208 2,498 2,262 

平成 26 年度の実績

金額のうち、中事業

名と金額（千円） 

中事業名 

平成 26

年度 

実績 

財源 その他の 

主な内容 起債 その他 一般財源 

高齢者ふれあ

い入浴事業 
2,262 - - 2,262 - 

合計 2,262 - - 2,262 - 

過去の補助金の状況 
平成 21 年度

実績 

平成 22 年度

実績 

平成 23 年度

実績 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

国補助金（千円） - - - - - 

府補助金（千円） - - - - - 

事業に占める補助金

の割合（％） 
 -  -  -  -  - 

その他補助金に関す

る情報 

平成 20 年度までは、大阪府ふれあい・交流促進事業補助金（1/2）を受

けていた。 

事務事業の総合評価 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

Ｂ Ｄ Ｃ 

 

３．平成 26 年度事前評価と事後評価（事務事業調査シートより） 

平成 26 年度実施事業に関する事前評価 

評価結果 評価の仕方 評価の理由 

継続 
利用者数は計画値に満たないものの、一定

の水準で推移していることを評価した。 

平成 21 年度以降は、減少傾向にあっ

たふれあい入浴事業の利用者も、平

成 26 年度に増加に転じ、需要の拡大

の見込みがあると判断した。 
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平成 26 年度実施事業に関する事後評価の状況 

４

つ

の

観

点

か

ら

の

評

価 

総合評価算出式 

60×0.6+10×0.6+30×0.6=60 

（有効性Ｃ、効率性Ｃ、参画と協働Ｃより総合評価はＣとなる。また妥当性

評価がＢのため、最終的な事務事業の総合評価もＣとした。） 

観点 評価 評価の内容及びその根拠 

妥当性 Ｂ 
地域資源の有効活用と、入浴を通じて高齢者の健康増進、ふれあい

による地域交流、孤立化防止等に寄与している。 

有効性 Ｃ 利用者数は増加したが目標には達しなかった。 

効率性 Ｃ 
市負担金の割合は減少傾向にあるが、コスト削減が図れたとは言え

ない。 

参画と協働のま

ちづくり推進度 
Ｃ 

八尾浴場組合とボランティアセンターとの協働によりふれあいの湯

交流事業を実施している。 

 

４．活動指標と成果指標（アウトカム指標）（事務事業調査シートより） 

事

業

の

活

動

指

標

に

基

づ

く

評

価 

指標設定

年度 
指標名 単位 

平成 24 

年度実績 

平成 25 

年度実績 

平成 26 

年度計画 

平成 26 

年度実績 

平成 17

年度 

ふれあい入浴利

用者数 
人 7,978 7,462 10,000 8,035 

平成 17

年度 

ふれあいの湯利

用者数 
人 263 263 400 222 

指標とした理由 

多くの高齢者に利用していただき、孤立化の防止、利用者相互の交流を

図ることが目的であり、利用人数そのものを指標とするのが適当である

と考えた。 

計画数値の設定方

法 

平成 22 年度までは、計画値に近い数値で推移していたため、その後も継

続して同様の目標値を設定した。 

実績数値の測定方

法 
事業終了後に浴場組合から提出される実績報告書で測定した。 

実績値の４つの評

価への反映方法 

ふれあい入浴利用者は増加したが、目標値には達しなかった。また、ふ

れあいの湯利用者が逓減傾向にあることを評価に反映させている。 

成

果

指

標 

事務事業に対して

成果指標（アウト

カム指標）を適用

することへの所属

の考え方 

当該事業の性質から、より多くの高齢者に利用していただくことが重要

であり、利用者数を活動指標としている。しかし、最終的な目的は高齢

者の健康増進と孤立化の防止であり、当該事業の実施により目的がどれ

だけ達成されたかを表すことは困難である。 

所属で考えうる具

体的な成果指標

（アウトカム指

標）案 

介護保険料や医療費の増加率の逓減 

  



 

52 

 

５．フルコストの考え方（参考値：事務事業調査シートより） 

フ
ル
コ
ス
ト
の
考
え
方 

平成 26 年度実施事業に

関するフルコストの内容 
直接人件費 間接人件費 直接事業費 間接事業費 フルコスト 

計画値（千円） 815 78 2,498 30 3,421 

実績値（千円） 742 96 2,262 26 3,126 

（直接人件費に対して）

従事職員数の入力数値に

ついての考え方 

当該事業において、市は事業計画書等により申請を受け、実績報

告書により助成金を支払う事務を執り行うものであり、担当職員

の従事割合より 0.1 人とした。 

フルコスト削減努力はど

のように行っているか 

ふれあいの湯交流事業では、健康相談、リクリエーションに関す

るボランティアセンターや地域包括支援センターとの調整を職員

が行っていた部分もあったが、人件費について削減を図るため、

できる限り浴場組合で調整を行うよう働きかけを行ってきた。 

 

６．他市の状況（事務事業調査シートより） 

大阪府下の中

核市、特例市

で同様の事務

事業を実施し

ているか（わ

かる範囲内

で） 

・大阪府内の中核市では、豊中市、高槻市、東大阪市が同種事業を実施してお

り、豊中市と高槻市は１回当たり 100 円、東大阪市は半額で入浴できる。（ただ

し、いずれも対象は 65 歳以上。また、東大阪市は、同伴の幼児も同様の割引を受

けることができる。） 

・大阪府内の特例市では、寝屋川市が同種事業を実施しており、１回当たり 100

円である。 

・吹田市、枚方市、岸和田市、茨木市は実施していない。 

 

７．意見 

当該事業は、事業の概要に記載されているとおり、２つの事業からなり、市は浴場

組合に対して助成金及び補助金を支給している。 

事業名 事業内容 

ふれあい入浴

事業 

浴場組合に加盟する公衆浴場が市内在住の 70 歳以上の高齢者を

当該浴場において、市と協議が整った日の営業時間内に入浴させ

る事業で、入浴料の一部について市が助成するものである。 

ふれあいの湯

交流事業 

浴場組合に加盟する公衆浴場が、市内在住の 65 歳以上の高齢者

を当該浴場において、組合が計画する事業日の営業時間外に無料

で入浴させると共に高齢者の健康増進に資するため、健康チェッ

クや体操等のイベントを行う事業で、事業費の一部について市が

補助金を交付するものである。 

 

（１）助成金の縮小について（ふれあい入浴事業）（意見 21） 

現在、ふれあい入浴事業については、基本料として、固定的な助成金が各浴場に

30,000 円ずつ支給されている。市によれば、これは趣向を凝らしたかわり湯を実施す
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るための費用とのことである。一方で、ふれあい入浴事業助成金交付要綱第３条には、

｢助成金額は、毎年度の予算で定める額の範囲内での実績払いとする｣旨の記載がある

にもかかわらず、当該 30,000 円に対する実績を示す報告書について、市は入手してい

ない。実績についてヒアリングベースで確認しているとのことであるが、今後、実績

を示す報告書を入手できないのであれば、助成金のうち、当該部分については廃止を

検討すべきである。 

 

（２）ふれあい入浴事業助成金交付要綱への助成金計算方法の明記について（意見 22） 

現在、１回当たりの助成金は入浴料から利用者負担の 100 円を引いた金額の 50％と

して計算され支給されているが、ふれあい入浴事業助成金交付要綱には、助成金の計

算方法は明記されていない。入浴料金は物価等により変動するため、入浴料金に基づ

いて助成金を計算するのであれば、助成金の計算を客観的に明確化するため、今後、

助成金の計算方法について明文化すべきである。 

 

（３）効果のモニタリングの実施について（ふれあい入浴事業及びふれあいの湯交流事

業）（意見 23） 

高齢者のふれあいに関する事業は当該事業の他にも様々な事業がある。そのような

状況下、高齢者に対して入浴時にふれあいの場を提供することが、どのような効果を

もたらすかは不明瞭である。現在、市はいずれの事業においても浴場組合から実績報

告書を入手しているものの、事業の効果については浴場組合からのヒアリングのみ

行っているということであり、その内容を特に取りまとめたものもない。高齢者の健

康増進とコミュニケーションに効果があるとして当該事業を継続しているが、本当に

効果があるかどうかについては、浴場組合に利用者のアンケートを取らせる等をすべ

きである。また、その効果をモニタリングし、今後の事業の方向性に活かすべきであ

る。 

 

８．事業を実施するに当たっての監査人の考え 

市全体の高齢者に対しての事業という観点から見た場合、当該事業は、高齢者の生

きがいづくりと高齢者を支えるしくみをつくるという施策に対してどのような効果を

もたらすのかが不明瞭な事業と思われる。そのため、その効果を示すことが重要であ
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ると考えられるが、現在のモニタリング方法では、その点をクリアしているとは言い

がたい。したがって、当該業務を実施していくのであれば、その効果を十分に検証す

ることが必要であると考える。 
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No. ７ 老人健康マッサージ事業 （担当所属：健康福祉部 高齢福祉課） 

１．事務事業の概要（事務事業調査シートより） 

担当所属 施策名 事務事業コード 事務事業名 事業開始年度 

高齢福祉課 
高齢者の生きがいづくりと高

齢者を支えるしくみづくり 
10302203 

老人健康マッサー

ジ事業 
昭和 63 年度 

事

務

事

業

の

概

要 

事業対象者 60 歳以上の高齢者 

事業の目的（意図） マッサージ施術により高齢者の健康の保持・増進を図る。 

事業の内容（手段） 

八尾視覚障がい者福祉協会に委託。社会福祉会館内において、週

４日、１日当たり４人まで実施する。利用者負担金は１回 1,100

円、市委託料 1 回 1,100 円。 

 

２．事務事業の金額と事後評価推移（事務事業調査シートより） 

事

務

事

業

の

金

額

と

事

後

評

価 

事務事業の金額（千円） 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

予算 

平成 26 年度

実績 

920 840 1,011 754 

平成 26 年度の実績

金額のうち、中事業

名と金額（千円） 

中事業名 

平成 26

年度 

実績 

財源 その他の 

主な内容 起債 その他 一般財源 

老人健康

マッサージ

事業経費 

754 - - 754 - 

合計 754 - - 754 - 

過去の補助金の状況 
平成 21 

年度実績 

平成 22 

年度実績 

平成 23 

年度実績 

平成 24 

年度実績 

平成 25 

年度実績 

国補助金（千円） - - - - - 

府補助金（千円） - - - - - 

事業に占める補助金

の割合（％） 
 - - - - - 

その他補助金に関す

る情報 

平成 20 年度までは、健康マッサージ事業補助金（高齢者在宅生活総合支

援事業）（1/2）を受けていた。 

事務事業の総合評価 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

Ｂ Ｂ Ｃ 

 

３．平成 26 年度事前評価と事後評価（事務事業調査シートより） 

平成 26 年度実施事業に関する事前評価 

評価結果 評価の仕方 評価の理由 

継続 

障がい者の就労の機会を広げ、また高齢

者の健康の保持・増進という観点を評価

した。 

利用者は、減少傾向にあるが、継続

した需要があると判断した。 
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平成 26 年度実施事業に関する事後評価の状況 

４

つ

の

観

点

か

ら

の

評

価 

総合評価算出式 

60×0.6+10×0.6+30×0.6=60 

（有効性Ｃ、効率性Ｃ、参画と協働Ｃより総合評価はＣとなる。また妥当

性評価がＣのため、最終的な事務事業の総合評価もＣとした。） 

観点 評価 評価の内容及びその根拠 

妥当性 Ｃ 

委託者からのヒアリングにより、高齢者の健康の維持・増進に対

する効果はあると考えるが、市の関与の方法については研究が必

要。 

有効性 Ｃ 利用者数は減少傾向。利用者の利用回数を含め検討が必要。 

効率性 Ｃ 
利用者の減少によるコストは減少傾向にあるが、効率的とは言え

ない。 

参画と協働のまち

づくり推進度 
Ｃ 八尾視覚障がい者福祉協会に委託して実施している。 

 

４．活動指標と成果指標（アウトカム指標）（事務事業調査シートより） 

事

業

の

活

動

指

標

に

基

づ

く

評

価 

指標設定 

年度 
指標名 単位 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

計画 

平成 26 年度

実績 

平成 17 

年度 
利用人数 人 668 621 700 546 

指標とした理由 
多くの高齢者に利用していただき、健康の保持・増進を図ることが目的であ

り、利用人数そのものを指標とするのが適当であると考えた。 

計画数値の設定

方法 

平成 24 年度までは、計画値に近い数値で推移していたため、その後も継続

して同様の目標値を設定した。 

実績数値の測定

方法 
事業終了後に提出される実績報告書で測定した。 

実績値の４つの

評価への反映方

法 

利用者数は目標値には達せず、利用者が逓減傾向にあることを評価に反映さ

せている。 

成

果

指

標 

事務事業に対し

て成果指標（ア

ウトカム指標）

を適用すること

への所属の考え

方 

当該事業の性質から、より多くの高齢者に利用していただくことが重要であ

り、利用者数を活動指標としている。しかし、最終的な目的は高齢者の健康

増進であり、当該事業の実施により目的がどれだけ達成されたかを表すこと

は困難である。 

所属で考えうる

具体的な成果指

標（アウトカム

指標）案 

医療費の増加率の逓減 
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５．フルコストの考え方（参考値：事務事業調査シートより） 

フ

ル

コ

ス

ト

の

考

え

方 

平成 26 年度実施事業

に関するフルコストの

内容 

直接人件費 間接人件費 直接事業費 間接事業費 フルコスト 

計画値（千円） 1,223 52 1,011 20 2,306 

実績値（千円） 1,114 62 754 17 1,947 

（直接人件費に対し

て）従事職員数の入力

数値についての考え方 

当該事業において、市は委託契約を行い、実績報告書により月払いに

より委託料を支払う事務を執り行うものであり、担当職員の従事割合

より 0.15 人とした。 

フルコスト削減努力は

どのように行っている

か 

事業を委託して行い、契約等の事務手続き以外は、すべて委託事業者

において行っている。 

 

６．他市の状況（事務事業調査シートより） 

大阪府下の中

核市、特例市

で同様の事務

事業を実施し

ているか（わ

かる範囲内

で） 

・大阪府内の中核市では、枚方市、東大阪市が同種事業を実施している。（ただ

し、枚方市は、通年において最大 6 回まで 900 円を助成。東大阪市は、９月のみ

最大２回まで 1,000 円を助成。） 

・大阪府内の特例市での実施の実績はない。 

・豊中市、高槻市、岸和田市、吹田市、茨木市、寝屋川市は実施していない。 

・大阪府内 43 市町村中で８市が実施。（※実施状況はすべて平成 26 年度末現

在。） 

 

７．意見 

（１）利用者へのアンケートの活用について（意見 24） 

担当所属の当該業務に対する住民ニーズの把握については、八尾視覚障がい者福祉

協会へのヒアリングにとどまり、協会も利用者の声についてアンケートはとっていな

いため、市民ニーズの把握ができているとはいいがたい。市は協会に利用者のアン

ケートを取ってもらい、それをモニタリングする等して住民ニーズを把握し、業務の

継続性判断に資する情報を入手すべきである。 

 

（２）受診制限の設定と事業の周知について（意見 25） 

市は、月毎の利用者数の集計は行っているものの、受診者毎の利用回数の集計まで

は行っていなかった。平成 26 年度の受診者の回数について集計してもらったところ次

のとおりであった。 
利用 

回数 
１～10 11～20 21～30 31～40 41～50 51～60 61～70 71～80 81～90 91～100 合計 

利用 

人数 
26 ６ ５ １ １ ０ ０ ０ １ １ 41 
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現在は予約状況が満員となることはなく、施術を受けたくても受けられない高齢者

はいないとのことであるが、少数の高齢者で多くの枠が埋まっており、特定個人への

サービスとならないためにも、受診制限について検討すべきである。また、高齢者が

よく利用する施設等に当該事業のポスターを貼る等して、できるだけ多くの高齢者に

周知することにより、当該制度を知らない高齢者をできるだけ減らす努力をし、機会

の平等性を担保すべきである。 

 

８．事業を実施するに当たっての監査人の考え 

上記表のとおり、少数の高齢者で多くの枠が埋まっていることから、このまま当該

事業を実施した場合、個人給付の側面が強い事業となってしまう可能性がある。その

ため、事業を継続するのであれば、受診制限を設けると共に、幅広く周知することに

より、機会の公平性を担保することが重要である。 
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No. ８ 身体障がい者スポーツ大会事業 （担当所属：健康福祉部 障害福祉課） 

１．事務事業の概要（事務事業調査シートより） 

担当所属 施策名 事務事業コード 事務事業名 事業開始年度 

障害福祉課 
障がいのある人の自立支

援 
10304404 

身体障がい者スポーツ

大会事業 
平成 14 年度 

事

務

事

業

の

概

要 

事業対象者 身体障がい者 

事業の目的（意図） 
スポーツ大会の実施により、障がい者の社会参加意欲を高めることが

できる。 

事業の内容（手段） 実行委員会制のため市民の主体的参加がある。 

 

２．事務事業の金額と事後評価推移（事務事業調査シートより） 

事

務

事

業

の

金

額

と

事

後

評

価 

事務事業の金額（千円） 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

予算 

平成 26 年度

実績 

- - 1,000 700 

平成 26 年度の実績

金額のうち、中事業

名と金額（千円） 

中事業名 

平成 26

年度 

実績 

財源 その他の 

主な内容 起債 その他 一般財源 

身体障がい者

スポーツ大会

事業経費 

700 - - 700 - 

合計 700 - - 700 - 

過去の補助金の状況 
平成 21 年度

実績 

平成 22 年度

実績 

平成 23 年度

実績 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

国補助金（千円） - - - - - 

府補助金（千円） - - - - - 

事業に占める補助金

の割合（％） 
- - - - - 

その他補助金に関す

る情報 
- 

事務事業の総合評価 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

Ａ Ｄ Ｂ 

 

３．平成 26 年度事前評価と事後評価（事務事業調査シートより） 

平成 26 年度実施事業に関する事前評価 

評価結果 評価の仕方 評価の理由 

継続 
平成 22 年度における利用人数の計画値

に対する達成度で評価した。 

計画値 400 人のところ、実績は 213

人と目標値を下回っているが、一定

のニーズはあり、平成 26 年度は本市

開催年度であり、必要と判断した。 
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平成 26 年度実施事業に関する事後評価の状況 

４

つ

の

観

点

か

ら

の

評

価 

総合評価算出式 60×0.8+10×0.8+30×0.8=80 （各評価Ｂであり、総合評価をＢとした） 

観点 評価 評価の内容及びその根拠 

妥当性 Ｂ 障がい者の残存機能訓練、レクリエーションのため必要。 

有効性 Ｂ 概ね達成できた。 

効率性 Ｂ 補助事業として適正に実施した。 

参画と協働のま

ちづくり推進度 
Ｂ 概ね達成できた。 

 

４．活動指標と成果指標（アウトカム指標）（事務事業調査シートより） 

事

業

の

活

動

指

標

に

基

づ

く

評

価 

指標設定年度 指標名 単位 
平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

計画 

平成 26 年度

実績 

平成 14 年度 参加者数 人 ０ ０ 400 213 

指標とした理由 
本市開催時と他市開催時の場合、参加人数に差があり、一定の指標と

なりにくいため、本市開催時のみの参加人数を指標とした。 

計画数値の設定方法 身体障害者福祉会の会員数と過去の参加者数より算出。 

実績数値の測定方法 当日のパンフレットの配布枚数で測定。 

実績値の４つの評価

への反映方法 

有効性の評価において、計画値に対する達成度を算出し、評価に反映

させている。 

成

果

指

標 

事務事業に対して成

果指標（アウトカム

指標）を適用するこ

とへの所属の考え方 

当該事業の性質から、より多くの対象者に参加していただくことが重

要であり、参加者数を活動指標としている。最終的な目的は障がい者

の残存機能訓練、健康維持・増進であり、当該事業の実施により、一

定の成果があると考える。 

所属で考えうる具体

的な成果指標（アウ

トカム指標）案 

本市開催時における参加人数 
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５．フルコストの考え方（参考値：事務事業調査シートより） 

フ

ル

コ

ス

ト

の

考

え

方 

平成 26 年度実施事業

に関するフルコストの

内容 

直接人件費 間接人件費 直接事業費 間接事業費 フルコスト 

計画値（千円） 3,261 ５ 1,000 １ 4,267 

実績値（千円） 2,971 ５ 700 １ 3,677 

（直接人件費に対し

て）従事職員数の入力

数値についての考え方 

平成 26 年度は本市開催年度であり、他年度より多い 0.4 人とした。 

フルコスト削減努力は

どのように行っている

か 

大会に関わる人件費について削減を図るため、補助事業として身体障

害者福祉会が実施し、最終的なチェックを市が実施した。 

 

６．他市の状況（事務事業調査シートより） 

大阪府下の中

核市、特例市

で同様の事務

事業を実施し

ているか（わ

かる範囲内

で） 

八尾市・東大阪市・松原市・柏原市の４市で毎年持ち回りで開催している事業で

ある。 

 

７．結果 

（１）実績報告書の入手遅延（結果１） 

当該事業に係る助成金交付要綱第８条によると、「交付を受けたものは、業務完了後

30 日以内に実績報告書を提出しなければならない」、となっている。しかし、平成 26

年度については、実施日が 10 月 12 日であったのに対して、実績報告書を市が受領し

たのは、11 月 14 日と 30 日を超えている。30 日以内に提出するよう指導したとのこと

であるが、今後はより一層指導し、要綱どおり 30 日以内に提出させるようにする必要

がある。あるいは、もう少し期間を延ばすのであれば、要綱の期限を見直す必要があ

る。 

 

８．意見 

（１）事務事業の評価方法について（意見 26） 

身体障がい者スポーツ大会は、八尾市、東大阪市、松原市、柏原市の４市で毎年持

ち回り、それぞれの市の身体障害者福祉会が開催している。開催市でなかった平成 24
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年度と平成 25 年度の事後評価がそれぞれＡとＤとなっていたため、過年度の事務事業

要約票（事後評価）を入手して確認したところ、東大阪市が開催市であった平成 24 年

度では障がい者の残存機能訓練の必要性や事業の有効性等を判断し、総合評価をＡと

したが、柏原市が開催市であった平成 25 年度では、直接事業費が発生していないこと

から、事業評価ができないものと判断し、妥当性評価等の個別評価項目を保留とした

結果、総合評価をＤとしていた。このような数年に一度開催市としての役割が回って

くるような特殊な事業について、評価の仕組みや考え方を明らかにして、評価すべき

である。 

 

（２）他市等との協力による参加者数の把握とその活用について（意見 27） 

他市での開催の場合、同大会の総参加者数について市は把握していない。参加者を

少しでも増やし、助成の効果を高めるためにも、他市との情報連携や八尾市身体障害

者福祉会と協力して、他市開催時においても、総参加者数や八尾市民の参加者数・参

加率を把握する等、様々な情報を集めて業務に活かすべきである。 

 

９．事業を実施するに当たっての監査人の考え 

単なる給付とは異なり、外出機会が少ないと考えられる身体障がい者のスポーツ大

会開催を助成するこのような事業を実施することは意義がある。今後は、他市と協力

して参加率を向上させるような取組みを期待したい。 
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No. ９ 特定呼吸器疾病予防回復事業 （担当所属：健康福祉部 保健推進課） 

１．事務事業の概要（事務事業調査シートより） 

担当所属 施策名 事務事業コード 事務事業名 事業開始年度 

保健推進課 
疾病予防と健康づくりの

推進 
10201405 

特定呼吸器疾病予防

回復事業 
平成 12 年度 

事

務

事

業

の

概

要 

事業対象者 気管支ぜん息やぜん息性気管支炎にかかっている 15 歳未満の児童 

事業の目的（意図） 
安心して子育てをするため気管支ぜん息やぜん息性気管支炎にかかって

いる児童の健康回復を促すため 

事業の内容（手段） 奨励金を支給 

 

２．事務事業の金額と事後評価推移（事務事業調査シートより） 

事

務

事

業

の

金

額

と

事

後

評

価 

事務事業の金額（千円） 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

予算 

平成 26 年度

実績 

1,816 1,379 2,461 970 

平成 26 年度の実績

金額のうち、中事業

名と金額（千円） 

中事業名 

平成 26

年度 

実績 

財源 その他の 

主な内容 起債 その他 一般財源 

特定呼吸器疾

病予防回復事

業判定委員会

委員５人分報

酬 

420  - - 420 - 

特定呼吸器疾

病（小児ぜん

息）予防回復

事業経費 

550 - - 550 - 

合計 970 - - 970 - 

過去の補助金の状況 
平成 21 年度

実績 

平成 22 年度

実績 

平成 23 年度

実績 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

国補助金（千円） -  - - - - 

府補助金（千円） - - - - - 

事業に占める補助金

の割合（％） 
-  - - - - 

その他補助金に関す

る情報 
- 

事務事業の総合評価 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

Ｄ Ｄ Ｄ 
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３．平成 26 年度事前評価と事後評価（事務事業調査シートより） 

平成 26 年度実施事業に関する事前評価 

評価結果 評価の仕方 評価の理由 

継続 支給者延人数 

支給者延人数が医療技術の向上によ

り減少しているが支給者へのぜん息

等の健康回復のための支援は必要と

考える。 

平成 26 年度実施事業に関する事後評価の状況 

４

つ

の

観

点

か

ら

の

評

価 

総合評価算出式 

60×0.4+10×0.8+30×0.8=56 

（有効性Ｄ、効率性Ｂ、参画と協働Ｂより総合評価はＤとなる。また妥当性

評価はＡであるが、総合評価がＤのため、最終的な事務事業の総合評価もＤ

とした。） 

観点 評価 評価の内容及びその根拠 

妥当性 Ａ 市民ニーズを把握するために本事業は必要と考える。 

有効性 Ｄ 実績値が減少している。 

効率性 Ｂ 代替案検討を継続。 

参画と協働のま

ちづくり推進度 
Ｂ 次世代育成支援の視点で実施。 

 

４．活動指標と成果指標（アウトカム指標）（事務事業調査シートより） 

事

業

の

活

動

指

標

に

基

づ

く

評

価 

指標設定

年度 
指標名 単位 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

計画 

平成 26 年度

実績 

平成 12 年度 支給者延べ人数 人 125 67 120 58 

指標とした理由 
気管支ぜん息等の認定者に奨励金を支給する事業であるが、支

給人数が減少につながれば健康回復が促されている。 

計画数値の設定方法 
平成 24 年度までは支給者延べ人数が 120 人を超えていたので

平成 26 年度計画を 120 人とした。 

実績数値の測定方法 支給者延べ人数を計算する。 

実績値の４つの評価への反

映方法 
支給人数が減少しているので代替案を継続して検討していく。 

成

果

指

標 

事務事業に対して成果指標

（アウトカム指標）を適用

することへの所属の考え方 

ぜん息に罹患する児童の減少が成果指標となり得ると考えるが

現状としては把握できない。 

所属で考えうる具体的な成

果指標（アウトカム指標）

案 

同上 
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５．フルコストの考え方（参考値：事務事業調査シートより） 

フ

ル

コ

ス

ト

の

考

え

方 

平成 26 年度実施事業

に関するフルコストの

内容 

直接人件費 間接人件費 直接事業費 間接事業費 フルコスト 

計画値（千円） 896 115 2,461 ８ 3,480 

実績値（千円） 817 64 970 ３ 1,854 

（直接人件費に対し

て）従事職員数の入力

数値についての考え方 

当該事業の具体的事務に従事する者の全体の業務量から勘案した数値

を入力。 

フルコスト削減努力は

どのように行っている

か 

気管支ぜん息等にかかっている児童への治療を受けやすい環境づくり

や保護者への指導等により、罹患する児童を減少させる。 

 

６．他市の状況（事務事業調査シートより） 

大阪府下の中

核市、特例市

で同様の事務

事業を実施し

ているか（わ

かる範囲内

で） 

他市でぜん息に関する事業を実施している市では医療助成をしている。 

 

７．意見 

（１）活動指標の再設定の必要性について（意見 28） 

支給者延人数を活動指標としており、その数が多いほど活動指標が良くなるという

設定になっている。そのため、上記表２のとおり直近３年の評価はＤが継続している

が、市にとっても社会にとっても罹患患者が減少することが望ましいといえる。その

ため、例えば、支給者延人数の減少数等を活動指標として設定し、毎年度、支給者の

減少数が多いほど活動指標が良くなるといったように、新たな活動指標を設定すべき

である。 

 

（２）事業廃止に向けての検討について（意見 29） 

当該事業は、八尾市内在住で本市に住民登録をしている満 15 歳未満で気管支ぜん息

等の罹患患者に対して、奨励金支給要件（月に１回以上の入院または３日以上の通院）

に該当する月に対して奨励金（月額 2,000 円）を支給する事業であり、支給を受ける

には、事前に対象者としての指定を受けなければならない。 
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一方、市には、医療機関等で診療や薬剤支給等を受けたときに負担する保険診療

（３割または２割負担）の自己負担金から一部自己負担金（１つの医療機関につき１

日 500 円を限度として、月２回まで）を控除した額が助成される『子ども医療費助成

制度』がある。その対象者は八尾市内に居住し、健康保険に加入している中学校卒業

まで（０～15 歳到達後最初の３月 31 日まで）の子どもであり、当該事業の対象者と

同一である。 

そのため、当該特定呼吸器疾病予防回復事業制度を利用できる患者が、１つの医療

機関のみの受診となった場合、医療費の上限は月額 1,000 円となる一方、2,000 円の

奨励金が支給されるため、負担額以上に受領できることとなる。このようなケースは

平成 26 年度では、支給者延人数 58 人中の 52人で起こっている。 

一方で、奨励金支給額は少額であり、当該事業実施効果等による対象者の減少によ

り、直接事業費が人件費等とほぼ同額となっている。当該制度の目的や趣旨を考えれ

ばこのような患者を支えることは重要であるが、こども医療費助成制度により、患者

並びに保護者の経済的負担が軽減される状況に鑑みれば、厳しい財政状況の中、より

効率的、効果的な事務事業の執行を踏まえ、将来的には事業廃止に向けて検討するこ

とが望まれる。 

 

８．事業を実施するに当たっての監査人の考え 

現在の形で事業を実施した場合、医療費の実質負担額以上の奨励金が支給される

ケースが発生すること、過去の事業実施効果等により対象者が年々減少していること

等から、当該事業は廃止に向けて検討することが望ましいと考える。 
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No. 10 親子 de 絵本推進事業 （担当所属：こども未来部 こども政策課） 

１．事務事業の概要（事務事業調査シートより） 

担当所属 施策名 事務事業コード 事務事業名 事業開始年度 

こども政策

課 

地域での子育て支援と児童虐

待防止の取り組み 
20102107 

親子 de 絵本推

進事業 
平成 26 年度 

事

務

事

業

の

概

要 

事業対象者 子育て中の保護者とその子ども 

事業の目的（意図） 
子育て中の保護者の子育て力の強化と人との関わりの中で子ども

の成長に必要な力を育むことを目的とする。 

事業の内容（手段） 

地域での子どもや子育て世代の居場所づくりや子育て支援の充実

を図り、保護者の子育て力の強化や子どもの成長を支えられるよ

う、コミュニティセンターに絵本を配架し、読み聞かせや育児相

談等の取り組みを実施する。 

 

２．事務事業の金額と事後評価推移（事務事業調査シートより） 

事

務

事

業

の

金

額

と

事

後

評

価 

事務事業の金額（千円） 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

予算 

平成 26 年度

実績 

- - 4,464 1,711 

平成 26 年度の実績

金額のうち、中事業

名と金額（千円） 

中事業名 

平成 26

年度 

実績 

財源 その他

の 

主な内

容 
起債 その他 一般財源 

親子 de 絵本

推進経費 
1,711 - - 1,711 - 

合計 1,711 - - 1,711 - 

過去の補助金の状況 
平成 21 年度

実績 

平成 22 年度

実績 

平成 23 年度

実績 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

国補助金（千円） - - - - - 

府補助金（千円） - - - - - 

事業に占める補助金

の割合（％） 
- - - - - 

その他補助金に関す

る情報 
- 

事務事業の総合評価 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

- - Ａ 

 

３．平成 26 年度事前評価と事後評価（事務事業調査シートより） 

平成 26 年度実施事業に関する事前評価 

評価結果 評価の仕方 評価の理由 

拡大 
本市が進める地域分権の推進への貢献度に

より評価した。 

地域拠点であるコミュニティセン

ターに職員が出向き実施するもの

で、地域に向き合う行政の実践とな

る事業であると判断した。 
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平成 26 年度実施事業に関する事後評価の状況 

４

つ

の

観

点

か

ら

の

評

価 

総合評価算出式 

60×１+10×１+30×１=100 

（有効性Ａ、効率性Ａ、参画と協働Ａより総合評価はＡとなる。また妥当性

評価がＡのため、最終的な事務事業の総合評価もＡとした。） 

観点 評価 評価の内容及びその根拠 

妥当性 Ａ 

子育て支援センター及び市立保育所から保育士を派遣し、絵本の読み

聞かせや育児相談を実施した。保育士への育児相談の機会を設けるこ

とは、子育て世帯のニーズにも合致し妥当である。 

有効性 Ａ 当初の計画以上の施設にて開催し、指標の目標値を達成した。 

効率性 Ａ 
各コミセン毎に担当保育士を決め、効率的な業務体制を確立して実施

した。  

参画と協働のま

ちづくり推進度 
Ａ 

民生主任児童委員と合同で開催する等、市民との協働により地域の子

育て支援を推進した。 

 

４．活動指標と成果指標（アウトカム指標）（事務事業調査シートより） 

事

業

の

活

動

指

標

に

基

づ

く

評

価 

指標設定年度 指標名 単位 
平成 24

年度実績 

平成 25

年度実績 

平成 26

年度計画 

平成 26

年度実績 

平成 26 年度 事業実施回数 回 - - 6 37 

指標とした理由 
配架した絵本を活用し事業を実施するものから、実施回数を指標

とすることが適当なため。 

計画数値の設定方法 実施予定施設数 ２施設× 1 施設当たりの実施予定回数 ３回 

実績数値の測定方法 実施実績より。 

実績値の４つの評価への反

映方法 

有効性評価について、計画値に対する達成度を算出し、評価に反

映した。 

成

果

指

標 

事務事業に対して成果指標

（アウトカム指標）を適用

することへの所属の考え方 

事務事業の指標については、実施計画策定時に活動・結果指標と

して事務事業の中身や事業量を示すものを設定するとなっている

こと、および、当該事業は子育て力の強化や子どもの成長に必要

な力を育むことを目的とするが、目的達成のために当該事業のみ

ならずさまざまな事業を実施しているところであり、当該事業の

みで目的の達成度を測ることはできないため、当該事務事業に成

果指標を適用することは困難と考える。 

所属で考えうる具体的な成

果指標（アウトカム指標）

案 

第５次総合計画において当該事業が位置付けされる施策の評価指

標である、児童虐待の相談件数・通告件数 
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５．フルコストの考え方（参考値：事務事業調査シートより） 

フ

ル

コ

ス

ト

の

考

え

方 

平成 26 年度実施事業

に関するフルコストの

内容 

直接人件費 間接人件費 直接事業費 間接事業費 フルコスト 

計画値（千円） 1,630 19 2,967（注) - 4,616 

実績値（千円） 1,485 15 1,711 1 3,212 

（直接人件費に対し

て）従事職員数の入力

数値についての考え方 

当該事業のこども政策課の事務内容については事業実施に係る調整お

よび物品購入に関するものより、担当職員の従事割合を 0.2 人とし

た。 

フルコスト削減努力は

どのように行っている

か 

事業実施にあたっては、コスト削減を意識しながら、保健推進課が実

施する「あなたのまちの健康相談」の日程に合わせる等、他事業と連

携しながら相乗効果があがるよう努力している。 

（注）当初予算時の数値である。 

６．他市の状況（事務事業調査シートより） 

大阪府下の中

核市、特例市

で同様の事務

事業を実施し

ているか（わ

かる範囲内

で） 

地域分権の推進に係る事業としては、本市独自の事業であると思われる。 

 

７．意見 

（１）活動指標の追加設定について（意見 30） 

当該事業は平成 26 年度に「こども施策推進事業」から分離された事業であり、活動

指標には「事業実施回数」が挙げられている。仮に事業実施回数が計画値を達成する

一方、参加者数が減少している場合には、事業が住民ニーズに沿っておらず有効に事

業が実施されたとはいえないと思われる。市の方針として、平成 27 年度に事業を拡大

し、「プレママ・親子相談・交流事業」として実施しているが、「事業実施回数」だけ

でなく、より的確な活動指標の追加により、適切な評価を行うべきである。新たな活

動指標としては、例えば、「事業参加者数や参加組数」を追加設定することが考えられ

る。 

 

（２）行政評価での事中評価の活用について（意見 31） 

平成 26 年度は、当該事業に関する事中評価は行っていない。平成 26 年度の各コ

ミュニティセンターにおける参加者数は増加傾向にある一方で、各開催場所によって



 

70 

 

参加人数に偏りがある。参加者数が少ない地域の原因分析やそれに基づいた対応が必

要であり、特に平成 27 年度に拡大している事業であるため、適時な住民ニーズの把握

や参加状況の分析等による事中評価を行うべきである。住民ニーズの把握については

アンケートの利用が考えられる。「平成 26 年度八尾市における地域少子化対策強化事

業実施計画一覧表（平成 27 年度実施）」においても、事業の効果（アウトカム指標）

に親子 de 絵本推進事業参加者アンケート結果を挙げ、効果測定することとしており、

当該アンケート内容を事中評価にも活用することが考えられる。 

 

８．事業を実施するに当たっての監査人の考え 

少子化が進む中、子育て支援は必須であり、当該事業による読み聞かせや育児相談

を通して、子育てに対する保護者の悩みが解消されることが期待されるため、実施し

ていくことが望ましい。 
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No. 11 子ども・子育て支援事業計画策定業務（担当所属：こども未来部 こども政策課） 

１．事務事業の概要（事務事業調査シートより） 

担当所属 施策名 事務事業コード 事務事業名 事業開始年度 

こども政策

課 

保育サービス

の充実  
20103208 

子ども・子育て支援事業計画

策定業務 
平成 24 年度 

事

務

事

業

の

概

要 

事業対象者 乳幼児・児童及びその保護者、施設、事業者 

事業の目的（意図） 

子ども・子育て支援給付その他の子ども及び子どもを養育している者

に必要な支援を行い、もって１人１人の子どもが健やかに成長するこ

とができる社会の実現に寄与することを目的とする。 

事業の内容（手段） 

平成 24 年８月に公布された子ども・子育て支援関連３法に基づき、子

ども・子育て支援に係る給付や事業を総合的に推進するため、「市町

村子ども・子育て支援事業計画」を策定する。策定に当たり利用状況

や利用希望を把握し量の見込みの設定を行う。また、子ども・子育て

会議で子育て当事者や関係者の意見を集約しながら進める。 

 

２．事務事業の金額と事後評価推移（事務事業調査シートより） 

事

務

事

業

の

金

額

と

事

後

評

価 

事務事業の金額（千円） 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

予算 

平成 26 年度

実績 

1,395 5,863 7,429 5,786 

平成 26 年度の実績

金額のうち、中事業

名と金額（千円） 

中事業名 

平成 26

年度 

実績 

財源 その他の 

主な内容 起債 その他 一般財源 

子ども・子育

て会議委員

23 人分報酬 

1,767 - - 1,767 - 

子ども・子育

て支援事業計

画策定経費 

4,019 - 12 4,007 
一時保育

料 

合計 5,786 - 12 5,774 - 

過去の補助金の状況 
平成 21 年度

実績 

平成 22 年度

実績 

平成 23 年度

実績 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

国補助金（千円） - - - - - 

府補助金（千円） - - - - 5,471 

事業に占める補助金

の割合（％） 
- - - - 93 

その他補助金に関す

る情報 

平成 25 年度は安心こども基金特別対策事業費補助金のうち「子ども・子

育て支援新制度に係る電子システム構築等事業」を活用したもので、平

成 25 年度に実施する事前調査費用が対象となることから、計画策定に係

るニーズ調査を予め実施したことで補助対象となった。 

事務事業の総合評価 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

Ａ Ａ Ａ 
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３．平成 26 年度事前評価と事後評価（事務事業調査シートより） 

平成 26 年度実施事業に関する事前評価 

評価結果 評価の仕方 評価の理由 

継続 
子ども・子育て支援事業計画の法的位置

付け 

子ども・子育て支援法 61 条に市町村

子ども・子育て支援事業計画の策定が

義務付けられているため。 

平成 26 年度実施事業に関する事後評価の状況 

４

つ

の

観

点

か

ら

の

評

価 

総合評価算出式 

60×１+10×１+30×１=100 

（有効性Ａ、効率性Ａ、参画と協働Ａより総合評価はＡとなる。また妥当性

評価がＡのため、最終的な事務事業の総合評価もＡとした。） 

観点 評価 評価の内容及びその根拠 

妥当性 Ａ 
子ども・子育て支援事業計画の策定は子ども・子育て支援法に基づく

ものであるため、事業実施は妥当である。 

有効性 Ａ 計画を超える実績があった。 

効率性 Ａ 
子ども・子育て支援新制度の周知につき、既存システムの活用により

コストを節減した。 

参画と協働のま

ちづくり推進度 
Ａ 

ニーズ調査に基づく子ども・子育て支援事業計画の策定により、市民

との協働の取り組みとして実施した。 

 

４．活動指標と成果指標（アウトカム指標）（事務事業調査シートより） 

事

業

の

活

動

指

標

に

基

づ

く

評

価 

指標設定年度 指標名 単位 
平成 24 

年度実績 

平成 25 

年度実績 

平成 26 

年度計画 

平成 26 

年度実績 

平成 25 年度 
子ども・子育て会

議開催回数 
回 - ４ ６ 14 

平成 24 年度 保育所待機児童数 人 75 - - - 

指標とした理由 

子ども・子育て支援法第 61 条第７項の規定により、子ども・子育て

支援事業計画は同法第 77 条に規定する子ども・子育て会議の意見を

聴き定めることとなっているため、平成 25 年度に設置予定の同会議

の関わり度を測るために設定した。 

計画数値の設定方法 

八尾市次世代育成支援行動計画（後期計画）策定時に開催した次世代

育成支援推進委員会議の開催実績（４回）に、子ども・子育て会議は

専門部会を設置・開催（２回）することを見込んで設定した。 

実績数値の測定方法 会議の実施回数により数値把握した。 

実績値の４つの評価へ

の反映方法 

有効性評価について、計画値に対する達成度を算出し、評価に反映し

た。 

成

果

指

標 

事務事業に対して成果

指標（アウトカム指

標）を適用することへ

の所属の考え方 

計画策定業務は事務的要素が強いため、成果指標による評価はなじま

ないと考える。 
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所属で考えうる具体的

な成果指標（アウトカ

ム指標）案 

なし 

 

５．フルコストの考え方（参考値：事務事業調査シートより） 

フ

ル

コ

ス

ト

の

考

え

方 

平成 26 年度実施事業

に関するフルコストの

内容 

直接人件費 間接人件費 直接事業費 間接事業費 フルコスト 

計画値（千円） 5,707 50 6,169（注） １ 11,927 

実績値（千円） 5,200 51 5,786 ３ 11,040 

（直接人件費に対し

て）従事職員数の入力

数値についての考え方 

計画策定業務は府や関係機関・団体、庁内関係所属との調整その他業

務が発生することから、担当職員の従事割合より 0.7 人とした。 

フルコスト削減努力は

どのように行っている

か 

会議資料、会議録等、および計画書の作成その他業務支援として、事

業者に委託した。 

（注）当初予算時の数値である。 

６．他市の状況（事務事業調査シートより） 

大阪府下の中

核市、特例市

で同様の事務

事業を実施し

ているか（わ

かる範囲内

で） 

子ども・子育て支援事業計画策定は全国の市町村に義務付けされているため、す

べての市町村で実施している。 

 

７．事業を実施するに当たっての監査人の考え 

平成 26 年度の当該事業の実施内容について、担当所属にヒアリングを行うとともに、

子ども・子育て会議の議事録の閲覧や、子ども・子育て支援事業画策定支援業務委託

料の合規性等を検討した結果、意見はなかった。 

なお、当該事業は平成 26 年度で終了している。 
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No. 12 「ものづくりのまち・八尾」ブランド化推進事業（担当所属：経済環境部 産業

政策課） 

１．事務事業の概要（事務事業調査シートより） 

担当所属 施策名 事務事業コード 事務事業名 事業開始年度 

産業政策課 
世界に誇るものづく

りの振興と発信 
40102501 

「ものづくりのまち・八

尾」ブランド化推進事業 
平成 22 年度 

事

務

事

業

の

概

要 

事業対象者 製造業者 

事業の目的（意

図） 

「ものづくりのまち・八尾」を国内外に発信することにより、産業集積

地としての認知度と魅力度を高め、ブランド化を推進するとともに、市

内企業の販路拡大や更なる産業集積の発展をめざす。 

事業の内容（手

段） 

「八尾ものづくりネット」において、ものづくり企業の魅力を発信する

コンテンツの充実を図るとともに、大都市圏で開催される展示会にも出

展する等、「ものづくりのまち・八尾」を国内外に発信し、産業集積地

としての認知度と魅力度を高め、ブランド化を推進する。 

 

２．事務事業の金額と事後評価推移（事務事業調査シートより） 

事

務

事

業

の

金

額

と

事

後

評

価 

事務事業の金額（千円） 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

予算 

平成 26 年度

実績 

8,402 8,621 8,696 8,562 

平成 26 年度の実績

金額のうち、中事業

名と金額（千円） 

中事業名 

平成 26

年度 

実績 

財源 その他の 

主な内容 起債 その他 一般財源 

「ものづく

りのまち・

八尾」ブラ

ンド化推進

事業 

8,562  -  - 8,562 - 

合計 8,562  -  - 8,562 - 

過去の補助金の状況 
平成 21 年度

実績 

平成 22 年度

実績 

平成 23 年度

実績 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

国補助金（千円） 17,997 - - - - 

府補助金（千円） - - - - - 

事業に占める補助金

の割合（％） 
95  - -  -  -  

その他補助金に関す

る情報 

市内全製造業を訪問調査（通常の保守管理とは別枠）するために緊急雇

用創出事業を利用した。 

事務事業の総合評価 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

Ａ Ａ Ａ 
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３．平成 26 年度事前評価と事後評価（事務事業調査シートより） 

平成 26 年度実施事業に関する事前評価 

評価結果 評価の仕方 評価の理由 

継続 

平成 24 年度の「八尾ものづくりネッ

ト」年間アクセス数の計画値に対する達

成度で評価した。 

計画値 279,000 のところ、実績は

437,964 と目標値を達成しており、ブ

ランド化の推進に貢献していると判

断した。 

平成 26 年度実施事業に関する事後評価の状況 

４

つ

の

観

点

か

ら

の

評

価 

総合評価算出式 

（有効性Ａ：60×１）＋（効率性Ａ：10×１）＋（参画と協働のまちづく

り推進度Ａ：30×１）＝100 

80 点以上で妥当性評価がＡなら、総合評価はＡとされている。 

観点 評価 評価の内容及びその根拠 

妥当性 Ａ 

「ものづくりのまち・八尾」の高い技術力と多様な産業集積地と

しての魅力を広く国内外に発信することは、個々の企業の発展は

もとより、市全体の中小企業振興において大きな役割を担う。 

有効性 Ａ 
ものづくりネットは高いアクセス数を維持しており、市内企業の

販路拡大に貢献している。 

効率性 Ａ 
インターネットを利用することで、効率的に幅広く市内中小企業

の情報を発信することが可能である。 

参画と協働のまち

づくり推進度 
Ａ 

「ものづくりのまち・八尾」の対外的なＰＲの手段としてのみで

なく、市内企業間における情報交換の場となっており、市内企業

間ネットワークの構築にも寄与している。 

 

４．活動指標と成果指標（アウトカム指標）（事務事業調査シートより） 

事

業

の

活

動

指

標

に

基

づ

く

評

価 

指標設

定年度 
指標名 単位 

平成 24 

年度実績 

平成 25 

年度実績 

平成 26 

年度計画 

平成 26 

年度実績 

平成 22

年度 

「八尾ものづくり

ネット」年間アクセ

ス数 

件 437,964 491,993 285,000 448,186 

指標とした理由 

市内企業の販路拡大や更なる産業集積の発展が本事業の目指すところであ

り、八尾ものづくりネットを利用してもらうことで、市内企業の販路拡大

機会が増えるため、年間アクセス数を指標とすることが適当である。 

計画数値の設定方

法 

平成 22 年の設定時点において、実績値から想定して、やや高い数値を目

標として設定している。 

実績数値の測定方

法 
「八尾ものづくりネット」の年間アクセス数。 

実績値の４つの評

価への反映方法 

有効性の評価において、計画値に対する達成度を算出し、評価に反映させ

ている。 

成

果

指

標 

事務事業に対して

成果指標（アウト

カム指標）を適用

することへの所属

の考え方 

市内企業の販路拡大や更なる産業集積の発展が本事業の目指すところであ

り、市内企業の販路拡大に関する成果指標としては、市内製造業の商取引

の件数及び金額があげられるが、その増減について測ることは非常に困難

である。また、産業集積の発展を測ることは、指標の設定も含めて非常に

困難である。 
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所属で考えうる具

体的な成果指標

（アウトカム指

標）案 

市内製造業の商取引の件数及び金額、産業集積度 

 

５．フルコストの考え方（参考値：事務事業調査シートより） 

フ

ル

コ

ス

ト

の

考

え

方 

平成 26 年度実施事業

に関するフルコストの

内容 

直接人件費 間接人件費 直接事業費 間接事業費 フルコスト 

計画値（千円） 6,930 275 8,696 186 16,087 

実績値（千円） 6,314 282 8,562 196 15,354 

（直接人件費に対し

て）従事職員数の入力

数値についての考え方 

担当職員の従事割合から設定。 

フルコスト削減努力は

どのように行っている

か 

企業情報登録において、従来使用していた登録用の書式を改め、書き

方の間違い等を少なくすることで、修正のやりとりに係る人件費を削

減するよう努めている。 

 

６．他市の状況（事務事業調査シートより） 

大阪府下の中

核市、特例市

で同様の事務

事業を実施し

ているか（わ

かる範囲内

で） 

東大阪市では本市と同様のサイト「東大阪市技術交流プラザ」を開設している。 

 

７．結果 

（１）随意契約での相見積書の入手漏れ（結果２） 

当該事業のうち、八尾市企業データベース化事業委託については、委託先が八尾市

の企業情報データベースをメンテナンスした実績、過去に八尾市内製造業者への調査

を実施した実績及び企業調査における豊富な実績を有することを理由として随意契約

となっている。八尾市財務規則第 116 条第２項において「契約担当者は、随意契約を

行おうとするときは、予定価格を定め、なるべく２人以上の者から見積書を徴さなけ

ればならない。」と規定されているが、当該随意契約においては、相見積書が入手でき

ておらず財務規則に準拠した処理ができていない。 
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８．意見 

（１）活動指標の計画値の見直しについて（意見 32） 

活動指標としている「八尾ものづくりネット年間アクセス数」については、平成 26

年度計画 285,000 件に対して平成 26 年度実績 448,186 件となっている。これは平成

21 年度の実績値を基にして平成 22 年度～平成 26 年度の５年度について逓増的に計画

されたものであるが、第５次総合計画中の５年間は固定としていたため、実績と乖離

が広がったものである。 

第５次総合計画中であっても明らかに乖離が出てきたものについては、年度毎の評

価の有効性に資するため適時に見直しすべきである。 

 

（２）事務事業の評価指標の追加設定について（意見 33） 

活動指標として「八尾ものづくりネット年間アクセス数」が採用されている。これ

はものづくり企業の魅力を発信するコンテンツ（ホームページ）の充実を測る活動に

ついての指標である。一方、当該事業では展示会への出展等により、「ものづくりのま

ち・八尾」のブランド化を推進しているが、展示会活動に対する指標は設定されていな

い。 

展示会への参加企業のアンケート調査結果を生かし、引き合い件数や参加企業の満足

度割合等の成果指標（アウトカム指標）を設定し、事業評価を行うことを検討すべきで

ある。 

 

９．事業を実施するに当たっての監査人の考え 

 

平成 26 年「工業統計調査」（速報）によると、八尾市の製造品出荷額等は府下４位

であるが、「ものづくりのまち・八尾」としては実力どおりの評価がまだ全国的になさ

れている状況とは言えない。 

そのため、八尾市企業データベース化の事務委託料等の管理的費用についてコスト

削減をしながら、当該事業におけるＰＲ活動について積極展開されることが望まれる。 
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No. 13 路上喫煙対策事業 （担当所属：経済環境部 環境保全課） 

１．事務事業の概要（事務事業調査シートより） 

担当所属 施策名 事務事業コード 事務事業名 事業開始年度 

環境保全課 きれいなまち八尾の実現 50102102 路上喫煙対策事業 平成 22 年度 

事

務

事

業

の

概

要 

事業対象者 市民、市内滞在者及び八尾市内を通過する者 

事業の目的（意図） 

路上喫煙マナーの向上を図るため、喫煙者への啓発や条例違反者への指

導を実施することに加え、地域主体のマナー啓発活動を促進することに

より、市民等、事業者及び市の協働による清潔で快適な生活環境の実

現、市民等の身体及び財産の安全の確保並びに健康への影響の抑制に資

する。 

事業の内容（手段） 

条例の規定に基づき、市内全域の公共の場所での歩行喫煙等、現に多数

人のいる市内全域の公共の場所での路上喫煙及び路上喫煙禁止区域内で

の路上喫煙の禁止と路上喫煙マナー向上を図るための啓発・指導を強化

しながら、条例の円滑な運用及び実効性を確保する。 

 

２．事務事業の金額と事後評価推移（事務事業調査シートより） 

事

務

事

業

の

金

額

と

事

後

評

価 

事務事業の金額（千円） 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

予算 

平成 26 年度

実績 

11,367 10,046 10,724 8,020 

平成 26 年度の実績

金額のうち、中事業

名と金額（千円） 

中事業名 

平成 26

年度 

実績 

財源 その他の 

主な内容 起債 その他 一般財源 

路上喫煙マ

ナー向上推進

協議会員８人

分報酬 

82 - - 82 - 

路上喫煙啓発

指導員２人分

報酬 

5,575 - - 5,575 - 

路上喫煙対策

事務経費 
2,363 - - 2,363 - 

合計 8,020 - - 8,020 - 

過去の補助金の状況 
平成 21 年度

実績 

平成 22 年度

実績 

平成 23 年度

実績 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

国補助金（千円） - - - - - 

府補助金（千円） 12,180 16,025 13,673 4,409 - 

事業に占める補助金

の割合（％） 
98 68 65 39 - 

その他補助金に関す

る情報 

平成 21 年度から平成 24 年度まで、大阪府より緊急雇用創出基金事業補

助金をもらっていた。 

事務事業の総合評価 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

Ａ Ａ Ａ 
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３．平成 26 年度事前評価と事後評価（事務事業調査シートより） 

平成 26 年度実施事業に関する事前評価 

評価結果 評価の仕方 評価の理由 

継続 
（担当所属による評価は｢拡

大｣であったが、実施計画書

における市の最終的な判断

により｢継続｣となった。） 

路上喫煙マナーについては、市

民の重大な関心事であると考え

られ、地域とともに活動を推進

するために事業規模を拡大する

ことが必要である。 

平成 24 年度から平成 25 年度におけ

る路上喫煙率等の実態調査結果に改

善傾向が見られないことから、左記

のように評価している。 

平成 26 年度実施事業に関する事後評価の状況 

４

つ

の

観

点

か

ら

の

評

価 

総合評価算出式 

60×１+10×１+30×１=100 

（有効性Ａ、効率性Ａ、参画と協働Ａより総合評価はＡとなる。また、妥当

性評価については、事務事業の必要性や市の関与の妥当性を評価しているた

め、この評価結果が上限となるようにしていることから、妥当性評価もＡの

ため、最終的な事務事業の総合評価もＡとした。） 

観点 評価 評価の内容及びその根拠 

妥当性 Ａ 

吸い殻のポイ捨てや歩行喫煙による被害のために、喫煙マナーに関す

る関心が高まってきているため、市民ニーズに合致しており、事業実

施は妥当である。 

有効性 Ａ 

ポイ捨ての主原因の１つである歩行喫煙禁止を啓発することで、市民

意識を高揚させ、ポイ捨ての抑止につながっていると考えられるた

め、有効な事務事業である。 

効率性 Ａ 

八尾市路上喫煙マナー向上推進員を構成員として組織された八尾市路

上喫煙マナー向上推進員連絡会において活動内容等を積極的に議論

し、自主的に実施していただいており、市民の視点に立った効果的な

活動となっている。 

参画と協働のま

ちづくり推進度 
Ａ 

八尾市路上喫煙マナー向上推進員及び八尾市路上喫煙マナーの向上を

応援するサポーターと協働して啓発活動等を行った。 

 

４．活動指標と成果指標（アウトカム指標）（事務事業調査シートより） 

事

業

の

活

動

指

標

に

基

づ

く

評

価 

指標設定年度 指標名 単位 
平成 24 

年度実績 

平成 25 

年度実績 

平成 26 

年度計画 

平成 26 

年度実績 

平成 22 年度 
八尾市内での路上

喫煙率 
％ 1.6 1.9 1.6 - 

平成 22 年度 
路上喫煙禁止区域

での路上喫煙率 
％ 0.5 0.5 0.7 - 

平成 22 年度 
八尾市内での歩行

喫煙率 
％ 55.3 69.9 60.5 - 

指標とした理由 
路上喫煙率及び歩行喫煙率が低下することが、路上喫煙のマナー向上に

つながるため。 

計画数値の設定方

法 
路上喫煙等実態調査の結果より類推したもの。 

実績数値の測定方

法 
路上喫煙等実態調査の結果による。 

実績値の４つの評

価への反映方法 
啓発手法の見直しや市民等との協働による事業の策定等に反映。 
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成

果

指

標 

事務事業に対して

成果指標（アウト

カム指標）を適用

することへの所属

の考え方 

啓発・指導等の事業を実施することにより、路上喫煙マナー向上を推進

した結果が、成果指標（アウトカム指標）に表れると考えているため。 

所属で考えうる具

体的な成果指標

（アウトカム指

標）案 

路上喫煙啓発指導員による、１時間当たりの条例違反者現認数。 

 

５．フルコストの考え方（参考値：事務事業調査シートより） 

フ

ル

コ

ス

ト

の

考

え

方 

平成 26 年度実施事業

に関するフルコストの

内容 

直接人件費 間接人件費 直接事業費 間接事業費 フルコスト 

計画値（千円） 9,784 1,171 10,724 213 21,892 

実績値（千円） 8,914 1,083 8,020 175 18,192 

（直接人件費に対し

て）従事職員数の入力

数値についての考え方 

当該事業において、市は路上喫煙マナーの向上のための政策提案及び

その実施に携わるため、担当職員の従事割合は 0.4 となっている。 

フルコスト削減努力は

どのように行っている

か 

市民公募の路上喫煙マナー向上推進員による啓発活動等、地域が主体

となる活動を推進している。 

 

６．他市の状況（事務事業調査シートより） 

大阪府下の中

核市、特例市

で同様の事務

事業を実施し

ているか（わ

かる範囲内

で） 

大阪府下の特例市では、吹田市・茨木市・寝屋川市が、中核市では、豊中市・枚

方市・高槻市が同種事業を実施。 

 

７．結果 

（１）活動指標数値の未記載（結果３） 

活動指標として「八尾市内での歩行喫煙率」、「八尾市内での路上喫煙率」、「路上喫

煙禁止区域での路上喫煙率」を採用しているが、これらの平成 26 年度実績については

すべて未記載となっており、指標として意味をなしていない状況にある。 

原因は歩行喫煙率等の指標数値は、大阪府の緊急雇用創出基金事業補助金を財源と

する委託調査業務の結果に基づく数値であり、補助金打ち切りにより調査委託ができ
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なくなったためである。 

この状況は当初より容易に推測できた事象であったことから、平成 27 年度の事務事

業評価において比較すべき前年度の活動指標とするためにも、平成 26 年度時点で委託

調査業務に依拠せずに算出しうる新たな指標を追加設定すべきであった。 

 

８．意見 

（１）路上喫煙啓発指導員の活動時間について（意見 34） 

当該事業の一つに路上喫煙啓発指導員による指導業務があり、この指導状況につい

ては指導員より日報報告されている。しかし、当該指導員の活動時間は平日の午前７

時 15 分～11 時及び午前 11 時 45 分～午後１時 45 分に限定されており、指導、啓発活

動の有効性及び効率性の観点から、夕方や夜の時間帯にも指導を実施することを検討

すべきである。 

 

９．事業を実施するに当たっての監査人の考え 

「八尾市路上喫煙マナーの向上を市民とともに推進する条例」の認知状況は平成 25

年３月 31 日付の「八尾市路上喫煙対策事業報告書」によると「知らない」が 54.7%と

なっており、認知度が高い状況とは言えない。 

今後、より一層の実効性を確保するためにも、費用対効果を最大限考慮しながら当

該事業を実施していくことが望まれる。 
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No. 14 有価物集団回収推進事業（担当所属：経済環境部 資源循環課） 

１．事務事業の概要（事務事業調査シートより） 

担当所属 施策名 事務事業コード 事務事業名 事業開始年度 

資源循環課 資源循環への取り組み 50104102 有価物集団回収推進事業 昭和 55 年度 

事

務

事

業

の

概

要 

事業対象者 市民 

事業の目的（意図） 
ごみの減量・資源化の推進を図るため、有価物集団回収実施団体に対

して、各種再生資源の回収量に応じ、奨励金の交付等を行う。 

事業の内容（手段） 

有価物集団回収実施団体（町会、子供会、高齢クラブ等）に対して、

各種再生資源の回収量に応じ、１ｋｇ当たり５円の奨励金を交付す

る。 

 

２．事務事業の金額と事後評価推移（事務事業調査シートより） 

事

務

事

業

の

金

額

と

事

後

評

価 

事務事業の金額（千円） 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

予算 

平成 26 年度

実績 

55,094 51,381 54,067 48,793 

平成 26 年度の実績

金額のうち、中事業

名と金額（千円） 

中事業名 

平成 26

年度 

実績 

財源 その他の 

主な内容 起債 その他 一般財源 

有価物集団回

収推進事業 
48,793  -  -  48,793  - 

合計 48,793  -   -  48,793  - 

過去の補助金の状況 
平成 21 年度

実績 

平成 22 年度

実績 

平成 23 年度

実績 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

国補助金（千円）  -  -  -  -  - 

府補助金（千円）  -  -  -  -  - 

事業に占める補助金

の割合（％） 
 -  - -  -  - 

その他補助金に関す

る情報 
- 

事務事業の総合評価 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

Ａ Ａ Ａ 

 

３．平成 26 年度事前評価と事後評価（事務事業調査シートより） 

平成 26 年度実施事業に関する事前評価 

評価結果 評価の仕方 評価の理由 

継続 

年間回収量の目標値の達成度合だけでな

く、地域コミュニティとの協働による資

源化を推進している点を評価した。 

焼却委託料の抑制と資源化の推進に

ついて、有効な施策であることか

ら、継続していく必要があると判断

した。 
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平成 26 年度実施事業に関する事後評価の状況 

４

つ

の

観

点

か

ら

の

評

価 

総合評価算出

式 

60×0.8+10×１+30×１＝88 

（有効性Ｂ、効率性Ａ、参画と協働Ａより総合評価はＡとなる。また妥当性評

価がＡのため、最終的な事務事業の総合評価もＡとした。） 

観点 評価 評価の内容及びその根拠 

妥当性 Ａ 

有価物の収集については、地域における自主的な取り組みとして実施さ

れるとともに、回収量については本市の資源化量に結びつく等、市民と

の協働のもとに実施しており、事務事業の実施は妥当である。 

有効性 Ｂ 

本事務事業は資源化量全体の割合に大きく寄与しており、有価物の資源

化や家庭ごみの抑制の観点からも、めざす暮らしの姿を実現するうえで

有効な事務事業である。なお、概ね目標値であるが、古紙類の回収量の

減少の影響等により年間総量は減少傾向にあり、組成分析等を通じた排

出状況の把握に努めながら、更なる啓発に努める必要がある。 

効率性 Ａ 

収集に直接市が関与しないことや、奨励金の拠出の方が焼却費用よりも

安価であることから、収集及び処理に関するコストの削減につながって

いるものと考える。また、地域コミュニティの活性化にも寄与してい

る。 

参画と協働の

まちづくり推

進度 

Ａ 

地域の団体活動を助成して地域コミュニティの推進に貢献し、市民と市

が協働で資源化率の向上を図る取り組みを推進しているという観点から

も、地域分権の推進に寄与し、協働の取り組みを進めることができたと

考える。情報公開については、転入者に対する制度周知の手法や、回収

地域の周知方法等、より分かりやすい情報公開の推進を検討していく必

要がある。 

 

４．活動指標と成果指標（アウトカム指標）（事務事業調査シートより） 

事

業

の

活

動

指

標

に

基

づ

く

評

価 

指標設定年度 指標名 単位 
平成 24 

年度実績 

平成 25 

年度実績 

平成 26 

年度計画 

平成 26 

年度実績 

平成 17 年度 年間回収量 ｔ 10,590 9,868 10,700 9,343 

指標とした理由 
事業の目的を鑑み、年間回収量を指標とするのが適当であると考え

た。 

計画数値の設定方法 基本計画に基づく数値に設定した。 

実績数値の測定方法 申請書に記載されている数値を合算した。 

実績値の４つの評価へ

の反映方法 

有効性の評価において、計画値に対する達成度を算出し、評価に反映

させている。 

成

果

指

標 

事務事業に対して成果

指標（アウトカム指

標）を適用することへ

の所属の考え方 

事業の目的から、年間回収量を指標としているが、少子化や町会加入

率の低下により、地域の集団回収に参加する市民の減少が懸念される

ため、回収品目を増やす等の対応をしなければ、今後の回収量の増加

は見込みにくい。 

所属で考えうる具体的

な成果指標（アウトカ

ム指標）案 

可燃（燃やす）ごみ中に含まれる古紙類の排出量（推計値） 



 

84 

 

５．フルコストの考え方（参考値：事務事業調査シートより） 

フ

ル

コ

ス

ト

の

考

え

方 

平成 26 年度実施事業

に関するフルコストの

内容 

直接人件費 間接人件費 直接事業費 間接事業費 フルコスト 

計画値（千円） 6,285 656 54,067 68 61,076 

実績値（千円） 5,535 2,283 48,793 230 56,841 

（直接人件費に対し

て）従事職員数の入力

数値についての考え方 

年２回、申請書の案内・受付や奨励金の交付業務があるが、定例化し

ているため、従事割合は 1.5 人とした。 

フルコスト削減努力は

どのように行っている

か 

定例業務であるが、事務が一定の時期に偏るため、事前準備を入念に

行うことで従事割合を抑えるように努めている。 

 

６．他市の状況（事務事業調査シートより） 

大阪府下の中

核市、特例市

で同様の事務

事業を実施し

ているか（わ

かる範囲内

で） 

一般廃棄物処理事業等実態調査（平成 25 年度実績）によると、府下 43 市町村の

うち、41 市町村が集団回収を実施している。また、１kg 当たり３円～８円に分布

しており、５円前後の市町村が多い。 

 

７．意見 

（１）事務事業の評価指標の追加設定について（意見 35） 

当該事業の主たる活動は有価物集団回収奨励金を交付することであり、対象有価物は、

古紙類、布類、金属類である。活動指標として「年間回収量」を設定しているが、例え

ば、最近のデータモバイルの普及により紙媒体での新聞等発行部数全体が減少してい

る状況等、市の活動以外の外部環境要因によって当該指標は左右される。 

したがって、単純な回収量の増減のみをもって活動指標とするのは適切ではないと

考えられるため、外部環境要因による指標増減について当該影響分を調整し、調整後

指標をもって評価すべきである。 

さらに、成果指標（アウトカム指標）として「可燃ごみ中に含まれる古紙類等の排

出量」や「奨励金制度の周知度」等を追加指標とし、当該事業を評価することを検討す

べきである。 
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８．事業を実施するに当たっての監査人の考え 

当該回収量の増加により、大阪市・八尾市・松原市環境施設組合分担金が削減され

コスト削減につながる。また、資源循環だけでなく地域コミュニティ活動の促進にも

資すると考えられるため、今後も積極的に事業を実施することが望まれる。 
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No. 15  環境衛生防疫業務 （担当所属：経済環境部 環境事業課） 

１．事務事業の概要（事務事業調査シートより） 

担当所属 施策名 事務事業コード 事務事業名 事業開始年度 

環境事業課 資源循環への取り組み 50104504 環境衛生防疫業務  昭和 23 年度 

事

務

事

業

の

概

要 

事業対象者 衛生害虫等の害を受けている市民 

事業の目的（意図） 清潔で住みよいまちづくりをめざし、公衆衛生の向上を図る。 

事業の内容（手段） 
蚊、ハエ等衛生害虫の防除薬剤の散布及び防除薬剤の地域等への配布

等。 

 

２．事務事業の金額と事後評価推移（事務事業調査シートより） 

事

務

事

業

の

金

額

と

事

後

評

価 

事務事業の金額（千円） 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

予算 

平成 26 年度

実績 

994 1,319 1,905 1,541 

平成 26 年度の実績

金額のうち、中事業

名と金額（千円） 

中事業名 

平成 26

年度 

実績 

財源 
その他の 

主な内容 起債 その他 一般財源 

環境衛生防疫

活動経費 
1,541 - - 1,541 - 

合計 1,541 - - 1,541 - 

過去の補助金の状況 
平成 21 年度

実績 

平成 22 年度

実績 

平成 23 年度

実績 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

国補助金（千円） - - - - - 

府補助金（千円） - - - - - 

事業に占める補助金

の割合（％） 
- - - - - 

その他補助金に関す

る情報 
- 

事務事業の総合評価 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

Ａ Ａ Ａ 

 

３．平成 26 年度事前評価と事後評価（事務事業調査シートより） 

平成 26 年度実施事業に関する事前評価 

評価結果 評価の仕方 評価の理由 

継続 
平成 24 年度における臨時薬剤散布件数の

計画値に対する達成度で評価した。 

計画値 30 件のところ実績値 40 件と

目標値を達成しており、公衆衛生向

上に貢献していると判断した。 
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平成 26 年度実施事業に関する事後評価の状況 

４

つ

の

観

点

か

ら

の

評

価 

総合評価算出式 

60×１＋10×0.8＋30×１＝98 

（有効性Ａ、効率性Ｂ、参画と協働のまちづくり推進度Ａにより総合評価は

Ａとなる。また、妥当性評価もＡのため最終的な事務事業の総合評価もＡと

した。） 

観点 評価 評価の内容及びその根拠 

妥当性 Ａ 
衛生害虫等の駆除の実施や、薬剤の市民への配布等により市民の生活

環境保持を実現した。市民生活にとって欠かせない事業である。 

有効性 Ａ 

衛生害虫等の駆除については市民からの要望も多く、市として出来る

範囲で対応を行っていくことにより、有効性の高い事務事業といえ

る。 

効率性 Ｂ 
コストについては要望も多いことから安易に削減することは難しい

が、より効率的・効果的な事業実施により削減を目指していく。 

参画と協働のま

ちづくり推進度 
Ａ 希望する町会等に対し薬剤の配布を無償で行った。 

 

４．活動指標と成果指標（アウトカム指標）（事務事業調査シートより） 

事

業

の

活

動

指

標

に

基

づ

く

評

価 

指標設定年度 指標名 単位 
平成 24

年度実績 

平成 25

年度実績 

平成 26

年度計画 

平成 26

年度実績 

平成 17 年度 臨時薬剤散布件数 件 40 25 30 35 

指標とした理由 

清潔で住みよいまちづくりをめざし、衛生害虫等の防疫業務を実

施するにあたり、臨時薬剤散布件数を指標とすることが適当であ

ると考えた。 

計画数値の設定方法 平均的な要望件数。 

実績数値の測定方法 
定期的に散布している場所以外に市民の要望により散布を行った

件数。 

実績値の４つの評価への反

映方法 

有効性の評価において、計画値に対する達成度を算出し、評価に

反映させている。 

成

果

指

標 

事務事業に対して成果指標

（アウトカム指標）を適用

することへの所属の考え方 

当該事業が、市民要望に応え水路に発生する衛生害虫等の駆除を

目的とするため、臨時薬剤散布件数を活動指標としている。しか

し、最終的な目的は、衛生害虫を発生抑制することにより不快と

感じる市民が減少し、ひいては感染症予防につながることであ

り、現指標ではこれらの達成状況は明確ではないと考える。 

所属で考えうる具体的な成

果指標（アウトカム指標）

案 

衛生害虫等の発生数そのものの減少を評価する指標設定は難しい

が、例えば市民等からの苦情・相談件数を指標と設定し、その減

少を評価することは考えられる。ただし、当該指標では潜在的な

市民意識は測れない。 
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５．フルコストの考え方（参考値：事務事業調査シートより） 

フ

ル

コ

ス

ト

の

考

え

方 

平成 26 年度実施事業

に関するフルコストの

内容 

直接人件費 間接人件費 直接事業費 間接事業費 フルコスト 

計画値（千円） 8,154 755 1,905 - 10,814 

実績値（千円） 7,429 518 1,541 - 9,488 

（直接人件費に対し

て）従事職員数の入力

数値についての考え方 

薬剤の散布や、配布にかかわる職員の従事割合により 1.0 人とした。 

フルコスト削減努力は

どのように行っている

か 

薬剤の散布要望や、配布に係る事務が増えていく中で業務の効率化を

図り、担当職員の従事割合を維持している。 

 

６．他市の状況（事務事業調査シートより） 

大阪府下の中

核市、特例市

で同様の事務

事業を実施し

ているか（わ

かる範囲内

で） 

府下の各特例市において、害虫等対策を実施している。 

また、中核市は保健所業務を担当することからより責務を負う。 

 

７．意見 

（１）施策との関連付けについて（意見 36） 

当該事務事業は施策「資源循環への取り組み」の施策構成事務事業として位置付け

られているが、事業内容は蚊、ハエ等衛生害虫の防除薬剤の散布及び防除薬剤の地域

等への配布等であり施策内容と整合していないと考えられる。 

事務事業は施策を実現するための手段であるため、「取り組み項目」を通じて、内容

的に関係のある施策に位置付けるべきである。 

 

（２）事務事業の評価指標の追加設定について（意見 37） 

活動指標として「臨時薬剤散布件数」を設定しているが、主たる事業活動である定

期薬剤散布に係る活動指標が設定されていない。また、事業の成果を示す成果指標

（アウトカム指標）も設定されていない状況にある。 

事務事業評価をより効果的なものにするため、主たる事業活動たる定期薬剤散布に

係る活動指標を追加設定するとともに、成果指標（アウトカム指標）として、市民か
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らの苦情・相談件数といった指標の追加設定を検討し、事務事業評価に活用すべきで

ある。 

 

（３）業務実態に合致した従事職員数の入力の徹底について（意見 38） 

当該事業の主たる活動は定期薬剤散布である。平成 26 年度の当該散布計画によると年

間２人の従事割合となっているが、フルコストの直接人件費の計算根拠となる従事職

員数の入力数値割合は１人となっており、実際の業務計画と直接人件費の計算根拠が

整合していなかった。このため、実際の従事職員数は計画値と変わらず結果として直接

人件費は実際より過少に計算されている。 

フルコストの重要性を認識し適切なフルコストを算出するために実際の業務実態と

整合した数値の入力の徹底が必要である。 

 

８．事業を実施するに当たっての監査人の考え 

蚊、ハエ等の衛生害虫に起因する媒介感染症等のリスクは引き続き存在しており、

これらの衛生害虫の発生予防等については、苦情対応による臨時薬剤散布件数や薬剤

配布件数から察するに住民ニーズも強いと判断できる。そのため、引き続きより効果

的かつ効率的に当該事業を推進することが望まれる。 
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No. 16 し尿収集体制の整備 （担当所属：経済環境部 環境施設課） 

１．事務事業の概要（事務事業調査シートより） 

担当所属 施策名 事務事業コード 事務事業名 事業開始年度 

環境施設課 資源循環への取り組み 50104501 し尿収集体制の整備 昭和 50 年度 

事

務

事

業

の

概

要 

事業対象者 汲取トイレのある家庭・事業所等 

事業の目的（意図） 
安定したし尿収集体制を確保する。市民が清潔で快適な生活環境

を享受できるようにする。 

事業の内容（手段） 

（公財）八尾市清協公社への委託業務（月２回の定期汲み取り、

臨時汲み取り、災害時の緊急汲み取り、し尿汲み取り手数料徴収

等）の効果的、効率的執行を指導・監督するとともに、将来のあ

り方を検討する。 

 

２．事務事業の金額と事後評価推移（事務事業調査シートより） 

事

務

事

業

の

金

額

と

事

後

評

価 

事務事業の金額（千円） 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

予算 

平成 26 年度

実績 

645,389 514,754 621,037 620,891 

平成 26 年度の実績

金額のうち、中事業

名と金額（千円） 

中事業名 

平成 26

年度 

実績 

財源 その他の 

主な内容 起債 その他 一般財源 

し尿汲取及び

手数料徴収業

務経費 

620,891 - 76,546 544,345 
し尿汲取

手数料 

合計 620,891  -  76,546  544,345 - 

過去の補助金の状況 
平成 21 年度

実績 

平成 22 年度

実績 

平成 23 年度

実績 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

国補助金（千円） - - - - - 

府補助金（千円） - - - - - 

事業に占める補助金

の割合（％） 
- - - - - 

その他補助金に関す

る情報 
- 

事務事業の総合評価 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

Ａ Ａ Ａ 

 

３．平成 26 年度事前評価と事後評価（事務事業調査シートより） 

平成 26 年度実施事業に関する事前評価 

評価結果 評価の仕方 評価の理由 

継続 
平成 26 年度計画値に対する達成度で

評価。 

平成 26 年度計画値が 6,138 世帯に対し

て、実績が 5,415 世帯と目標値を達成して

おり、また、し尿汲み取り業務は汲み取り

世帯において欠くことのできないサービス

であるため。 
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平成 26 年度実施事業に関する事後評価の状況 

４

つ

の

観

点

か

ら

の

評

価 

総合評価算出式 
60+0.6×10＋30=96 

（有効性Ａ、効率性Ｃ、参画と協働Ａより総合評価はＡとなる。） 

観点 評価 評価の内容及びその根拠 

妥当性 Ａ 
汲み取り必要世帯がまだ約 6,000 世帯残っている現状で、安定したし

尿収集を継続するために適した法人形態での体制で業務を行った。 

有効性 Ａ 
住民の生活環境の清潔保持に寄与するために、安定したし尿収集を維

持するのに適した法人形態での体制で業務を行った。 

効率性 Ｃ 前年並みの効率性を維持した。 

参画と協働のま

ちづくり推進度 
Ａ 

し尿汲み取りの委託先である（公財）八尾市清協公社の事業報告書や

会計関係情報をホームページで公開をしている。 

 

４．活動指標と成果指標（アウトカム指標）（事務事業調査シートより） 

事

業

の

活

動

指

標

に

基

づ

く

評

価 

指標設定年度 指標名 単位 
平成 24 

年度実績 

平成 25 

年度実績 

平成 26 

年度計画 

平成 26 

年度実績 

平成 23 年度 し尿汲み取り世帯数 世帯 6,629 6,003 6,138 5,415 

指標とした理由 

八尾市生活排水処理基本計画等による水洗化人口の計画と整合性

を合わせる必要性から汲み取り世帯数（非水洗化人口）を指標と

した。 

計画数値の設定方法 
八尾市生活排水処理基本計画等による水洗化人口の計画と整合性

を合わせながら設定。 

実績数値の測定方法 実際の汲み取り世帯数を集計。 

実績値の４つの評価への反

映方法 

妥当性においては、汲み取り世帯には欠くことのできないサービ

スであり、有効性においても計画値を達成していることを評価に

反映させている。 

成

果

指

標 

事務事業に対して成果指標

（アウトカム指標）を適用

することへの所属の考え方 

八尾市生活排水処理基本計画等による水洗化人口の計画と整合性

を合わせる必要性から汲み取り世帯数（非水洗化人口）を指標と

した。 

所属で考えうる具体的な成

果指標（アウトカム指標）

案 

し尿汲み取り世帯数 
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５．フルコストの考え方（参考値：事務事業調査シートより） 

フ

ル

コ

ス

ト

の

考

え

方 

平成 26 年度実施事業

に関するフルコストの

内容 

直接人件費 間接人件費 直接事業費 間接事業費 フルコスト 

計画値（千円） 4,736 4,416 621,037 616 630,805 

実績値（千円） 4,234 4,561 620,891 451 630,137 

（直接人件費に対し

て）従事職員数の入力

数値についての考え方 

当事業は、（公財）八尾市清協公社への委託業務であるため、業務の

管理監督に従事する担当職員の従事割合により算出した。 

フルコスト削減努力は

どのように行っている

か 

業務量の縮小に見合った職員の欠員不補充によりコスト削減を図って

いる。 

 

６．他市の状況（事務事業調査シートより） 

大阪府下の中

核市、特例市

で同様の事務

事業を実施し

ているか（わ

かる範囲内

で） 

 大阪府下の中核市及び特例市においても、同様の事業を実施している。 

 

７．意見 

（１）事務事業の評価指標の追加設定について（意見 39） 

活動指標として「し尿汲み取り世帯数」を採用している。これは下水道事業及び水

洗化事業とともに、し尿汲み取り世帯数の減少をもって市民が清潔で快適な生活環境

が享受できるとした指標である。しかし、当該事業単独の目標は安定したし尿収集体

制の整備であり、この目的からするとこの指標のみでは直接的関係性が薄いと考えら

れる。したがって、当該事業活動を単独で評価できる例えば、し尿汲み取り割合や委

託料削減率等の活動指標を設定し、この指標によって事務事業評価をすべきである。 

 

（２）し尿汲取及び手数料徴収業務委託料の決定方法について（意見 40） 

し尿汲取及び手数料徴収業務については八尾市清協公社へ委託しているが、委託料

については、公社の費用予算を分析した上で、実費精算方式に基づく額を委託料とし

て算出している。この方法によると公社の退職金等の臨時的要因による費用の発生に
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よって委託料が増減するため、サービス享受対価の決定方法にはなじまない。 

したがって、委託サービス内容を根拠とした、例えばし尿汲み取り１世帯当たり委

託料を根拠とした積算方法によって委託費を算出すべきと考えられる。 

 

８．事業を実施するに当たっての監査人の考え 

汲み取り世帯がある限り必須事業である。但し、対象世帯は年々逓減しているため、

特に委託料の削減に重点をおいた事業と位置付けて実施されることが望まれる。 
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No. 17 放置自転車対策事業 （担当所属：建築都市部 交通対策課） 

１．事務事業の概要（事務事業調査シートより） 

担当所属 施策名 事務事業コード 事務事業名 事業開始年度 

交通対策課 
市民一人ひとりの適切な自転

車利用の促進 
10106101 

放置自転車対策

事業 
昭和 56 年度 

事

務

事

業

の

概

要 

事業対象者 自転車利用者 

事業の目的（意図） 安全な歩行空間の確保と街の美観の維持を図る。 

事業の内容（手段） 

鉄道駅周辺を放置自転車禁止区域に指定し、自転車利用者への指

導、放置自転車の移動・返還業務を行う。（シルバー、清協公社へ

委託） 

 

２．事務事業の金額と事後評価推移（事務事業調査シートより） 

事

務

事

業

の

金

額

と

事

後

評

価 

事務事業の金額（千円） 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

予算 

平成 26 年度

実績 

77,256 80,370 81,304 80,876 

平成 26 年度の実績

金額のうち、中事業

名と金額（千円） 

中事業名 

平成 26

年度 

実績 

財源 その他の 

主な内容 起債 その他 一般財源 

放置自転車

対策経費 
80,876  - 8,283 72,593 

移動・保

管料、売

却料 

合計 80,876  -  8,283 72,593  - 

過去の補助金の状況 
平成 21 年度

実績 

平成 22 年度

実績 

平成 23 年度

実績 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

国補助金（千円） - - - - - 

府補助金（千円） - - - - - 

事業に占める補助金

の割合（％） 
- - - - - 

その他補助金に関す

る情報 
- 

事務事業の総合評価 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

Ｂ Ｂ Ｂ 

 

３．平成 26 年度事前評価と事後評価（事務事業調査シートより） 

平成 26 年度実施事業に関する事前評価 

評価結果 評価の仕方 評価の理由 

継続 
計画値の達成状況及び、各放置禁止区域の

状況を総合的に判断した。 

放置自転車台数は目標値を達成して

いるものの、指導啓発を縮小する

と、放置認定となる自転車の増加が

想定される。 
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平成 26 年度実施事業に関する事後評価の状況 

４

つ

の

観

点

か

ら

の

評

価 

総合評価算出式 

有効性 60×１(Ａ評価)=60、効率性 10×0.6(Ｃ評価)=6、参画 30×0.6(Ｃ

評価)=18 計 84 点  

ただし、妥当性がＢ評価である為 総合評価は「Ｂ評価」  

観点 評価 評価の内容及びその根拠 

妥当性 Ｂ 

重点対応地域の指導・撤去体制を強化することにより、一定の効果は

得られたが、自転車利用者のマナーやモラルの向上を図るとともに、

引き続き重点対応地域については移動撤去の強化を行う必要がある。 

有効性 Ａ 
目標値は達成するものの、指導・撤去の空白時間の対応は検討を要す

る。 

効率性 Ｃ 
指導・撤去・啓発の強化を図りながら、コスト削減に努めながら移動

保管料の適正化を検討・実施する必要がある。 

参画と協働のま

ちづくり推進度 
Ｃ 

ＮＰＯ法人等との協力強化により、啓発活動の充実を図る必要があ

る。 

 

４．活動指標と成果指標（アウトカム指標）（事務事業調査シートより） 

事

業

の

活

動

指

標

に

基

づ

く

評

価 

指標設

定年度 
指標名 単位 

平成 24 

年度実績 

平成 25 

年度実績 

平成 26 

年度計画 

平成 26 

年度実績 

平成 23

年度 
放置自転車移動回数 回 2,107 2,060 1,920 2,043 

平成 24

年度 

自転車等放置禁止区域内

の放置自転車等の台数 
台 673 620 950 439 

指標とした理由 
移動撤去車の効率的な配備。 

実質的な放置台数の把握。 

計画数値の設定方法 
設定年度以降目標年度までに一定割合を削減。 

設定年度以降毎年一定台数の減少を目標とする。 

実績数値の測定方法 
保管所からの報告書の累計。 

晴れた平日の 11 時頃に職員が測定。 

実績値の４つの評価へ

の反映方法 

効率性の判断に利用。 

妥当性、有効性の判断に利用。 

成

果

指

標 

事務事業に対して成果

指標（アウトカム指

標）を適用することへ

の所属の考え方 

当該事業における指標においては、単純に撤去台数を指標とするよ

り、事業の必要性や有用性を判断するのに有効と考える。 

所属で考えうる具体的

な成果指標（アウトカ

ム指標）案 

特にありません。 
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５．フルコストの考え方（参考値：事務事業調査シートより） 

フ

ル

コ

ス

ト

の

考

え

方 

平成 26 年度実施事業

に関するフルコストの

内容 

直接人件費 間接人件費 直接事業費 間接事業費 フルコスト 

計画値（千円） 20,384 6,594 81,304 - 108,282 

実績値（千円） 18,572 6,638 80,876 - 106,086 

（直接人件費に対し

て）従事職員数の入力

数値についての考え方 

従事職員の当該事業への従事割合を個別に判断し、割り当てた。 

フルコスト削減努力は

どのように行っている

か 

従事職員割合を削減し委託費用の縮減に努め歳出の削減に努める。 

また、移動保管料等の歳入の増加を図る。 

 

６．他市の状況（事務事業調査シートより） 

大阪府下の中

核市、特例市

で同様の事務

事業を実施し

ているか（わ

かる範囲内

で） 

各市においても実施している。 

 

７．意見 

（１）活動指標の計画値の見直しについて（意見 41） 

活動指標として設定している「自転車等放置禁止区域内の放置自転車等の台数」は

計画値より実績値が少ないことが計画を達成することになる。 

当該指標について、平成 26 年度の計画値を 950 台としている一方、平成 24 年度及

び 25 年度の実績値は 700 台以下となっており、計画値が達成しやすい方向に設定され

ている。当該計画値は平成 22 年度の第５次総合計画の第２期実施計画において設定さ

れたものに基づいているとのことであるが、平成 26 年度の計画値 950 台は、過年度実

績に照らして合理的とはいえない。計画値を早期に達成した場合、年度毎の評価の有

効性に資するため、計画値を適時に見直すべきである。 

 

８．事業を実施するに当たっての監査人の考え 

放置自転車の撤去による安全な歩行空間を確保するための事業は、市が市民と協力

して取り組んで行うべきと考えるので、引き続き実施していくことが望まれる。 
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No. 18 交通安全施設等設置事業 （担当所属：土木部 土木管理事務所） 

１．事務事業の概要（事務事業調査シートより） 

担当所属 施策名 事務事業コード 事務事業名 事業開始年度 

土木管理事務所 生活道路の整備と維持 40204206 
交通安全施設等設

置事業 
不詳(注) 

事

務

事

業

の

概

要 

事業対象者 地域住民 

事業の目的（意図） 
交通安全施設整備を行うことにより、交通事故防止等を含め、交通環

境の改善を図る。 

事業の内容（手段） 
設置基準に基づき、交通安全施設整備を行うことにより、交通事故防

止等を含め、交通環境の改善に努める。 

(注) 事業開始年度は当該事業が同様の事業を含め本市の道路整備に伴い従前より実施している事業であ

るため、不詳としている。 

２．事務事業の金額と事後評価推移（事務事業調査シートより） 

事

務

事

業

の

金

額

と

事

後

評

価 

事務事業の金額（千円） 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

予算 

平成 26 年度

実績 

21,000 17,349 17,972 17,959 

平成 26 年度の実績金

額のうち、中事業名と

金額（千円） 

中事業名 

平成 26

年度 

実績 

財源 その他

の 

主な内

容 
起債 その他 一般財源 

交通安全施

設等整備事

業費 

17,959 - - 17,959 - 

合計 17,959  -  -  17,959 - 

過去の補助金の状況 
平成 21 年

度実績 

平成 22 年度

実績 

平成 23 年度

実績 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

国補助金（千円）  -  -  -  -  - 

府補助金（千円）  -  -  -  -  - 

事業に占める補助金の

割合（％） 
 -  -  -  -  - 

その他補助金に関する

情報 
- 

事務事業の総合評価 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

Ａ Ａ Ｂ 

 

３．平成 26 年度事前評価と事後評価（事務事業調査シートより） 

平成 26 年度実施事業に関する事前評価 

評価結果 評価の仕方 評価の理由 

継続 
（担当所属による評価は｢拡

大｣であったが、実施計画書

における市の最終的な判断

により｢継続｣となった。） 

交通安全施設設置数により評価

した。 

本事業の結果や効果が、市民にとっ

て判別しづらいのが難点であるが、

今後も交通安全施設の充実を図るこ

とが必要であるため。 
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平成 26 年度実施事業に関する事後評価の状況 

４ 

つ 

の 

観 

点 

か 

ら 

の 

評 

価 

総合評価算出

式 

60×0.6＋10×１＋30×１＝76 

（有効性Ｃ、効率性Ａ、参画と協働Ａより総合評価はＢとなる。また妥当性評

価がＡのため、最終的な事務事業の総合評価もＢとした。） 

観点 評価 評価の内容及びその根拠 

妥当性 Ａ 設置基準等により判断し予算の範囲内で対応した。 

有効性 Ｃ 防止柵の対応が多く、道路照明灯・道路反射鏡の設置数が少なかった。 

効率性 Ａ 年間単価契約を締結する等効率よく事業が進められた。 

参画と協働の

まちづくり推

進度 

Ａ 地域との連携を図り、事業の実施に取り組めた。 

 

４．活動指標と成果指標（アウトカム指標）（事務事業調査シートより） 

事

業

の

活

動

指

標

に

基

づ

く

評

価 

指標設

定年度 
指標名 

単

位 

平成 24 年

度実績 

平成 25 年

度実績 

平成 26 年

度計画 

平成 26 年

度実績 

平成 23

年度 

交通安全施設設置数（道路反

射鏡＋道路照明灯） 
基 67 56 60 39 

平成 23

年度 

交通安全施設設置数（防止

柵） 
ｍ 530 355 300 397 

指標とした理由 

様々に変化する市民ニーズや道路事情の適正化を図るべく、交通安全

施設の整備を行うことが目的であり、交通安全施設数を指標とするの

が適当と考えた。 

計画数値の設定方法 
「通学路安全対策計画」を基に設置対策を構築し、過去の設置数等を

勘案し、数値を決定した。 

実績数値の測定方法 交通安全施設設置数を用いた。 

実績値の４つの評価へ

の反映方法 

妥当性、有効性の評価において、計画値に対する達成度を算出し、評

価に反映させている。 

成

果

指

標 

事務事業に対して成果

指標（アウトカム指

標）を適用することへ

の所属の考え方 

事務事業に対して成果指標（アウトカム指標）を適用することは、生

活道路の円滑な交通が確保でき、特に最優先である通学路の様々な交

通事情における児童の安全確保が可能となる。 

所属で考えうる具体的

な成果指標（アウトカ

ム指標）案 

地域だけでなく、学校、警察等合同で取り組むことにより、各道路事

情における情報共有を図るための指標。 

 



 

99 

 

５．フルコストの考え方（参考値：事務事業調査シートより） 

フ

ル

コ

ス

ト

の

考

え

方 

平成 26 年度実施事業

に関する 

フルコストの内容 

直接人件費 間接人件費 直接事業費 間接事業費 フルコスト 

計画値（千円） 13,046 1,855 17,972 982 33,855 

実績値（千円） 11,886 1,877 17,959 957 32,679 

（直接人件費に対し

て）従事職員数の入力

数値についての考え方 

当該事業において、市は道路照明灯や道路反射鏡等の設置について、

調整・設計・施工管理等を実施しており、担当職員の従事割合を 1.6

人とした。 

フルコスト削減努力は

どのように行っている

か 

道路反射鏡や道路照明灯等の設置については、設置基準に基づき、関

係官庁や地元等と調整を図りながら、効果的かつ効率的な箇所に設置

している。また、年間単価契約による入札を実施することにより、設

置費用の低減や事務の簡素化を図った。 

 

６．他市の状況（事務事業調査シートより） 

大阪府下の中

核市、特例市

で同様の事務

事業を実施し

ているか（わ

かる範囲内

で） 

同様の事務事業は府内市町村で実施されている。 

 

７．意見 

（１）道路の安全利用割合の成果指標（アウトカム指標）としての活用について（意見 42） 

現在成果指標（アウトカム指標）は設定されていない。しかしながら、事務事業の

実施の効果を検証するためには政策推進課による市民意識調査における調査項目であ

る｢道路が安全に利用できるよう整備が進んでいる｣と考える者の割合を、当事業にお

いても成果指標（アウトカム指標）として設定することが有用である。例えば当該市

民意識調査では、回答者の居住している小学校区も調査項目となっているため、その

実施結果データを参考にする等、当該事業を実施した地域の道路が安全に利用できる

よう整備が進んでいると考えている者の割合を把握し、経年比較することにより成果

指標（アウトカム指標）として活用することを検討されたい。 

 

（２）事務事業要約表（事前評価）の「担当者意見欄」の記載について（意見 43） 

事務事業要約票（事前評価）において、｢事務事業担当者の提案欄｣の担当所属の提

案が｢拡大｣であるにも関わらず、その提案についての担当所属としての所見が記載さ
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れていない。単なる記入漏れと思われるが、担当所属の提案についての妥当性を説明

するため、所見を記載するべきである。 

 

（３）工事業者の選定理由の文書化について（意見 44） 

交通安全施設の設置工事は、入札により選定され年間単価契約を締結した工事業者

に委託している。工事業者は同額の単価で複数の業者が選定されている。個々の工事

については、工事指示書において所属長の決裁のうえ工事業者を決定している。 

しかしながら、個別工事の実施業者の選定理由については記載されていない。業者

の選定については、緊急対応が重視されるため工事対象箇所と当該即時対応が可能な

業者を調整し決定しているとのことであるが、工事業者選定の公平性について第三者

への説明を可能とするため、工事指示書等に基づく意思決定の際に、選定理由の記載

を行う等の検討をされたい。 

 

８．事業を実施するに当たっての監査人の考え 

交通環境の改善のため、カーブミラーや照明灯等の交通安全施設の整備及び維持管

理は必要不可欠であるため、今後も引き続き当該事業を実施していくことが望まれる。 
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No. 19 公園・緑地整備事業 （担当所属：土木部 みどり課） 

１．事務事業の概要（事務事業調査シートより） 

担当所属 施策名 事務事業コード 事務事業名 事業開始年度 

みどり課 
公園とまちの緑化による緑の

ある暮らし 
40205101 

公園・緑地整備

事業 
平成 13 年度 

事

務

事

業

の

概

要 

事業対象者 市民 

事業の目的（意図） 

自然の供給・地域を中心としたレクリエーションの場の提供・地域コ

ミュニティの醸成による市民福祉の向上及び健康増進等と、災害時の

緊急避難場所を提供する。 

事業の内容（手段） 

緑の基本計画に基づき、八尾市の現状に応じた都市公園の配置の促進

と効率的な整備の推進を図るため、借地公園等の制度も利用し、公

園、緑地等の整備を行う。なお、整備にあたっては ワークショップ

方式により、地域の意見を取り入れた計画案を作成し整備を行う。  

 

２．事務事業の金額と事後評価推移（事務事業調査シートより） 

事

務

事

業

の

金

額

と

事

後

評

価 

事務事業の金額（千円） 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

予算 

平成 26 年度

実績 

371,150 3,406 24,752 22,846 

平成 26 年度の実績

金額のうち、中事業

名と金額（千円） 

中事業名 

平成 26

年度 

実績 

財源 その他の 

主な内容 起債 その他 一般財源 

公園整備事業

費 
21,060 16,000 - 5,060 - 

緑地整備事業

費 
1,786 1,200 - 586 - 

合計 22,846 17,200 - 5,646 - 

過去の補助金の状況 
平成 21 年度

実績 

平成 22 年度

実績 

平成 23 年度

実績 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

国補助金（千円） 18,000 46,000 - - - 

府補助金（千円） - - - - - 

事業に占める補助金

の割合（％） 
４ 13 - - - 

その他補助金に関す

る情報 

平成 21 年度 緑地重点地区整備事業費 

平成 22 年度 まちづくり交付金事業費（防災公園の道路用地の取得） 

事務事業の総合評価 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

Ａ Ａ Ａ 

 

３．平成 26 年度事前評価と事後評価（事務事業調査シートより） 

平成 26 年度実施事業に関する事前評価 

評価結果 評価の仕方 評価の理由 

拡大 

緑の基本計画に基づき、八尾市の現状に応

じた都市公園の配置の促進と効率的な整備

の推進を図るため、借地公園等の制度も利

用し、公園、緑地等の整備を行う。なお、

利用者の意見を伺い整備を行ってお

り、市民への緑化意識の高揚を図っ

た。 
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整備にあたっては ワークショップ方式に

より、地域の意見を取り入れた計画案を作

成し整備を行う。  

平成 26 年度実施事業に関する事後評価の状況 

４

つ

の

観

点

か

ら

の

評

価 

総合評価算出式 

60×１+10×１+30×１=100 

（妥当性Ａ、有効性Ａ、効率性Ａ、参画と協働Ａより総合評価はＡとな

る。） 

観点 評価 評価の内容及びその根拠 

妥当性 Ａ 
地域を中心としたレクリエーションの場の提供・地域コミュニティの

醸成による市民福祉の向上及び健康増進を図った。 

有効性 Ａ めざす暮らしの姿を実現するうえで、有効な実績をあげた。 

効率性 Ａ 設計・積算において、コスト縮減を図った。 

参画と協働のま

ちづくり推進度 
Ａ 

利用者の意見を伺い整備を行っており、市民への緑化意識の高揚を

図った。 

 

 

４．活動指標と成果指標（アウトカム指標）（事務事業調査シートより） 

事

業

の

活

動

指

標

に

基

づ

く

評

価 

指標設定年度 指標名 単位 
平成 24

年度実績 

平成 25

年度実績 

平成 26

年度計画 

平成 26

年度実績 

平成 22 年度 公園整備面積 ha 1.82 0.06 0.01 0.18 

平成 22 年度 

市民 1人当たり公園面

積【特例市間比較指

標】 

㎡ 0.079 0.005 0.015 0.014 

平成 22 年度 

市の面積に占める公園

面積の割合【特例市間

比較指標】 

％ 0.043 0.002 0.01 0.004 

指標とした理由 
良好な都市景観を形成するとともに、市民の憩いの場である公園、緑

地等の整備を進める。 

計画数値の設定方法 計画的な新規事業及び帰属公園を推測し、設定している。 

実績数値の測定方法 公園整備面積 

実績値の４つの評価

への反映方法 
今後も引き続き積極的に公園整備を図る。 

成

果

指

標 

事務事業に対して成

果指標（アウトカム

指標）を適用するこ

とへの所属の考え方 

最終的な目的はより多くの利用者にご利用いただくことが重要であ

り、当該事業の実施により、市民福祉の向上及び健康増進等と、災害

時の緊急避難場所を提供する。 
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所属で考えうる具体

的な成果指標（アウ

トカム指標）案 

高齢者の健康増進・子どもの遊び場の提供 

 

５．フルコストの考え方（参考値：事務事業調査シートより） 

フ

ル

コ

ス

ト

の

考

え

方 

平成 26 年度実施事業

に関するフルコストの

内容 

直接人件費 間接人件費 直接事業費 間接事業費 フルコスト 

計画値（千円） 4,566 2,124 24,752 - 31,442 

実績値（千円） 4,160 2,060 22,846 - 29,066 

（直接人件費に対し

て）従事職員数の入力

数値についての考え方 

当該事業において、担当職員の従事割合より 0.56 人とした。 

フルコスト削減努力は

どのように行っている

か 

人件費について削減を図るため、委託可能な測量・設計作業はなるべ

く委託業者が実施することとした。 

 

６．他市の状況（事務事業調査シートより） 

大阪府下の中

核市、特例市

で同様の事務

事業を実施し

ているか（わ

かる範囲内

で） 

 府下の中核市、特例市の各市においても公園・緑地整備事業が実施されてい

る。 

 

７．意見 

（１）総合計画における目標値に基づく活動指標の設定について（意見 45） 

活動指標として｢公園整備面積｣、｢市民１人当たり公園面積｣、｢市の面積に占める公

園面積の割合｣を利用している。その計画値の設定において、｢市民１人当たり公園面

積｣、｢市の面積に占める公園面積の割合｣については総合計画における目標値を各年度

に按分することで設定しているのに対して、｢公園整備面積｣については毎年度過去の

実績等を基に推測し、設定している。そのため、平成 26 年度において｢公園整備面積｣

については計画値を大幅に達成しているにも関わらず、｢市民１人当たり公園面積｣、

｢市の面積に占める公園面積の割合｣については計画値を達成していないという指標間

における評価の不整合が生じている。適切に事務事業の実施状況を評価し、中長期に
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わたり計画的な公園整備を進めるため、｢公園整備面積｣についても総合計画における

目標値を各年度に按分し計画値を設定することを検討すべきである。 

また、市民１人当たり公園面積、市の面積に占める公園面積の割合については特例

市間比較指標であるが、市では他の特例市における平成 26 年度の同指標を入手してい

ない。他の特例市における同指標を入手のうえ、比較・分析することで総合計画にお

ける目標値を設定することを検討すべきである。 

 

８．事業を実施するに当たっての監査人の考え 

八尾市都市公園条例では住民１人当たりの敷地面積の標準は 10 ㎡以上、市街地の住

民１人当たりの敷地面積の標準は５㎡以上とされているが、市では平成 26 年度実績で

2.7 ㎡であり、今後も当該事業として都市公園等の施設を整備し、緑地の確保を推進

していくことが望まれる。 
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No. 20 水洗化促進事業【一般会計分】 （担当所属：土木部 下水道経営企画課（注）） 

１．事務事業の概要（事務事業調査シートより） 

担当所属 施策名 事務事業コード 事務事業名 事業開始年度 

下水道経営企画課 下水道事業の推進 50401301 
水洗化促進事業【一

般会計分】 
昭和 48 年度 

事

務

事

業

の

概

要 

事業対象者 くみ取り便所又はし尿浄化槽付便所を水洗便所へ改造を行おうとする者 

事業の目的（意

図） 

公共下水道の処理区域内において、水洗便所の普及を促進し、環境衛生

の向上を図る。また、水洗化を促進することにより、下水道施設の有効

利用を図る。生活環境の改善及び公共用水域の水質保全に向けて、生活

排水の適正な処理を図ることができる。 

事業の内容（手

段） 

・申請による水洗便所改造資金の助成 （補助金の交付…改造件数１件

につき 10,000 円、融資斡旋（利子補給）…改造件数１件につき 400,000

円限度 

（注）平成 27 年４月以降は、組織機構改革により、下水道管理課で当該事業を実施している。 

２．事務事業の金額と事後評価推移（事務事業調査シートより） 

事

務

事

業

の

金

額

と

事

後

評

価 

事務事業の金額（千円） 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

予算 

平成 26 年度

実績 

10,787 9,422 12,145 7,596 

平成 26 年度の実績

金額のうち、中事業

名と金額（千円） 

中事業名 

平成 26

年度 

実績 

財源 その他の 

主な内容 起債 その他 一般財源 

水洗化促進助

成経費 
116 - - 116 - 

水洗化助成補

助金 
7,480 - - 7,480 - 

合計 7,596 - - 7,596 - 

過去の補助金の状況 
平成 21 年度

実績 

平成 22 年度

実績 

平成 23 年度

実績 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

国補助金（千円） - - - - - 

府補助金（千円） - - - - - 

事業に占める補助金

の割合（％） 
- - - - - 

その他補助金に関す

る情報 
- 

事務事業の総合評価 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

Ａ Ａ Ａ 

３．平成 26 年度事前評価と事後評価（事務事業調査シートより） 

平成 26 年度実施事業に関する事前評価 

評価結果 評価の仕方 評価の理由 

継続 

法令の観点から見てどうか。ま

た、市民ニーズ等を考慮して、事

務事業の実施は妥当か。 

下水道法第 11 条の３第５項に基づくもので

あり、水洗便所の普及を促進し、環境衛生

の向上等を図る手段の一つとなっている。 
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平成 26 年度実施事業に関する事後評価の状況 

４

つ

の

観

点

か

ら

の

評

価 

総合評価算出式 

60×0.8+10×１+30×0.8=82 

（有効性Ｂ、効率性Ａ、参画と協働Ｂより総合評価はＡとなる。また妥当性

評価がＡのため、最終的な事務事業の総合評価もＡとした。） 

観点 評価 評価の内容及びその根拠 

妥当性 Ａ 
下水道法第 11 条の３第５項に基づくものであり、水洗便所の普及を

促進し、環境衛生の向上等を図ることができている。 

有効性 Ｂ 
助成件数は、供用開始戸数等の増減に影響を受けているが、助成制度

により水洗便所の普及を促進できている。 

効率性 Ａ 
助成事業を行うことで、水洗便所の普及（下水道への接続）を促進で

きている。 

参画と協働のま

ちづくり推進度 
Ｂ 

未水洗化台帳を管理している下水道普及課と協力し、供用開始時や水

洗化促進員の活動でＰＲパンフレット等の資料配布を行っている。ま

た、指定登録業者にも制度の情報提供を依頼している。 

 

４．活動指標と成果指標（アウトカム指標）（事務事業調査シートより） 

事

業

の

活

動

指

標

に

基

づ

く

評

価 

指標設定年度 指標名 単位 
平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

計画 

平成 26 年度

実績 

平成 23 年度 水洗化戸数 戸 1,931 1,714 2,037 1,458 

平成 23 年度 水洗化率 ％ 89 90 90 90 

指標とした理由 
助成金を活用して水洗化の促進を図ることで、水洗化戸数及び水洗化率が計

画通り進んでいくと考えられる為。 

計画数値の設定

方法 
下水道所管課で作成している中長期計画の数値を用いた。 

実績数値の測定

方法 
水洗化戸数及び水洗化率の実数値 

実績値の４つの

評価への反映方

法 

実績値を有効性の評価の参考としている。 

成

果

指

標 

事務事業に対し

て成果指標（ア

ウトカム指標）

を適用すること

への所属の考え

方 

当事業を活用して、早期の水洗化を目的としている。しかしながら水洗化で

きる戸数は整備の進捗状況にもよるため、指標としては、水洗化可能な戸数

がどれだけ水洗化を終えているかを見る水洗化率で評価するのが、現状把握

には最適であると考える。 

所属で考えうる

具体的な成果指

標（アウトカム

指標）案 

水洗化率 
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５．フルコストの考え方（参考値：事務事業調査シートより） 

フ

ル

コ

ス

ト

の

考

え

方 

平成 26 年度実施事業

に関するフルコストの

内容 

直接人件費 間接人件費 直接事業費 間接事業費 フルコスト 

計画値（千円） 8,154 - 12,145 - 20,299 

実績値（千円） 7,429 - 7,596 - 15,025 

（直接人件費に対し

て）従事職員数の入力

数値についての考え方 

当事業に関してはシステム上、職員１名のコストを入力している。 

フルコスト削減努力は

どのように行っている

か 

法令上の要請であり、人件費に関してもシステム上の問題であり、削

減は困難である。 

 

６．他市の状況（事務事業調査シートより） 

大阪府下の中

核市、特例市

で同様の事務

事業を実施し

ているか（わ

かる範囲内

で） 

特例市 寝屋川市（助成金：改造工事１件につき１万円 融資：１件につき 40 万

円以内）、茨木市（助成金：１戸１設備に限り５千円 融資：汲み取り便所１設

備につき 30 万円以内、浄化槽 25 万円以内）、吹田（助成金：汲み取りは大便器

１個につき１万円、浄化槽は１槽につき１万円、融資：要綱による制度あり） 

 

中核市 高槻市（助成金：１設備につき２万円 融資：１設備につき 30 万円以

内）、東大阪市（助成金：工事の区分により異なる 融資：１便所につき 33 万円

以内）、豊中市（助成金：改造工事１件につき 5.5 千円以内 融資：改造工事１

件につき 19.5 万円以内）、枚方市（助成金・融資額：改造工事費の９割に相当す

る額以内で限度額は建築物の形態により異なる） 

 

７．意見 

（１）水洗化を促進するための制度の見直しについて（意見 46） 

市は、水洗化を促進するための制度の一つとして、１件 20～40 万円かかる水洗便所

の改造工事費を一時に負担することが経済的に困難な者の水洗化を促進するため、供

用開始後３年以内に限り、１件 40 万円を上限に金融機関からの融資を斡旋し、利子補

給を行っている。当該制度により融資を受けた場合の返済期間は 36 ヶ月とされている。 

しかしながら、当該制度による過去３年間の融資斡旋件数は平成 24 年度 12 件、平

成 25 年度 12 件、平成 26 年度７件に留まっている。これは、返済期間が 36 ヶ月とさ

れているため、制度を利用した場合の毎月の返済額が経済的に負担となっていること

が一つの要因として考えられる。 

経済的に困難な者に対し水洗化を促進するため、金融機関とも協議のうえ、返済期

間の伸長により毎月の返済額を軽減すること等、当該制度の見直しを検討されたい。 
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（２）事務事業要約票（事前評価）における事務事業の改善点や課題に対する対応方針

の記載について（意見 47） 

事務事業要約票（事前評価）において、前年度の事務事業要約票（事後評価）にて

認識された事務事業の改善点や課題に対する対応方針が記載されていないため、これ

らの認識された改善点や課題に対して適切な対応がなされないおそれがある。事務事

業の改善をすすめ、事業の有効性を高めるため、事後評価にて記載された改善点や課

題に対する対応方針を事務事業要約票（事前評価）に記載すべきである。 

 

８．事業を実施するに当たっての監査人の考え 

水洗化の促進のため水洗便所への改造に対する補助金の交付、融資の斡旋は有用で

あると考えられるため、より水洗化を促進する制度への見直しも検討し、事業を実施

していくことが望まれる。 
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No. 21 予防広報推進事業 （担当所属：消防本部 予防課） 

１．事務事業の概要（事務事業調査シートより） 

担当所属 施策名 事務事業コード 事務事業名 事業開始年度 

予防課 災害に強い消防体制づくり 10103301 予防広報推進事業 平成 12 年度 

事

務

事

業

の

概

要 

事業対象者 市民及び防火対象物の責任者 

事業の目的（意図） 
火災による被害の軽減を図り、災害に強いまち・人づくりをめざ

す。 

事業の内容（手段） 

火災による被害の軽減を図るため、放火防止対策を重点とした

「火災予防広報」を効果的に実施するとともに、住宅用火災警報

器の設置及び維持管理等について継続的に啓発活動を行う。 

 

２．事務事業の金額と事後評価推移（事務事業調査シートより） 

事

務

事

業

の

金

額

と

事

後

評

価 

事務事業の金額（千円） 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

予算 

平成 26 年度

実績 

3,799 2,645 2,652 2,304 

平成 26 年度の実績

金額のうち、中事業

名と金額（千円） 

中事業名 

平成 26

年度 

実績 

財源 その他の 

主な内容 起債 その他 一般財源 

予防行政推進

経費 
2,304 -  -  2,304 - 

-  -  -  -  -  - 

-  -  -  -  -  - 

-  -  -  -  -  - 

合計 2,304 -  -  2,304 - 

過去の補助金の状況 
平成 21 年度

実績 

平成 22 年度

実績 

平成 23 年度

実績 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

国補助金（千円） - - - - - 

府補助金（千円） - - - - - 

事業に占める補助金

の割合（％） 
- - - - - 

その他補助金に関す

る情報 
- 

事務事業の総合評価 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

Ａ Ａ Ａ 

 

３．平成 26 年度事前評価と事後評価（事務事業調査シートより） 

平成 26 年度実施事業に関する事前評価 

評価結果 評価の仕方 評価の理由 

継続 

各種イベント等で放火防止に関する広報

及び住宅用火災警報器の設置に係る啓発

を実施し、市民の火災予防思想の普及に

努め、計画値に対する達成度で評価し

た。 

消防行事における啓発活動や防火診

断時における適正な設置方法及び維

持管理についての広報を実施したこ

とで、住宅用火災警報器の普及啓発

に一定の効果が得られた。 
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平成 26 年度実施事業に関する事後評価の状況 

４

つ

の

観

点

か

ら

の

評

価 

総合評価算出式 

60×１+10×１＋30×１＝100 

（有効性Ａ、効率性Ａ、参画と協働Ａより総合評価はＡとなる。また妥当性

評価もＡのため、最終的な事務事業の総合評価もＡとした。） 

観点 評価 評価の内容及びその根拠 

妥当性 Ａ 
火災予防対策を確実に実施していくためには、予防広報の推進は必

要不可欠であり、事業実施は妥当である。 

有効性 Ａ 

各指標の数値は達成された数値、伸びがあった数値、目標に近づい

た数値と様々であるが、総合的に目標が達成でき、有効な事業で

あった。 

効率性 Ａ 
広報活動等を計画的に実施したことにより、効率よく事業を推進で

きた。 

参画と協働のま

ちづくり推進度 
Ａ 

市民参加・体験型のイベント等を実施したことにより、地域と消防

が一体となり、協働で取り組むことができた。 

 

４．活動指標と成果指標（アウトカム指標）（事務事業調査シートより） 

事

業

の

活

動

指

標

に

基

づ

く

評

価 

指標設定年度 指標名 単位 
平成 24

年度実績 

平成 25

年度実績 

平成 26

年度計画 

平成 26

年度実績 

平成 17 年度 防火ポスターの配布数 枚 3,550 3,400 3,700 3,508 

平成 19 年度 

火災予防啓発活動実施

数（甲種防火管理新規

講習・幼年消防クラ

ブ・消防音楽隊等含

む） 

回 412 413 424 400 

平成 20 年度 
甲種防火管理新規講習

修了証の交付者数 
人 133 116 200 121 

平成 23 年度 
住宅用火災警報器の設

置率 
％ 80 81 70 82 

指標とした理由 

・ポスター掲示は、最も広角的な防火啓発活動であるため。 

・火災予防啓発活動（イベント）については、より具体的に広報でき

るため。 

・甲種防火管理の有資格者を増員するため。 

・住宅火災の減少及び同火災による死者の低減を図るため。 

計画数値の設定方法 

・（自治振興委員数＋市内事業所数＋市内学校（園）数＋市役所出張

所数＋その他）×２。 

・過年度の平均値に月 1回分（12 回）を増やした数。 

・甲種防火管理講習会の募集定員数。 

・国の設置率とほぼ同数。 

実績数値の測定方法 

・ポスターの配布枚数。 

・火災予防啓発活動（イベント）開催数。 

・甲種防火管理講習会参加者数。 

・八尾市内設置割合。 

実績値の４つの評価へ

の反映方法 

有効性の評価において、計画値に対する達成度を算出し、評価に反映

させている。 
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成

果

指

標 

事務事業に対して成果

指標（アウトカム指

標）を適用することへ

の所属の考え方 

住宅用火災警報器の設置率の状況を踏まえた未設置世帯への一層の設

置対策を引き続き行う。又、既に設置されている住宅については、適

切な維持管理方法を周知し、確実な定着を図る。また、火災原因の上

位である「放火及び放火の疑い」による火災の危険要因を的確に捉

え、より効果的な火災予防の啓発に努めることができる。 

所属で考えうる具体的

な成果指標（アウトカ

ム指標）案 

市民の防火意識に対する関心度。 

 

５．フルコストの考え方（参考値：事務事業調査シートより） 

フ

ル

コ

ス

ト

の

考

え

方 

平成 26 年度実施事業

に関するフルコストの

内容 

直接人件費 間接人件費 直接事業費 間接事業費 フルコスト 

計画値（千円） 27,723 8,601 2,652 - 38,976 

実績値（千円） 25,258 8,541 2,304 - 36,103 

（直接人件費に対し

て）従事職員数の入力

数値についての考え方 

当該事業において、火災予防広報活動等に参加する当所属職員の従事

割合より 3.4 人とした。 

フルコスト削減努力は

どのように行っている

か 

当該事業に関わる人件費について削減を図るため、時間外勤務の削減

に努めている。 

 

６．他市の状況（事務事業調査シートより） 

大阪府下の中核

市、特例市で同様

の事務事業を実施

しているか（わか

る範囲内で） 

大阪府下全ての市町村で、同種事業を実施している。 

 

７．意見 

（１）活動指標「住宅用火災警報器の設置率」の計画値の見直しについて（意見 48） 

活動指標として設定した「住宅用火災警報器の設置率」については、平成 24・25 年

度において 80％を超える実績がある一方で、平成 26 年度の計画値を 70％と低く設定

している。この計画値は、消防法の改正により、住宅に対する火災警報器の設置が義

務付けられ、設置率が急増する以前に設定された計画値に基づいている。このように

明らかに計画との乖離が出てきたものについては、年度毎の評価の有効性に資するた
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め、適時に見直しすべきである。 

 

（２）活動指標「火災予防啓発活動実施数」について（意見 49） 

活動指標として設定されている火災予防啓発活動実施数にはラジオ放送や音楽隊派

遣、防火啓発の展覧会等、性質の異なる様々な啓発活動が混在している。当年度と過

年度の活動実施数の内訳が異なる場合、適切な比較を行うことができない。そのため、

より代表的な活動指標を検討すべきと考えられる。 

 

８．事業を実施するに当たっての監査人の考え 

火災予防の啓発活動は市が主体性を発揮して行うことが求められているため、実施

することが望ましい。 
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No. 22 自主防災組織活動支援事業 （担当所属：消防本部 消防署） 

１．事務事業の概要（事務事業調査シートより） 

担当所属 施策名 事務事業コード 事務事業名 事業開始年度 

消防署 
災害に強い消防体制づく

り 
10103302 

自主防災組織活動支援

事業 
平成 10 年度 

事

務

事

業

の

概

要 

事業対象者 自主防災組織員・自衛消防組織員・一般市民 

事業の目的（意図） 

平常時及び大規模災害発生時に地域住民の先頭となり行動できる地域防

災リーダーを育成する。 

地域防災力向上と共助の礎となる地域コミュニティを醸成する。 

大規模災害発生時における「自助・共助・公助」が三位一体となった防

災活動を行う。 

事業の内容（手段） 

○自主防災組織の防災活動の活動支援（訓練指導） 

○地域防災リーダーの育成のための研修実施 

○防災訓練や防災講演への参加促進          

○市民スポーツ祭（防災競技）実施時の指導及び補助 

 

２．事務事業の金額と事後評価推移（事務事業調査シートより） 

事

務

事

業

の

金

額

と

事

後

評

価 

事務事業の金額（千円） 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

予算 

平成 26 年度

実績 

1,701 2,051 2,067 1,870 

平成 26 年度の実績

金額のうち、中事業

名と金額（千円） 

中事業名 

平成 26

年度 

実績 

財源 その他の 

主な内容 起債 その他 一般財源 

自主防災組織

活動支援経費 
1,870  - 691 1,179 

地域安

全・安心

のまちづ

くり基金

繰入金 

合計 1,870 -  691 1,179 - 

過去の補助金の状況 
平成 21 年度

実績 

平成 22 年度

実績 

平成 23 年度

実績 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

国補助金（千円） - - - - - 

府補助金（千円） - - - - - 

事業に占める補助金

の割合（％） 
- - - - - 

その他補助金に関す

る情報 
- 

事務事業の総合評価 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

Ａ Ａ Ａ 
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３．平成 26 年度事前評価と事後評価（事務事業調査シートより） 

平成 26 年度実施事業に関する事前評価 

評価結果 評価の仕方 評価の理由 

継続 

平成 24 年度における自主防災組織訓練

実施率の計画値に対する達成度で評価し

た。 

計画値 100％のところ、実績は

85.4％であるが、継続的に実施率は

向上しているため継続と評価した。  

平成 26 年度実施事業に関する事後評価の状況 

４

つ

の

観

点

か

ら

の

評

価 

総合評価算出式 

60×0.8+10×１＋30×１＝88 

（有効性Ｂ、効率性Ａ、参画と協働Ａより総合評価はＡとなる。また妥当性

評価もＡのため、最終的な事務事業の総合評価もＡとした。） 

  

観点 評価 評価の内容及びその根拠 

妥当性 Ａ 
地域の要として活動する自主防災組織を育成する目的で実施し

た。一定の効果があったと思慮する。 

有効性 Ｂ 訓練実績値の伸びがあり目標値に近づいている。 

効率性 Ａ 
担当管理職を選任して業務を遂行することにより効率的に実施で

きている。 

参画と協働のま

ちづくり推進度 
Ａ 

インターネット及びＦＭちゃお等を通じて広く市民に情報公開で

きている。 

 

４．活動指標と成果指標（アウトカム指標）（事務事業調査シートより） 

事

業

の

活

動

指

標

に

基

づ

く

評

価 

指標設定年度 指標名 単位 
平成 24 

年度実績 

平成 25 

年度実績 

平成 26 

年度計画 

平成 26 

年度実績 

平成 17 年度 
自主防災組織の

訓練実施率 
％ 85.4 88.5 100 92.5 

平成 22 年度 
自主防災組織の

訓練参加人員 
人 8,078 6,198 10,000 8,002 

平成 22 年度 
自主防災組織の

訓練実施回数 
回 57 59 50 72 

指標とした理由 

指標１ 大規模災害発生時に、市内すべての自主防災組織が活動でき

るように年度内１回以上の訓練を実施することを指標とした。 

指標２ 自防災組織の訓練参加人員 

指標３ 自主防災組織の訓練実施回数 

計画数値の設定方法 

指標１ 自主防災組織の訓練回数を自主防災組織数で除した数値を算

出した。 

指標２ 自主防災組織の訓練参加人員の数値 

指標３ 自主防災組織の訓練実施回数 

 

実績数値の測定方法 

指標１ 自主防災組織の訓練回数を測定した。 

指標２ 自主防災組織の訓練参加人員を測定した。 

指標３ 自主防災組織の訓練実施回数を測定した。 

実績値の４つの評価

への反映方法 

妥当性について計画値に対する達成度を算出し、評価に反映させてい

る。 
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成

果

指

標 

事務事業に対して成

果指標（アウトカム

指標）を適用するこ

とへの所属の考え方 

地域防災力の向上を目的にした事業の一部として、自主防災組織の活

動に限定した指標であるため、部全体の成果指標（アウトカム指標）

にはそぐわないと考える。 

所属で考えうる具体

的な成果指標（アウ

トカム指標）案 

自主防災組織、地域、事業所及び消防団が連携した訓練を実施し地域

全体での防災力向上が図れている。 

連携訓練実施率（自主防災組織が地域等と連携した訓練実施回数／自

主防災訓練実施回数） 

 

５．フルコストの考え方（参考値：事務事業調査シートより） 

フ

ル

コ

ス

ト

の

考

え

方 

平成 26 年度実施事業

に関するフルコストの

内容 

直接人件費 間接人件費 直接事業費 間接事業費 フルコスト 

計画値（千円） 97,032 7,558 2,067 - 106,657 

実績値（千円） 88,405 7,576 1,870 - 97,851 

（直接人件費に対し

て）従事職員数の入力

数値についての考え方 

当該事業において、自主防災組織の活動支援、地域防災リーダーの育

成、防災訓練や防火講演への参加促進及び、市民スポーツ祭(防災競

技)実施時の指導及び補助を実施するもので、訓練を指導する担当職

員を 11.9 人とした。 

フルコスト削減努力は

どのように行っている

か 

訓練実施率の向上のために、各自主防災組織に対して、消防署管理職

員が担当制を取り、訓練規模や訓練種目の調整を行い訓練指導参加職

員の調整を行っている。 

また、自主防災組織の自立性を高めるため、自主防災組織の防災リー

ダーによる指導を一部取り入れ、訓練指導参加職員の削減に努めてい

る。 

 

６．他市の状況（事務事業調査シートより） 

大阪府下の中

核市、特例市

で同様の事務

事業を実施し

ているか（わ

かる範囲内

で） 

◎茨木市 自主防災組織等運営・育成事業   ◎枚方市 自主防災組織育成事

業 

◎岸和田市 自主防災組織支援事業      ◎高槻市 自主防災組織・防災

指導員育成事業 

◎吹田市 自主防火組織の育成強化事業    ◎東大阪市 自主防災組織運営

補助金 

◎寝屋川市 自主防災組織の整備・育成    ◎豊中市 自主防災体制推進事

業 

 

７．意見 

（１）事務事業の評価指標の追加設定について（意見 50） 

平成 26 年度の活動指標として自主防災組織の訓練実施率、訓練参加人員、訓練実施

回数を挙げている。これらの指標は防災訓練実施規模の拡大につれ、地域全体への防

災知識の普及が行われるという観点から設定されており、指標として有効に機能して
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いると考えられる。しかし、さらなる事務事業評価指標の充実により、事業の実施状

況の把握を的確に行うため、訓練実施以外での評価指標の設定を行うべきである。例

えば、事業の目的として地域防災リーダーの育成を掲げていることから、地域防災

リーダー育成者数が評価指標として考えられる。 

 

（２）フルコストの直接人件費の内容について（意見 51） 

フルコストの直接人件費について、従事職員数の入力数値割合を 11.9 人として計算

を行っている。11.9 人のうち、10 人は消防署員の予防係 20 名を「住宅防火診断推進

事業」と「自主防災組織支援活動事業」に均等に割り振って計算を行った結果である。

しかしながら、予防係 20 名は「警備・救助業務等」も行っており、上記２つの活動以

外の業務も行っている。フルコストの算出に際して、適切な人員数の入力が行うこと

ができていないと思われる。 

当該事業の主な事業である防災活動の活動支援（指導訓練）について、平成 26 年度

における訓練の回数、内容、対応状況を記録した「自主防災訓練実施一覧」によると

訓練実施回数は 72 回であり、１回の訓練における指導者数が平均 7.8 人（のべ指導者

数 559 人を訓練実施回数 72 人で除して計算）となっている。これによれば、年間

11.9 人が防災訓練の業務を行っているという計算結果は実態と不整合と考えられる。

このため、結果的に実際の業務実態と直接人件費の計算根拠が整合せず、直接人件費

は実際より過大に計算されている。フルコストの重要性を認識し適切なフルコストを

算出するために、警備・救助業務等の従事割合も考慮し、業務実態と整合した数値の

入力の徹底が必要である。 

 

８．事業を実施するに当たっての監査人の考え 

市民が災害時に適切な対応をするためには、消防署による指導訓練が必要不可欠で

あり、自主防災組織活動の支援は実施することが望ましい。 
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No. 23 学校園安全対策推進事業 （担当所属：生涯学習部 教育人事課） 

１．事務事業の概要（事務事業調査シートより） 

担当所属 施策名 事務事業コード 事務事業名 事業開始年度 

教育人事課 教育機会の均等 20202605 学校園安全対策推進事業 平成 17 年度 

事

務

事

業

の

概

要 

事業対象者 園児児童生徒 

事業の目的（意図） 

学校園の機械警備及び巡回警備を行い安全確保を図る。 

幼稚園、小学校の校門付近での安全確保を図る。 

小・中学校に防犯カメラを設置し安全確保を図る。 

・外部からの進入防止 

・犯罪の抑止力 

・死角となる場所の監視 

事業の内容（手段） 

・学校園の夜間の機械警備及び巡回業務を行う。 

・幼稚園、小学校に安全対策推進員等を配置する。 

・小・中学校に防犯カメラを設置する。 

 

２．事務事業の金額と事後評価推移（事務事業調査シートより） 

事

務

事

業

の

金

額

と

事

後

評

価 

事務事業の金額（千円） 

平成 24 年

度実績 

平成 25 年

度実績 

平成 26 年

度予算 

平成 26 年

度実績 

75,792 92,708 87,240 84,025 

平成 26 年度の実績

金額のうち、中事

業名と金額（千

円） 

中事業名 

平成 26

年度 

実績 

財源 その他

の 

主な内

容 
起債 その他 一般財源 

学校園安全対策

推進経費 
9,598 - - 9,598 - 

学校安全緊急対

策経費 
59,286 - - 59,286 - 

市立幼稚園安全

緊急対策経費 
15,141 - - 15,141 - 

合計 84,025 - - 84,025 - 

過去の補助金の状

況 

平成 21 年度 

実績 

平成 22 年

度実績 

平成 23 年

度実績 

平成 24 年

度実績 

平成 25 年

度実績 

国補助金（千円） - - - - - 

府補助金（千円） 24,000 24,055 - - - 

事業に占める補助

金の割合（％） 
43 42 - - - 

その他補助金に関

する情報 

小学校及び特別支援学校については、平成 17～22 年度の間、大阪府から

安全対策推進員の配置につき、1 校当たり 80 万円を上限に補助を受けて

いた。 

事務事業の総合評価 

平成 24 年

度 

平成 25 年

度 

平成 26 年

度 

Ａ Ａ Ａ 
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３．平成 26 年度事前評価と事後評価（事務事業調査シートより） 

平成 26 年度実施事業に関する事前評価 

評価結果 評価の仕方 評価の理由 

継続 
事業の妥当性および有効性を指標としてい

る。 

実績は計画値を達成しており、学校

園施設と園児・児童等の安全確保に

貢献していると判断した。 

平成 26 年度実施事業に関する事後評価の状況 

４

つ

の

観

点

か

ら

の

評

価 

総合評価算出式 

60×１+10×１×30×１＝100 

（有効性Ａ、効率性Ａ、参画と協働Ａより総合評価はＡとなる。また妥当性

評価がＡのため、最終的な事務事業の総合評価もＡとした。） 

観点 評価 評価の内容及びその根拠 

妥当性 Ａ 

子どもが健やかに伸びていく教育環境の充実にむけ、安心安全で快適

な環境を確保することを目的として事業を実施している。本事業の目

的達成に向けては、施設の設置者である市が積極的に関与することが

望ましいと考える。 

有効性 Ａ 
本事業により子どもが安心・安全に教育を受けることができる環境を

確保している。 

効率性 Ａ 関係部署と調整を図る等により、効率的な業務の執行に努めている。 

参画と協働のま

ちづくり推進度 
Ａ 

本事業により子どもが安心・安全に教育を受けることができる環境を

確保している。 

 

４．活動指標と成果指標（アウトカム指標）（事務事業調査シートより） 

事

業

の

活

動

指

標

に

基

づ

く

評

価 

指標設定年度 指標名 単位 
平成 24 

年度実績 

平成 25 

年度実績 

平成 26 

年度計画 

平成 26 

年度実績 

平成 20 年度 
機械警備及び巡

回業務 
学校園 64 64 64 64 

平成 24 年度 

全学校園への防

犯カメラの設置

率 

％ 11 82 100 100 

指標とした理由 

学校園施設と園児・児童等の安全を確保することを目的としており、「機

械警備及び巡回業務」「防犯カメラの設置」等、それぞれの安全対策を相

互補完することで、より一層の安全性を高めることができるが、そのう

ち、代表的なものを指標とするのが適当であると考えた。 

計画数値の設定方

法 

機械警備及び巡回業務：対象となる学校園数を計画数値とした。 

防犯カメラの設置：対象となる小・中学校での設置台数を１校当たり４台

として設置率を用いた。 

実績数値の測定方

法 

機械警備及び巡回業務：業務実績を測定値（実績値）とした。 

防犯カメラの設置：設置台数を測定値（実績値）とした。 

実績値の４つの評

価への反映方法 

妥当性および有効性の評価において、計画値に対する達成度を算出し、評

価に反映させている。 
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成

果

指

標 

事務事業に対して

成果指標（アウト

カム指標）を適用

することへの所属

の考え方 

当該事業は学校園施設と園児・児童等の安全を確保することを目的として

いる。しかし、「機械警備及び巡回業務」「防犯カメラの設置」による効

果を明確化することは難しい。 

所属で考えうる具

体的な成果指標

（アウトカム指

標）案 

機械警備及び巡回業務：事象発生件数 

防犯カメラの設置：事象発生件数 

 

５．フルコストの考え方（参考値：事務事業調査シートより） 

フ

ル

コ

ス

ト

の

考

え

方 

平成 26 年度実施事業

に関するフルコストの

内容 

直接人件費 間接人件費 直接事業費 間接事業費 フルコスト 

計画値（千円） 2,690 1,867 87,240 - 91,797 

実績値（千円） 2,451 1,924 84,025 - 88,400 

（直接人件費に対し

て）従事職員数の入力

数値についての考え方 

当該事業において、安全対策の業務については委託料を支払っている

が、防犯カメラのみ事象発生時に職員の作業が発生するため、担当職

員の従事割合を 0.43 人とした。 

フルコスト削減努力は

どのように行っている

か 

平成 27 年度において、安全対策推進員の配置のあり方の検討を行

い、各学校の実情に応じて、弾力的な安全対策を行えるよう、事業の

見直しを行った。 

 

６．他市の状況（事務事業調査シートより） 

大阪府下の中

核市、特例市

で同様の事務

事業を実施し

ているか（わ

かる範囲内

で） 

大阪府下の全中核市・特例市において課業時間を軸に安全対策推進員を配置して

いる。委託先としては、近隣の特例市は、シルバー人材センターであるが、有償

ボランティアの活用も行っている。また、近隣の中核市は、警備会社へ委託し、

同事業を実施している。その他、各市の事情に合わせ、さまざまな安全対策を実

施している。 

 

７．意見 

（１）業務実態に合致した評価指標の設定について（意見 52） 

学校園安全対策事業では、「機械警備及び巡回」の実施学校園数を活動指標としてい

るが、「機械警備及び巡回」にかかる予算は、学校施設管理運営業務で支出しているも

のであり、当該事業で支出されているものではない。 

「機械警備及び巡回」は警備会社に委託して、セキュリティ機器を設置し、異常事

態が生じた際に警備会社の職員が出動するものであり、学校園の安全確保を図るとい
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う当該事業の目的には合致しているが、予算が別事業から支出されているため、当該

事業の実施努力は評価指標に反映しない状況となっている。 

平成 26 年度においては、計画値が 64 学校園に対して実績値が 64 学校園と、実施率

100％となっているが、これは学校施設管理運営業務の実施努力で達成された数値であ

り、当該事業の実施努力とは無関係である。そのため「機械警備及び巡回」は学校施

設管理運営業務の評価指標とするのが望ましく、当該事業の評価指標とはなりえない。

別途、新たな評価指標を設定することを検討すべきである。 

また、当該事業の目的に「機械警備及び巡回」の実施が記載されているが、実際に

は他事業で実施しているものを当該事業で実施しているような記載をすべきではない。 

 

（２）防犯カメラ設置率の計画値設定の合理性について（意見 53） 

学校園安全対策推進事業では、「全学校園への防犯カメラの設置率」を活動指標とし

ており、平成 26 年度において 100％を達成している。この設置率の算定においては、

各学校園に一律４台の防犯カメラを設置するものとしているが、学校の規模や構造的

な特性により必要な防犯カメラの台数は異なると考えられる。 

初期の目的としては一律４台とすることに一定の役割があったかもしれないが、設

置率 100％と達成した平成 26 年度以降においては、各学校園における必要台数を精査

し、適切な計画値を設定すべきである。 

 

（３）安全対策推進員の配置業務の評価指標及び業務の実施方法について（意見 54） 

学校園安全対策推進事業では、シルバー人材センター等に委託し、各学校園に安全

対策推進員の配置を行い、外部からの侵入禁止や犯罪の抑止等、児童・園児の安全確

保を図っているが、現在の活動指標に安全対策推進員の評価に関する指標が設定され

ていない。 

平成 26 年度の当該事業の決算額は市立幼稚園安全緊急対策経費、学校安全緊急対策

経費（小学校管理費、特別支援学校費、事務局費）合わせて 84 百万円であるが、うち

70 百万円が委託料となっており、事業費に占める委託料の割合は８割を超えている。

それゆえ、予算や決算における金額的重要性に応じてシルバー人材センター等に委託

して実施している安全対策推進員の活動時間等も活動指標として設定することが必要

である。 
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また、安全対策推進員の配置は、一律シルバー人材センター等への委託で行われて

いるが、他自治体では、有償ボランティアや専門の警備会社への委託という形で実施

されている事例もある。参画と協働のまちづくり推進度という観点からは、ＰＴＡや

地域ボランティアが活動に参画する度合いを高めていくとともに、有償ボランティア

や専門の警備会社への委託におけるメリット・デメリットを整理し、実施方法につい

て、より３Ｅ（経済性、効率性、有効性）を考慮した検討を行うべきである。 

 

８．事業を実施するに当たっての監査人の考え 

子どもを狙う犯罪は依然減少することなく、大阪府警察ホームページ内「安まち

アーカイブ」によると平成 26 年度の市内の子ども被害発生状況は 72 件であった。学

校現場での不審者の侵入防止等のため、継続的な事業実施が必要である。しかし、安

全対策推進員等の配置や防犯カメラの設置について、より３Ｅを考慮した検討が求め

られる。 
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No. 24 図書館サービスの充実事業 （担当所属：生涯学習部 八尾図書館） 

１．事務事業の概要（事務事業調査シートより） 

担当所属 施策名 事務事業コード 事務事業名 事業開始年度 

八尾図書館 生涯学習の取り組み  30201401 
図書館サービスの充実事

業 
昭和 53 年度 

事

務

事

業

の

概

要 

事業対象者 市民 

事業の目的（意図） 

より一層、市民ニーズを反映した図書館を実現し、市民の生涯学習環

境の場の充実を図るとともに、図書館ボランティア等の市民活動との

連携協力体制の構築、拡大がなされる。 

また、地域資料の電子データ化による伝統文化や風習等の継承や地域

コミュニティ活動、まちづくり活動の支援情報の充実が図られる。あ

わせて図書館が持つ利用者や図書資料等のデータの処理を行い、迅速

な情報提供をすることで、市民の学習意欲の向上を図る。 

事業の内容（手段） 

〇生涯学習の場の拡充に向け開館時間延長（夜間開館）の継続実施に

加え、更なる図書館の利用機会の拡大に向けて開館時間・日数の拡充

の実施 

〇図書館サービス評価制度についての検討・実施 

〇地域・行政資料等のデジタル化等により図書資料の提供を実施 

〇ボランティア団体との協力・連携による行事の開催、図書館ボラン

ティアの育成 

〇移動図書館サービスの見直し検討を行うことで図書館利用の地域格

差の標準化 

〇図書館情報システムの運用 

〇電子書籍の貸出サービス手法の研究及び構築 

〇第４地域図書館へのシステム導入の調整 

 

２．事務事業の金額と事後評価推移（事務事業調査シートより） 

事

務

事

業

の

金

額

と

事

後

評

価 

事務事業の金額（千円） 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

予算 

平成 26 年度

実績 

1,684 7,266 11,687 9,765 

平成 26 年度の実績

金額のうち、中事業

名と金額（千円） 

中事業名 

平成 26

年度 

実績 

財源 その他の 

主な内容 起債 その他 一般財源 

図書館サービ

ス充実経費 
9,765 -   - 9,765 - 

合計 9,765  -  - 9,765  - 

過去の補助金の状況 
平成 21 年度

実績 

平成 22 年度

実績 

平成 23 年度

実績 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

国補助金（千円）  -  - -   -  - 

府補助金（千円）  -  - 2,115  - 5,622 

事業に占める補助金

の割合（％） 
 -  - 59  - 77 

その他補助金に関す

る情報 

平成 23 年度、平成 25 年度は大阪府の緊急雇用創出基金事業として、古

文書（吉田文庫）整理業務（平成 23 年度）、郷土行政資料電子化事業

（平成 25 年度）を実施した。 
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事務事業の総合評価 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

Ｂ Ａ Ａ 

 

３．平成 26 年度事前評価と事後評価（事務事業調査シートより） 

平成 26 年度実施事業に関する事前評価 

評価結果 評価の仕方 評価の理由 

拡大 

平成 26 年４月に新八尾図書館が開館す

るに伴い、開館日時の拡充等を図り利用

者サービスの拡充が図られること等によ

る達成度で評価した。 

新八尾図書館及び平成 27 年８月に龍

華図書館が開館することによるサー

ビスの充実が求められ、また、貸出

点数等の部分でも平成 25 年度実績か

ら増加すると考えられたため。 

平成 26 年度実施事業に関する事後評価の状況 

４

つ

の

観

点

か

ら

の

評

価 

総合評価算出式 

60×１＋10×0.8＋30×0.8＝92 

（有効性Ａ、効率性Ｂ、参画と協働Ｂにより総合評価はＡとなる。また、

妥当性評価がＡであり、最終的な事務事業の総合評価もＡとした。） 

観点 評価 評価の内容及びその根拠 

妥当性 Ａ 

八尾市民の多様な図書館ニーズや図書館の運営体制に対する課題に

対応するため、常にサービス体制の充実を進めるための事業展開は

必要であると考える。貸出点数・登録率等総合的に判断。 

有効性 Ａ 

開館日時の拡充を図ったことにより、利用者サービスが向上し、実

績値においても前年度の実績を超えることとなり、有効な事務と考

える。貸出点数や年間貸出率等の指標で判断。 

効率性 Ｂ 

人員体制については新館オープンに伴う煩雑な業務、開館日時の拡

充実施にも少ない人員体制で従事した。ＩＣタグ関連機器稼動が平

成 26 年度から本格実施のため。 

参画と協働のま

ちづくり推進度 
Ｂ 

図書館サービスの提供において、団体や個人のボランティアととも

に図書館サービスの提供を図る仕組みが整ってきた。平成 26 年度か

ら図書館ボランティアの運用が開始されたため。  

 

４．活動指標と成果指標（アウトカム指標）（事務事業調査シートより） 

事

業

の

活

動

指

標

に

基

づ

く

評

価 

指標設定年度 指標名 単位 
平成 24 

年度実績 

平成 25 

年度実績 

平成 26 

年度計画 

平成 26 

年度実績 

平成 17 年度 貸出点数 点 1,947,445 1,686,633 2,440,000 2,036,149 

平成 18 年度 

市民１人当た

りの図書館総

蔵書数 

冊 2.000 2.300 3.300 2.175 

平成 18 年度 
図書館 年間

貸出率 
％ 346.1 264.0 300.0 326.0 

平成 23 年度 実質登録率 ％ 15.8 14.7 19.0 16.6 

平成 23 年度 

年間インター

ネット予約件

数 

件 82,839 80,444 64,000 88,676 

指標とした理由 
市民の図書館利用状況や行政側のサービス提供度合いを測定するととも

に、他自治体との比較（ベンチマーク）を行う基礎的な指標である。 
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計画数値の設定方

法 

平成 23 年度から平成 32 年度の 10 カ年計画である第２次図書館サービス

計画の最終計画年度の目標数値とこれまでの実績値を参考として設定を

行っている。 

実績数値の測定方

法 
図書館情報システムにおける統計処理による。 

実績値の４つの評

価への反映方法 

有効性及び妥当性の評価において、前年度からの増加率等を検証し評価へ

反映している。 

成

果

指

標 

事務事業に対して

成果指標（アウト

カム指標）を適用

することへの所属

の考え方 

個々の事務事業の事業規模によるが、一つの事務事業単位でアウトカムを

設定するには、アウトカムが発生する主となる要因が当該事務事業である

とする因果関係のロジックの成立が困難である。 

所属で考えうる具

体的な成果指標

（アウトカム指

標）案 

市民の誰もが図書館利用により学んだことを社会に還元している人の割合 

 

５．フルコストの考え方（参考値：事務事業調査シートより） 

フ

ル

コ

ス

ト

の

考

え

方 

平成 26 年度実施事業

に関するフルコストの

内容 

直接人件費 間接人件費 直接事業費 間接事業費 フルコスト 

計画値（千円） 16,308 1,867 11,687 - 29,862 

実績値（千円） 14,858 1,779 9,765 - 26,402 

（直接人件費に対し

て）従事職員数の入力

数値についての考え方 

日常サービスを担う図書館維持管理業務に正規職員のウエイトをお

き、新たな図書館サービスに係る当事業については正規職員での２名

分とし、臨時職員については図書館維持管理業務へ引き継いだ。

（6.91 人） 

フルコスト削減努力は

どのように行っている

か 

人員については、図書館情報システム更新に伴いＩＣタグを活用した

サービスを展開したこと、並びに職員のシフトの体制を見直し人件費

削減にあたった。 

 

６．他市の状況（事務事業調査シートより） 

大阪府下の中

核市、特例市

で同様の事務

事業を実施し

ているか（わ

かる範囲内

で） 

大阪府下において、当事業の内容である、開館日の充実等新たな図書館サービス

の実施に向けた検討・実施を行っている市は、箕面市で取り組まれており、「箕

面市知の拠点づくりアクションプラン」のもと、図書館６館体制から２館を新設

し８館体制にするなかで、さまざまなサービスの見直し（開館日の増加、効率

化）を行っている。なお新設の館のうち１館は平成 25 年５月に開館した。 
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７．意見 

（１）業務実態に合致した評価指標の設定について（意見 55） 

図書館サービスの充実事業では、「市民１人当たりの図書館総蔵書数」を活動指標と

しているが、図書館の蔵書購入にかかる支出は、図書館維持管理事業で予算化されて

おり、当該事業で支出されているものではない。 

担当所属では「市民１人当たりの図書館総蔵書数」も図書館サービスの充実を図る

上で重要な指標であるとしているが、図書購入は別事業で行われているため、評価指

標は当該事業の実施努力を反映しない状況となっている。 

平成 26 年度においては、計画値が 3.300 冊に対して実績値が 2.175 冊と、計画を達

成していない状況となっているが、これは図書館維持管理事業の実施努力に影響を受

ける数値であり、当該事業の実施努力とは無関係である。「市民１人当たりの図書館総

蔵書数」は図書館維持管理事業の評価指標とするのが望ましく、当該事業の評価指標

とはなりえない。 

図書館サービスの充実事業では開館時間・日数の延長や図書館ボランティアの育成、

行政資料のデジタル化を推進していることから、別途、それらの実施事業に関連した

評価指標を設定することが必要である。 

 

（２）公設図書館の運営方法の検討について（意見 56） 

図書館サービスの充実事業では、前述のように開館時間・日数の延長等、図書館の

利便性向上に向けた取組みを実施し、平成 26 年度の夜間開館日数は 187 日で、前年度

の 135 日から大幅に増加している。また、夜間開館の実施にあたっては、時間差出勤

や臨時職員等の活用により、効率的に事業を行っている。 

しかし、より効率的かつ効果的な図書館運営を行っていくには、他自治体の公設図

書館の取組みを参考とするとともに、民間事業者のノウハウも積極的に取り入れてい

くことも重要である。 

市は平成 27 年度に開設した龍華図書館において、市設図書館において初めて指定管

理者制度を導入した。既存の八尾図書館、山本図書館、志紀図書館は従来どおり市直

営で運営されているが、指定管理者のノウハウを研究し、より良い取組みは吸収して

いくとともに、現在の龍華図書館の運営状況や利用者の評価を踏まえて検証した上で、

効果が高いとなれば、他の３図書館においても指定管理者による運営について引き続
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き検討されたい。 

 

８．事業を実施するに当たっての監査人の考え 

市民の生活スタイルの変化や情報化社会の進展により、開館時間・日数の延長や行

政資料のデジタル化は引き続き必要と考えられる。また、事業を実施するに当たって、

担当所属では指定管理者制度の導入や職員の時間差出勤、臨時職員等の活用等にも取

り組んではいるが、指定管理者制度等を通じて民間のノウハウを積極的に吸収し、さ

らなる効率的な運営に取組むことが望まれる。 
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No. 25 文化財施設管理運営事務 （担当所属：生涯学習部 文化財課） 

１．事務事業の概要（事務事業調査シートより） 

担当所属 施策名 事務事業コード 事務事業名 事業開始年度 

文化財課 歴史資産などの保全と活用  30103201 
文化財施設管理運

営事務 
昭和 62 年度 

事

務

事

業

の

概

要 

事業対象者 市民、児童、生徒及び歴史を愛好する人々 

事業の目的（意図） 
地域の歴史を語る文化財の保存・活用を図るため、郷土の歴史に対す

る市民の知識と理解を深めるとともに、八尾の魅力発信を進める。 

事業の内容（手段） 
施設の特性や時代性に応じた文化財の展示や講座・講演会等の事業を

展開し、施設の利用者の増加を推進する。 

 

２．事務事業の金額と事後評価推移（事務事業調査シートより） 

事

務

事

業

の

金

額

と

事

後

評

価 

事務事業の金額（千円） 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

予算 

平成 26 年度

実績 

122,458 106,254 110,575 110,575 

平成 26 年度の実

績金額のうち、中

事業名と金額（千

円） 

中事業名 
平成 26 年度 

実績 

財源 その他の 

主な内容 起債 その他 一般財源 

歴史民俗資

料館管理運

営経費 

56,357 - - 56,357 - 

埋蔵文化財

調査セン

ター管理運

営経費 

18,972 - - 18,972 - 

史跡心合寺

山古墳管理

運営経費 

15,122 - - 15,122 - 

安中新田会

所跡旧植田

家住宅管理

運営経費 

20,124 - - 20,124 - 

合計 110,575 - - 110,575 - 

過去の補助金の状

況 

平成 21 年

度実績 

平成 22 年度

実績 

平成 23 年度

実績 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

国補助金（千円） - - - - - 

府補助金（千円） - - - - - 

事業に占める補助

金の割合（％） 
- - - - - 

その他補助金に関

する情報 
- 

事務事業の総合評価 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

Ａ Ａ Ａ 
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３．平成 26 年度事前評価と事後評価（事務事業調査シートより） 

平成 26 年度実施事業に関する事前評価 

評価結果 評価の仕方 評価の理由 

継続 
（担当所属による評価

は｢拡大｣であったが、

実施計画書における市

の最終的な判断により

｢継続｣となった。） 

文化財施設（歴史民俗資料館・埋蔵

文化財調査センター・しおんじやま

古墳学習館・安中新田会所跡旧植田

家住宅）の利用者数の単年度の目標

と利用者の推移により評価。 

利用者数は増加傾向にあり、単年度

の利用者も目標数値を達成してい

る。 

平成 26 年度実施事業に関する事後評価の状況 

４

つ

の

観

点

か

ら

の

評

価 

総合評価算出式 
60×１+10×１+30×１=100 

(有効性Ａ、効率性Ａ、参画と協働Ａより総合評価はＡとなる。) 

観点 評価 評価の内容及びその根拠 

妥当性 Ａ 

展示や講座・体験学習等の多様な市民ニーズに対応できるような事

業が指定管理者により行われ、市民や児童・生徒の歴史学習の場と

して広く利用されており、妥当である。 

有効性 Ａ 
八尾の魅力を発信できるような各文化財施設の特性を活かした展示

や事業の実施は、施設の利用促進を図る上で有効である。 

効率性 Ａ 
指定管理者による文化財施設の管理運営によって、コストの削減と

より充実したサービスの提供を行うことができた。 

参画と協働のま

ちづくり推進度 
Ａ 

市民ボランティアを育成し、文化財施設の管理運営において市民協

働を積極的に進めた。 

 

４．活動指標と成果指標（アウトカム指標）（事務事業調査シートより） 

事

業

の

活

動

指

標

に

基

づ

く

評

価 

指標設定

年度 
指標名 単位 

平成 24

年度実績 

平成 25

年度実績 

平成 26

年度計画 

平成 26

年度実績 

平成 23

年度 
文化財施設の利用者数 人 36,698 37,158 37,400 43,024 

平成 17

年度  

歴史民俗資料館利用者数

【特例市間比較指標】 
人 10,329 11,861 12,500 13,098 

指標とした理由 

地域の文化財の保存・活用を図り、郷土の歴史に対する市民の知識と

理解を深めるため設置した文化財施設を利用した人数を指標とし、そ

の活用度を図る。 

計画数値の設定方法 利用者実績を踏まえて、目標人数を設定する。 

実績数値の測定方法 

文化財施設（歴史民俗資料館・埋蔵文化財調査センター・しおんじや

ま古墳学習館・安中新田会所跡旧植田家住宅）の利用者の合計。 

 

実績値の４つの評価

への反映方法 

文化財施設の展示や事業の実施は利用増加につながるもので、参加者

等の意見を踏まえることで、事業の有効性や妥当性を検証し、次年度

の事業計画等に反映する。 

 

成 事務事業に対して成 現状の指標としている「文化財施設の利用者数」については、展示等
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果

指

標 

果指標（アウトカム

指標）を適用するこ

とへの所属の考え方 

の事業の実施成果であることから、成果指標（アウトカム指標）と考

えている。 

所属で考えうる具体

的な成果指標（アウ

トカム指標）案 

文化財施設の利用者数 

 

５．フルコストの考え方（参考値：事務事業調査シートより） 

フ

ル

コ

ス

ト

の

考

え

方 

平成 26 年度実施事

業に関するフルコ

ストの内容 

直接人件費 間接人件費 直接事業費 間接事業費 フルコスト 

計画値（千円） 4,892 8,117 108,823（注） - 121,832 

実績値（千円） 4,457 8,409 110,575 - 123,441 

（直接人件費に対

して）従事職員数

の入力数値につい

ての考え方 

各文化財施設の管理運営に対して必要な調整や事務処理等に係る従事職

員数 

フルコスト削減努

力はどのように

行っているか 

指定管理者制度を導入し、施設の管理主体を公募することによって、良

質でかつ安価な市民サービスを提供している。 

 (注) 当初予算時の数値である。 

６．他市の状況（事務事業調査シートより） 

大阪府下の中

核市、特例市

で同様の事務

事業を実施し

ているか（わ

かる範囲内

で） 

大阪府の近つ飛鳥博物館や弥生文化博物館、大阪市の大阪歴史博物館や大阪城天

守閣、堺市の歴史文化にぎわいプラザ等の文化財施設で、本市と同様に指定管理

者制度による文化財施設の運営を行っている。 

 

７．意見 

（１）事務事業の評価指標の追加設定について（意見 57） 

文化財施設管理運営事務においては、施設管理に指定管理者制度を導入している。

当該事業では、「文化財施設の利用者数」を活動指標としているが、管理する文化財施

設には、歴史民俗資料館、埋蔵文化財調査センター、しおんじやま古墳学習館、安中

新田会所跡旧植田家住宅の４施設あり、４施設合計の利用者数が評価指標となってい

る。 
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担当所属では、施設毎のデータは市議会等あらゆる機会に開示しており、事業全体

を評価する指標としては４施設合計の利用者数で問題ないとしているが、４施設合計

の数値とした場合、各文化財施設の利用者数の増減が相殺されてしまい、利用者数に

課題のある施設がある場合にその状況が見えなくなるというおそれがある。 

また、文化財施設の役割は利用者数で一義的に評価できるものではなく、利用者の

満足度や地域住民の参画、協働の状況も評価指標として考慮すべきものである。 

評価指標として４施設合計の利用者数を開示するのみではなく、各施設の利用者数

や指定管理者や市が利用者に実施しているアンケート調査の内容、市民ボランティア

や住民組織等のイベント数等を設定し、多面的な評価を行うことを検討すべきである。 

 

８．事業を実施するに当たっての監査人の考え 

文化財施設の利用者数は増加傾向にあり、各種イベント等の開催も活発になされて

いることから、利用者ニーズに対応した運営がなされていると評価できる。また、指

定管理者制度を導入し、市の関与が必要な埋蔵文化財調査センターを除き公募で指定

管理者を募集していることから、運営方法も効率的に行われている。しかし、評価指

標が４施設合計の利用者数のみであることから、アンケート調査結果やイベント数等

を新たに設定し、多面的な評価を行うことが望まれる。 
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No. 26 学力向上推進事業 （担当所属：学校教育部 指導課） 

１．事務事業の概要（事務事業調査シートより） 

担当所属 施策名 事務事業コード 事務事業名 事業開始年度 

指導課 
知徳体のバランスのとれた小

中学生の育成 
20201101 学力向上推進事業 平成 17 年度 

事

務

事

業

の

概

要 

事業対象者 市立学校の児童生徒、教職員 

事業の目的（意図） 

八尾市の児童生徒が基礎・基本を確実に身につけ、それを基に自ら学

び自ら考える力を育成する。 

各学校が教育課程の実施状況について各教科の目標や内容の実現状況

を把握し、指導上の問題点は何かを明らかにしたり、指導方法の工夫

改善を図ったりすることができる。また、中学校区単位での授業改善

等を行うことで、９年間を見据えた教育の充実につながる。 

事業の内容（手段） 

全国学力・学習状況調査結果の分析等による、本市の課題を踏まえ、 

①学力向上支援会議の立ち上げ及び、各学校の授業改善等の課題への

指導助言。 

②各中学校区を単位とした授業改善や校種間連携について先進的な研

究を進め、取り組み成果の発信を行う。また、きめ細かな指導を推進

するため少人数授業等「確かな学力」を育成する教育課程の編成・実

施に努める。 

③小学校における専科指導について研究を進める。 

 

２．事務事業の金額と事後評価推移（事務事業調査シートより） 

事

務

事

業

の

金

額

と

事

後

評

価 

事務事業の金額（千円） 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

予算 

平成 26 年度

実績 

4,955 13,408 14,436 13,915 

平成 26 年度の実績

金額のうち、中事業

名と金額（千円） 

中事業名 

平成 26

年度 

実績 

財源 その他の 

主な内容 起債 その他 一般財源 

学力向上推進

事業 
13,915  -  - 13,915 - 

合計 13,915  -  - 13,915 - 

過去の補助金の状況 
平成 21 年度

実績 

平成 22 年度

実績 

平成 23 年度

実績 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

国補助金（千円）  -  -  -  - -  

府補助金（千円）  21,954  21,668  -  -  - 

事業に占める補助金

の割合（％） 
82  83  -  -  - 

その他補助金に関す

る情報 

平成 22 年度まで府から大阪府市町村プロジェクト事業補助金を受けてい

た。 

事務事業の総合評価 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

Ｂ Ｂ Ｂ 
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３．平成 26 年度事前評価と事後評価（事務事業調査シートより） 

平成 26 年度実施事業に関する事前評価 

評価結果 評価の仕方 評価の理由 

継続 
（担当所属による評価

は｢拡大｣であったが、

実施計画書における市

の最終的な判断により

｢継続｣となった。） 

八尾市の全国学力・学習状況調査の

対全国比で評価した。 

指標である全国学力・学習状況調査

の平均正答率が 0.93 であり、全国

との差が 0.1 未満という結果から、

本事業が学力向上に寄与していると

判断した。 

平成 26 年度実施事業に関する事後評価の状況 

４

つ

の

観

点

か

ら

の

評

価 

総合評価算出式 

60×0.8+10×１+30×0.8=82 

（有効性Ｂ、効率性Ａ、参画と協働Ｂより総合評価はＡとなるが、妥当性評

価がＢのため、最終的な事務事業の総合評価もＢとした。） 

観点 評価 評価の内容及びその根拠 

妥当性 Ｂ 

各学校が自校の課題を客観的に把握することで、基礎基本の定着を図

り、「生きる力」を育成する。学力に関する保護者、市民の関心は高

い。 

有効性 Ｂ 

全国学力・学習状況調査の平均点を１とし、１以上を目標として基礎

学力の定着に力を入れるとともに、各学校において授業改善に取組ん

でいる。基礎のＡ問題については全国とほぼ同水準を維持できている

が、応用のＢ問題については進捗が遅れている。 

効率性 Ａ 
各学校の課題とともに市全体の課題を明らかにすることができる適切

な方法である。 

参画と協働のま

ちづくり推進度 
Ｂ 

調査結果に基づく学習の課題を明らかにすることで、家庭や地域の教

育力の向上にも寄与することができる。また、次世代育成のためには

欠かすことができない。 

 

４．活動指標と成果指標（アウトカム指標）（事務事業調査シートより） 

事

業

の

活

動

指

標

に

基

づ

く

評

価 

指標設定年度 指標名 単位 
平成 24

年度実績 

平成 25

年度実績 

平成 26

年度計画 

平成 26

年度実績 

平成 17 年度 

全国学力・学習状況調

査の平均正答率の全国

比 

- －(注) 0.96 1.00 0.93 

指標とした理由 

各学校が自校の課題を客観的に把握するという意味で、全小中学校で一

斉に調整しているため、「全国学力・学習状況調査の平均正答率の全国

比」を指標にするのが適当であると考えた。 

計画数値の設定方法 全国学力・学習状況調査の全国平均正答率である。 

実績数値の測定方法 全国学力・学習状況調査の平均正答率の全国比である。 

実績値の４つの評価

への反映方法 

有効性において、計画値に対する達成度を算出し、評価に反映させてい

る。 

成

果

事務事業に対して成

果指標（アウトカム

本事業の指標である「全国学力・学習状況調査の平均正答率の全国比」

は、成果指標（アウトカム指標）であり、学力向上の目安となり得ると
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指

標 

指標）を適用するこ

とへの所属の考え方 

考えている。 

所属で考えうる具体

的な成果指標（アウ

トカム指標）案 

全国学力・学習状況調査の平均正答率の全国比 

(注) 東日本大震災の影響のため、全国学力・学習状況調査が実施されていない。 

５．フルコストの考え方（参考値：事務事業調査シートより） 

フ

ル

コ

ス

ト

の

考

え

方 

平成 26 年度実施事業

に関するフルコストの

内容 

直接人件費 間接人件費 直接事業費 間接事業費 フルコスト 

計画値（千円） 7,810 1,508 14,436 76 23,830 

実績値（千円） 7,137 1,499 13,915 65 22,616 

（直接人件費に対し

て）従事職員数の入力

数値についての考え方 

総括 0.1 人 学力事業 0.4 人 教育フォーラム 0.15 教育課程 0.2 人 

学力調査分析 0.1 人  

フルコスト削減努力は

どのように行っている

か 

教育フォーラムを他所属と共同開催する等して、コスト削減に努めて

いる。 

 

６．他市の状況（事務事業調査シートより） 

大阪府下の中

核市、特例市

で同様の事務

事業を実施し

ているか（わ

かる範囲内

で） 

他市においても、学力向上は喫緊の課題であり、様々な事業展開を行っている。 

 

７．意見 

（１）多様な評価指標の設定について（意見 58） 

学力向上推進事業では、活動指標を「全国学力・学習状況調査の平均正答率の全国

比」とし、他の評価指標を設定していない。担当所属では「全国学力・学習状況調査

の平均正答率が学力のすべてを反映したものではないが、各学校が自校の課題を客観

的に把握でき、成果指標（アウトカム指標）の一つとして用いることが可能である」

としているが、実施事業との関連性が明確ではなく、当該数値のみで事業の有効性を

判断するのは難しいと考える。 



 

134 

 

全国学力・学習状況調査では学力テストの他、学習状況の調査も実施しており、学

力向上に関連する読書時間や宿題、予習・復習、授業の理解度等もデータとして集計

されている。平成 26 年度は、「国語の授業の内容はよく分かりますか」「算数・数学の

授業の内容はよく分かりますか」との設問において、「当てはまる」「どちらかといえ

ば当てはまる」と回答した割合が小学校、中学校ともに前年度を下回っており、また

全国平均も下回っている。 

学力向上には児童生徒の理解はもちろん、教師の指導力向上も必要であり、読書や

宿題、予習・復習等教育環境の整備も考慮すべきである。当該事業では、学力テスト

や学習状況調査のデータを活用する等多様な評価指標を設定し、実施事業の関連性に

おいて客観的な分析を実施することにより、必要な事業展開を図ることを検討すべき

である。 

 

８．事業を実施するに当たっての監査人の考え 

全国学力・学習状況調査の平均正答率が全国平均を下回っている現状ではあるが、

市民の関心が高い領域であり、将来の八尾市を担う人材を育成するため、長期的な視

点で評価すべき事業である。教育の効果はテストの成績だけで測れるものではないが、

多面的な評価を行い、引き続き八尾市の全体的な教育水準を高めていくことが求めら

れる。 
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No. 27 学校図書館活用推進事業 （担当所属：学校教育部 指導課） 

１．事務事業の概要（事務事業調査シートより） 

担当所属 施策名 事務事業コード 事務事業名 事業開始年度 

指導課 
知徳体のバランスのとれた小

中学生の育成 
20201102 

学校図書館活用推

進事業 
平成 20 年度 

事

務

事

業

の

概

要 

事業対象者 八尾市立学校の児童生徒 

事業の目的（意図） 
児童・生徒の学習に対してより効果的な図書活用・読書活動の充実が

図られる。 

事業の内容（手段） 

魅力ある図書館づくりをおこない、児童・生徒の学校図書館利用を促

進するために、各中学校区毎に学校図書館サポーターを配置する。 

図書館サポーターを中心に図書館の整備をおこない、新たな購入図書

の計画も含めた蔵書管理と図書館の効果的な活用を図る。 

 

２．事務事業の金額と事後評価推移（事務事業調査シートより） 

事

務

事

業

の

金

額

と

事

後

評

価 

事務事業の金額（千円） 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

予算 

平成 26 年度

実績 

20,418 20,124 17,697 17,254 

平成 26 年度の実

績金額のうち、中

事業名と金額（千

円） 

中事業名 
平成 26 年度 

実績 

財源 その他の 

主な内容 起債 その他 一般財源 

学校図書館

活用推進事

業 

17,254  -  - 17,254 - 

合計 17,254  -  - 17,254 - 

過去の補助金の状

況 

平成 21 年

度実績 

平成 22 年度

実績 

平成 23 年度

実績 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

国補助金（千円） -   -  -  -  - 

府補助金（千円）  -  10,845  10,353  -  - 

事業に占める補助

金の割合（％） 
 -  57  52  -  - 

その他補助金に関

する情報 

 大阪府安心子ども基金特別対策事業費補助金（平成 22 年度・平成 23 年

度） 

事務事業の総合評価 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

Ａ Ａ Ａ 

 

３．平成 26 年度事前評価と事後評価（事務事業調査シートより） 

平成 26 年度実施事業に関する事前評価 

評価結果 評価の仕方 評価の理由 

継続 
学校図書館図書標準に対する図書の充足

率で評価した。 

学校図書館図書標準に対する図書の

充足率が向上していることで、本事

業の効果が表れていると判断した。 
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平成 26 年度実施事業に関する事後評価の状況 

４ 

つ

の

観

点

か

ら

の

評

価 

総合評価算出式 

60×0.8+10×１+30×１=88 

（有効性Ｂ、効率性Ａ、参画と協働Ａより総合評価はＡとなる。また妥当

性評価がＡのため、最終的な事務事業の総合評価もＡとした。） 

観点 評価 評価の内容及びその根拠 

妥当性 Ａ 

学校図書館を小中学生のために有効活用することは、市民に期待

されていることであり、図書館サポーターの働きにより学校図書

館を活用するとは、その期待に十分応えている。 

有効性 Ｂ 

平成 26 年度実績値において、貸出冊数が増加し、単年度の計画値

通りの数値である。図書の充足率も計画以上の数値であり、これ

を児童・生徒の読解力の向上に繋げていきたい。 

効率性 Ａ 
短時間勤務の有償ボランティアという形で、図書館サポーター事

業を推進しており、費用対効果が高い状態で成果を上げている。 

参画と協働のまち

づくり推進度 
Ａ 

市民のボランティア活動として読み聞かせ等に協力していただい

たり、支援して頂けるまちづくり協議会もある。 

 

４．活動指標と成果指標（アウトカム指標）（事務事業調査シートより） 

事

業

の

活

動

指

標

に

基

づ

く

評

価 

指標設定年度 指標名 単位 
平成 24 

年度実績 

平成 25 

年度実績 

平成 26 

年度計画 

平成 26 

年度実績 

平成 20 年度 

学校図書館図書標準

に対する図書の充足

率 

％ 73 75 74 79 

平成 21 年度 

市内全小・中学校学

校図書館の貸出冊数

の合計 

冊 421,146 386,640 425,000 409,073 

平成 24 年度 

全国学習力状況調査

国語Ｂの読解力の向

上（全国平均を上回

る） 

1.0 0.990 0.950 1.040 0.920 

指標とした理由 

学校図書の充足率をみることで、児童・生徒の学習に対してより効果的

な図書活用・読書活動の充実度が見て取れるため、「学校図書館図書標

準に対する図書の充足率」を指標とすることが適当であると考えた。 

計画数値の設定方法 学校図書館図書標準に対する図書の予定充足率である。 

実績数値の測定方法 学校図書館図書標準に対する図書の充足率である。 

実績値の４つの評価

への反映方法 

有効性において、計画値に対する達成度を算出し、評価に反映させてい

る。 

成

果

指

標 

事務事業に対して成

果指標（アウトカム

指標）を適用するこ

とへの所属の考え方 

本事業の特性により、学校図書館の環境整備が最重要課題であることか

ら、学校図書の充足率をみることが指標として重要である。図書館教育

の充実の観点から、満足度等の成果指標（アウトカム指標）も検討する

必要があると考える。 
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所属で考えうる具体

的な成果指標（アウ

トカム指標）案 

図書館教育の満足度 

 

５．フルコストの考え方（事務事業調査シートより） 

フ

ル

コ

ス

ト

の

考

え

方 

平成 26 年度実施事業

に関するフルコストの

内容 

直接人件費 間接人件費 直接事業費 間接事業費 フルコスト 

計画値（千円） 2,102 1,342 17,697 68 21,209 

実績値（千円） 1,937 1,336 17,254 58 20,585 

（直接人件費に対し

て）従事職員数の入力

数値についての考え方 

サポーター配置・調整業務 0.2 人 サポーター研修 0.05 人 

フルコスト削減努力は

どのように行っている

か 

配置の組み合わせ方を工夫する等、コスト削減に努めている。 

 

６．他市の状況（事務事業調査シートより） 

大阪府下の中

核市、特例市

で同様の事務

事業を実施し

ているか（わ

かる範囲内

で） 

全国的に図書館教育の充実が叫ばれているため、他市においても、様々な事業展

開を行っている。 

 

７．結果 

（１）活動指標の実績値の誤り（結果４） 

学校図書館活用推進事業では、活動指標の一つを「市内全小・中学校図書館の貸出

冊数の合計」と設定しているが、平成 26 年度の実績は 409,073 冊であるのにも関わら

ず、事後評価報告書の数値は 425,000 冊となっていた。 

平成 26 年度の計画値が 425,000 冊であり、計画値をそのまま実績値に入力したこと

が原因である。活動指標は評価の基礎となる数値であり、市民にもインターネット等

で公開する数値であるため、担当所属内部でクロスチェックを実施し、誤りを防ぐべ

きである。 
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８．意見 

（１）業務実態に合致した評価指標の設定について（意見 59） 

学校図書館活用推進事業では、「学校図書館図書標準に対する図書の充足率」を活動

指標としているが、学校図書館における図書購入に係る支出は、学校園運営管理事業

で予算化されており、当該事業で支出されているものではない。 

学校図書館図書標準とは公立義務教育諸学校の学校図書館に整備すべき蔵書の標準

として文部科学省が定めたものであり、学校の種類別に学級数に応じた蔵書冊数が定

められている。例えば小学校で 18 学級の場合は 10,360 冊、中学校で 15 学級の場合は

10,720 冊が標準とされる。当該標準に対する図書の充足率が高いことは蔵書数が多い

ことを意味し、蔵書数が多いほど学校図書館の利便性が高まると考えられるが、図書

購入は別事業で行われているため、評価指標が当該事業の実施努力を反映しない状況

となっている。 

平成 26 年度においては、計画値が 74.0％に対して実績値が 75.5％と計画を達成し

ている状態ではあるが、これは学校園運営管理事業の実施努力で達成された数値であ

り、当該事業の実施努力とは無関係である。「学校図書館図書標準に対する図書の充足

率」は学校園運営管理事業の評価指標の一つとするのが望ましく、当該事業の評価指

標とはなりえない。 

評価指標としては、この他に「市内全小・中学校学校図書館の貸出冊数の合計」等

があるが、貸出冊数の合計では少子化社会の進展により、事業努力に関わらず減少し

てしまうことが想定されるため、追加の評価指標として、児童生徒 1 人当たりの貸出

数等を設定することも検討すべきである。 

 

９．事業を実施するに当たっての監査人の考え 

学校図書館法で学校図書館には学校司書を配置することが求められており（学校図

書館法第６条第１項）、児童生徒の読書環境を改善するためにも、学校教育上必要な事

業である。また、短時間勤務の有償ボランティアを活用することにより効率的かつ効

果的に事業が実施されている。一方、評価指標の設定については事業実施努力が反映

しないものが選定されているため、新たな評価指標の設定を検討することが望まれる。 
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No. 28 英語教育推進事業 （担当所属：学校教育部 指導課） 

１．事務事業の概要（事務事業調査シートより） 

担当所属 施策名 事務事業コード 事務事業名 事業開始年度 

指導課 
知徳体のバランスのとれた小

中学生の育成 
20201104 英語教育推進事業 平成 18 年度 

事

務

事

業

の

概

要 

事業対象者 八尾市立学校の児童生徒 

事業の目的（意図） 

英語における基礎学力の向上を図るとともに、英語に触れたり、外

国の生活や文化に慣れ親しんだりすることにより、国際的感覚を身

につける。 

事業の内容（手段） 

外部事業者との派遣契約により英語指導者（以下、ＮＥＴという）

を配置し、国際社会を生きる基礎となる教育を推進するとともに、

中学校での英語教育の充実と小学校での英語活動を実施する。 

 

２．事務事業の金額と事後評価推移（事務事業調査シートより） 

事

務

事

業

の

金

額

と

事

後

評

価 

事務事業の金額（千円） 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

予算 

平成 26 年度

実績 

66,497 101,233 105,615 104,026 

平成 26 年度の実績

金額のうち、中事業

名と金額（千円） 

中事業名 

平成 26

年度 

実績 

財源 その他の 

主な内容 起債 その他 一般財源 

英語教育推進

事業 
104,026  -  - 104,026 - 

合計 104,026  -  - 104,026 - 

過去の補助金の状況 
平成 21 年度

実績 

平成 22 年度

実績 

平成 23 年度

実績 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

国補助金（千円）  -  -  -  -  - 

府補助金（千円）  -  -  1,543  1,633  1,632 

事業に占める補助金

の割合（％） 
 -  - ３  ３  ２  

その他補助金に関す

る情報 

平成 25 年度まで府から使える英語プロジェクト事業費補助金を受けてい

た。 

事務事業の総合評価 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

Ａ Ａ Ａ 

 

３．平成 26 年度事前評価と事後評価（事務事業調査シートより） 

平成 26 年度実施事業に関する事前評価 

評価結果 評価の仕方 評価の理由 

継続 
（担当所属による評価は

｢拡大｣であったが、実施計

画書における市の最終的な

判断により｢継続｣となっ

た。） 

ＮＥＴの小学校英語活動の年間

従事時間で評価した。 

ＮＥＴの小学校英語活動の年間従事

時間を十分確保することができ、Ｎ

ＥＴと小学生との触れ合う機会を多

くもつことができたと判断したた

め。 
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平成 26 年度実施事業に関する事後評価の状況 

４

つ

の

観

点

か

ら

の

評

価 

総合評価算出式 

60×１+10×１+30×１=100 

（有効性Ａ、効率性Ａ、参画と協働Ａより総合評価はＡとなる。また妥当

性評価がＡのため、最終的な事務事業の総合評価もＡとした。） 

観点 評価 評価の内容及びその根拠 

妥当性 Ａ ネイティブスピーカーによる英語教育は市民の関心が高い。 

有効性 Ａ 指標の実績値は計画値を大きく上回っている。 

効率性 Ａ 実施は適正に行われている。 

参画と協働のまち

づくり推進度 
Ａ 

学校通信や学年通信等によりＮＥＴの取組みは広く市民に公開さ

れている。 

 

４．活動指標と成果指標（アウトカム指標）（事務事業調査シートより） 

事

業

の

活

動

指

標

に

基

づ

く

評

価 

指標設定年度  指標名 単位 
平成 24 

年度実績 

平成 25 

年度実績 

平成 26 

年度計画 

平成 26 

年度実績 

平成 18 年度 
ＮＥＴの小学校英語

活動の年間従事時間 
時間 4,110 5,672 3,456 5,247 

指標とした理由 

ＮＥＴの小学校英語活動の年間従事時間を確保することが、小学生が

英語に触れることにつながるため、「ＮＥＴの小学校英語活動の年間

従事時間」を指標とすることが適当であると考えた。 

計画数値の設定方法 
ＮＥＴの八尾市全小学校における英語活動の年間従事予定時間であ

る。 

実績数値の測定方法 ＮＥＴの八尾市全小学校における英語活動の年間従事時間である。 

実績値の４つの評価

への反映方法 

有効性において、計画値に対する達成度を算出し、評価に反映させて

いる。 

成

果

指

標 

事務事業に対して成

果指標（アウトカム

指標）を適用するこ

とへの所属の考え方 

ＮＥＴを小中学校に派遣することで、より英語に触れたり、外国の生

活や文化に慣れ親しんだりすることにより、どれだけ国際的感覚を身

につけることができたかを客観的に数値化することは困難なため、成

果指標（アウトカム指標）を適用することは難しいと考える。 

所属で考えうる具体

的な成果指標（アウ

トカム指標）案 

学校における英語教育の充実度 
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５．フルコストの考え方（参考値：事務事業調査シートより） 

フ

ル

コ

ス

ト

の

考

え

方 

平成 26 年度実施事業

に関するフルコストの

内容 

直接人件費 間接人件費 直接事業費 間接事業費 フルコスト 

計画値（千円） 2,102 7,301 105,615 368 115,386 

実績値（千円） 1,937 7,325 104,026 318 113,606 

（直接人件費に対し

て）従事職員数の入力

数値についての考え方 

ＮＥＴ配置・調整業務 0.2 人 

フルコスト削減努力は

どのように行っている

か 

配置の組み合わせ方を工夫する等、コスト削減に努めている。 

 

６．他市の状況（事務事業調査シートより） 

大阪府下の中

核市、特例市

で同様の事務

事業を実施し

ているか（わ

かる範囲内

で） 

他市においても、英語教育は喫緊の課題であり、様々な形態で外部人材を派遣し

ている。 

 

７．意見 

（１）英語教育に関心をもつ機会の提供について（意見 60） 

英語教育推進事業は平成 26 年度の事務事業評価における「参画と協働のまちづくり

推進度」に関して、Ａと評価されている。その内容及び根拠として「学校通信や学年

通信等によりＮＥＴの取組みは広く市民に公開されている」としているが、学校通信

や学年通信は児童生徒やその保護者しか接しないものであり、幅広い市民が参画し、

協働したかという視点としては根拠が不十分である。 

担当所属は「国際交流という観点からは、公益財団法人八尾市国際交流センターが

実施している多言語スピーチコンテストがあり、指導課としても協力はしているが、

多言語スピーチコンテストを当該事業の活動の一つとは見なせない。学校教育活動の

中で実施する英語教育の事業において、参画と協働のまちづくりの観点から評価する

のは難しい」としているが、今後は根拠に基づいた評価をしていくとのことである。 

しかし、引き続き英語教育の重要性を市民にアピールするため、現状実施している

小学生中学生英語暗誦大会等を通じて、英語教育に関する啓蒙活動を実施する取組み
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も参画と協働のまちづくりの視点から検討されたい。 

 

（２）成果指標（アウトカム指標）の設定について（意見 61） 

英語教育推進事業は評価指標として「ＮＥＴの小学校英語活動の年間従事時間」を

設定しているが、委託業者が市の計画どおりに業務を実施すれば達成できる指標にす

ぎず、この指標により「英語における基礎学力の向上」や「国際的感覚を身につける」

といった目的が達成されたか判断するのは困難である。このように、現行の指標はい

わゆる活動指標にすぎないため、事務事業評価を有効に実施するためには新たに成果

指標（アウトカム指標）を設定することが望まれる。 

当該事業の平成 26 年度予算編成では、当初「英語能力判定テスト」の実施が計画さ

れていたが一度却下され、新たに平成 27 年度に学力向上推進事業の予算で当該テスト

が実施されることになった。 

「英語における基礎学力の向上」を達成したか判断するためには、当該テストの結

果、例えば、テストの正答率や前年度との比較値等が成果指標（アウトカム指標）と

なり得るため、他事業で実施するテストではあるが、成果指標（アウトカム指標）と

しての活用を検討されたい。 

 

８．事業を実施するに当たっての監査人の考え 

英語教育の重要性や府下全自治体で同種事業が実施されていることから、実施する

ことが望まれる事業である。現状、ＮＥＴの派遣に重点が置かれているが、小学生中

学生英語暗誦大会等を通じて、英語教育の必要性に対する啓蒙を行うとともに市民に

事業をアピールし、市の英語教育に対して市民の積極的な参画や協働を求めていくこ

とも必要である。 
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No. 29 子どもが輝く学校園づくり総合支援事業 （担当所属：学校教育部 指導課） 

１．事務事業の概要（事務事業調査シートより） 

担当所属 施策名 事務事業コード 事務事業名 事業開始年度 

指導課 
知徳体のバランスのとれ

た小中学生の育成 
20201106 

子どもが輝く学校園づく

り総合支援事業 
平成 23 年度 

事

務

事

業

の

概

要 

事業対象者 八尾市立学校の児童生徒 

事業の目的（意図） 
学校園における幼児・児童・生徒や地域の実態に応じた活動及び特色あ

る学校園づくりを推進できる。 

事業の内容（手段） 

予算の範囲内で学校園長が子どもや地域の実態に応じた学校園独自の計

画を立案し、市教委がその内容を精査のうえ、事業費を学校園長に交付

する。 

 

２．事務事業の金額と事後評価推移（事務事業調査シートより） 

事

務

事

業

の

金

額

と

事

後

評

価 

事務事業の金額（千円） 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

予算 

平成 26 年度

実績 

25,049 25,100 22,115 22,064 

平成 26 年度の実績金

額のうち、中事業名

と金額（千円） 

中事業名 

平成 26

年度 

実績 

財源 その他の 

主な内容 起債 その他 一般財源 

子どもが輝

く学校園づ

くり総合支

援事業 

22,064  -  - 22,064 - 

合計 22,064  -  - 22,064 - 

過去の補助金の状況 
平成 21 年度

実績 

平成 22 年度

実績 

平成 23 年度

実績 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

国補助金（千円）  -  -  -  -  - 

府補助金（千円）  -  - 15,375  22,403  19,196  

事業に占める補助金

の割合（％） 
 -  - 100  89  77  

その他補助金に関す

る情報 
平成 25 年度まで府から地域福祉・子育て支援交付金を受けていた。 

事務事業の総合評価 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

Ａ Ａ Ａ 

 

３．平成 26 年度事前評価と事後評価（事務事業調査シートより） 

平成 26 年度実施事業に関する事前評価 

評価結果 評価の仕方 評価の理由 

縮小 
（担当所属による評価は

｢継続｣であったが、実施計

画書における市の最終的な

判断により｢縮小｣となっ

た。） 

総合的な学習の時間数の達成で

評価した。 

学校園における特色ある学校づくり

には、総合的な学習の時間数の確保

が重要であると判断した。 
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平成 26 年度実施事業に関する事後評価の状況 

４

つ

の

観

点

か

ら

の

評

価 

総合評価算出式 

60×１+10×１+30×１=100 

（有効性Ａ、効率性Ａ、参画と協働Ａより総合評価はＡとなる。また妥当

性評価がＡのため、最終的な事務事業の総合評価もＡとした。） 

観点 評価 評価の内容及びその根拠 

妥当性 Ａ 
保護者のニーズも高い・「総合的な学習」の内容を充実させるた

めに財政的な支援は必要である。 

有効性 Ａ 目標どおりの実績が達成された。 

効率性 Ａ 
地域や学校のニーズに応じた教育改革を進めるためには、学校長

の裁量で行うことが最も効果的である。 

参画と協働のまち

づくり推進度 
Ａ 

地域の意見に耳を傾けるとともに、地域人材の活用を進めてい

る。 

 

４．活動指標と成果指標（アウトカム指標）（事務事業調査シートより） 

事

業

の

活

動

指

標

に

基

づ

く

評

価 

指標設定年度 指標名 単位 
平成 24 

年度実績 

平成 25 

年度実績 

平成 26 

年度計画 

平成 26 

年度実績 

平成 23 年度 
総合的な学習の

時間数の達成 
％ 100 100 100 100 

指標とした理由 

学校園における特色ある学校園づくりを推進するためには、総合的な

学習の時間の確保が必要であるため、「総合的な学習の時間数の達

成」を指標とすることが適当であると考えた。 

計画数値の設定方法 総合的な学習の時間数の予定達成率である。 

実績数値の測定方法 総合的な学習の時間数の達成率である。 

実績値の４つの評価

への反映方法 

有効性において、計画値に対する達成度を算出し、評価に反映させて

いる。 

成

果

指

標 

事務事業に対して成

果指標（アウトカム

指標）を適用するこ

とへの所属の考え方 

学校園における特色ある学校園づくりを推進するためには、総合的な

学習の時間の確保が必要である。ただし、各学校園における幼児・児

童・生徒や地域の実態に応じた活動及び特色ある学校園づくりが推進

されているかどうかについては、満足度等の成果指標（アウトカム指

標）を用いる必要もあると考える。 

所属で考えうる具体

的な成果指標（アウ

トカム指標）案 

本事業における満足度 
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５．フルコストの考え方（参考値：事務事業調査シートより） 

フ

ル

コ

ス

ト

の

考

え

方 

平成 26 年度実施事業

に関するフルコストの

内容 

直接人件費 間接人件費 直接事業費 間接事業費 フルコスト 

計画値（千円） 2,917 1,697 22,115 85 26,814 

実績値（千円） 2,680 1,724 22,064 75 26,543 

（直接人件費に対し

て）従事職員数の入力

数値についての考え方 

総括 0.05 人 会計・運用管理 0.3 人 

フルコスト削減努力は

どのように行っている

か 

計画書を作成する等し、計画的な経費運用することで、コスト削減に

努めている。 

 

６．他市の状況（事務事業調査シートより） 

大阪府下の中

核市、特例市

で同様の事務

事業を実施し

ているか（わ

かる範囲内

で） 

不明 

 

７．意見 

（１）事業目的の明確化及び目的に合致した使途の確認について（意見 62） 

子どもが輝く学校園づくり総合支援事業は、平成 23 年度まで実施されていた９事務

事業を統合・再構築された事業であり、その目的は学力向上から教職員の資質向上ま

で多種多様に及んでいる。特色ある学校園づくりには学校長の裁量により一定程度の

予算を確保することも必要ではあるが、学校園管理運営事業等他事業の補完となって

いるのであれば、特色ある学校園づくりには関連性は低く、当該他事業において支出

すべきであるため、事業目的を明確化し、計画書や実施報告書の内容を精査すること

が必要である。 

監査人がサンプル抽出したＡ中学校では、部活動・クラブ活動の振興に 255,300 円、

体験的な学習機会の有効活用に 131,032 円、環境美化・環境保全・環境教育に 88,972

円、安全・安心に 140,696 円が支出されているが、このうち、安全・安心事業は学校

安全サポーターの人件費であり、「学校園安全対策推進事業」（No.23 参照）と重複す

るものである。また、環境美化・環境保全・環境教育も校舎の修繕に支出されている
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ものがあり、校舎の修繕に関しては本来、学校園管理運営事業において支出すべきも

のと考える。 

特に、当該サンプルの環境美化・環境保全・環境教育に関する支出においては、宛

名や明細がなく内容が不明なものが８件あることから、担当所属においては事業目的

に合致した使途の確認や添付書類に関する指導を適切に実施することが求められる。 

 

（２）他自治体における実施状況の調査と比較検討について（意見 63） 

子どもが輝く学校園づくり総合支援事業は上記のように、多種多様な事業を整理し

て再構成された事業のため、他自治体における同種事業の実施状況は「不明」として

いるが、学校園の規模に応じて 88,000 円～616,000 円支給している金額の妥当性を検

討するには他自治体での実施状況を調査することが必要である。すなわち従来の事業

内容や予算額を踏襲するのではなく、他自治体での実施状況や支給金額を調査した上

で、事業内容を見直し、支給対象や支給金額を設定すべきである。 

しかし、魅力ある学校園づくりには各学校園一律に実施される事業よりも、学校長

の裁量で実施可能な予算枠の設定も必要であると認められることから、市民に明瞭な

形で「子どもが輝く学校園づくり」を定義した上で、事業内容を再構築し、妥当な支

給金額を設定することが求められる。 

 

（３）活動指標の設定における合理性について（意見 64） 

子どもが輝く学校園づくり総合支援事業では、「総合的な学習の時間数の達成」を活

動指標の一つとしており、平成 26 年度は計画値、実績値ともに 100％となり、目標を

達成している。しかし、総合的な学習の時間は学校教育法施行規則第 50 条や学習指導

要領等で定められたものであり、100％を達成する必要がある。したがって、「総合的

な学習の時間数の達成」を評価指標とした場合、実際の業務実施努力と関係なく目標

が達成されるため、評価指標として相応しくないと考える。 

活動指標としても、成果指標（アウトカム指標）としても業務実施努力が数値に反

映する指標とすることが望ましく、「地域や学校、児童の実態に応じて、教科の枠を超

えた横断的・総合的な学習、探求的な学習、児童の興味・関心等に基づく学習等創意

工夫を生かした教育活動を行うこと」といった総合学習の目的に沿った新たな評価指

標を設定することを検討すべきである。 
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８．事業を実施するに当たっての監査人の考え 

魅力的な学校園づくりや総合学習の支援としながら、実際には経常的に発生する経

費の補助となっている部分も少なくない。多種多様な事業を統合した結果、現状、事

業費は幅広い事業内容に使用可能とされているが、「子どもが輝く学校園づくり」に求

められる事業内容や妥当な事業費を再検討し、その目的に合致する内容を当該事業で

実施することが望まれる。 
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No. 30 学校ＩＣＴ活用事業 （担当所属：学校教育部 教育サポートセンター） 

１．事務事業の概要（事務事業調査シートより） 

担当所属 施策名 事務事業コード 事務事業名 事業開始年度 

教育サポートセ

ンター 

知徳体のバランスのとれ

た小中学生の育成 
20201301 

学校ＩＣＴ活

用事業 
平成 23 年度 

事

務

事

業

の

概

要 

事業対象者 児童生徒及び市立学校の教職員 

事業の目的（意図） 

学校におけるＩＣＴ環境整備事業により一段と進む教育の情

報化に対応し、情報セキュリティの一層の強化に取り組むと

ともに、教職員が円滑に利用できるように支援すること。 

事業の内容（手段） 

・教職員に対するＩＣＴ機器活用のための研修の実施 

・校務の情報化及び情報セキュリティの強化を一層推進する

ためのシステム構築 

 

２．事務事業の金額と事後評価推移（事務事業調査シートより） 

事

務

事

業

の

金

額

と

事

後

評

価 

事務事業の金額（千円） 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

予算 

平成 26 年度

実績 

1,134 26,861 57,141 35,410 

平成 26 年度の実績

金額のうち、中事業

名と金額（千円） 

中事業名 

平成 26

年度 

実績 

財源 その他の 

主な内容 起債 その他 一般財源 

学校ＩＣＴ活

用事業経費 
35,410 -   - 35,410 - 

合計 35,410  -  -  35,410 - 

過去の補助金の状況 
平成 21 年度

実績 

平成 22 年度

実績 

平成 23 年度

実績 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

国補助金（千円） 184,494 - -  -  -  

府補助金（千円）  - -  -  -   - 

事業に占める補助金

の割合（％） 
50 -  -  -  -  

その他補助金に関す

る情報 
平成 21 年度学校情報通信技術環境整備事業費補助金 

事務事業の総合評価 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

Ａ Ａ Ａ 

 

３．平成 26 年度事前評価と事後評価（事務事業調査シートより） 

平成 26 年度実施事業に関する事前評価 

評価結果 評価の仕方 評価の理由 

拡大 
平成 24 年度における活用（指標）により

評価した。 

学校園からのインターネットアクセ

ス回数が年々増えてきており、事業

の必要性を判断した。 
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平成 26 年度実施事業に関する事後評価の状況 

４

つ

の

観

点

か

ら

の

評

価 

総合評価算出式 

60×１+10×１+30×0.8＝94 

（有効性Ａ、効率性Ａ、参画と協働Ｂより総合評価はＡとなる。また妥当性

評価がＡのため、最終的な事務事業の総合評価もＡとした。） 

観点 評価 評価の内容及びその根拠 

妥当性 Ａ 教育の情報化に向け、事務実施に努めた。 

有効性 Ａ 
シンクライアントシステムによるセキュアな基盤整備を行うととも

に、校務支援システムの導入による校務の情報化を進めた。 

効率性 Ａ 業務を効率的に執行した。 

参画と協働のま

ちづくり推進度 
Ｂ - 

４．活動指標と成果指標（アウトカム指標）（事務事業調査シートより） 

事

業

の

活

動

指

標

に

基

づ

く

評

価 

指標設定年度 指標名 
単

位 

平成 24 

年度実績 

平成 25 

年度実績 

平成 26 

年度計画 

平成 26 

年度実績 

平成 23 年度 
情報教育関係研修参

加人数 
人 377 368 700 812 

平成 23 年度 

学校園からのイン

ターネットアクセス

回数 

回 
2,391,890 

(注) 
269,593 430,000 294,726 

指標とした理由 

授業でＩＣＴ機器を活用したわかる授業づくりを行うことが目的であ

り、より一層の活用のための教職員研修における参加人数及び現在のデ

ジタルコンテンツの活用状況を示すインターネットのアクセス回数を指

標とすることが適当であると考えた。 

計画数値の設定方法 

１．過去の研修実績をもとに研修参加人数を設定。２．インターネット

アクセス回数については、現在教育用として約 2,100 台強のパソコンが

有り、それらを平均 20 回程度利用した場合に 420,000 回超となるため、

目標値を 430,000 回に設定している。 

実績数値の測定方法 
情報教育関係の研修参加の総人数及びサーバからのアクセスデータ取得

による。 

実績値の４つの評価

への反映方法 
有効性の評価に反映させている。 

成

果

指

標 

事務事業に対して成

果指標（アウトカム

指標）を適用するこ

とへの所属の考え方 

ＩＣＴを活用したわかる授業づくりは必要不可欠であると考えている。

しかし、最終的な目標は知徳体のバランスのとれた小中学生の育成であ

り、当該事業の実施により、どの程度育成されたかを数値等で判断する

ことは難しいと考える。 

所属で考えうる具体

的な成果指標（アウ

トカム指標）案 

小学生における調べ学習及び中学生における技術の授業でのＩＣＴ機器

の活用（インターネットアクセス回数） 

(注) 旧来のシステムではポータルサイトにアクセスした際に複数回のカウントをしていたた

め、回数が多くなっている。 
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５．フルコストの考え方（参考値：事務事業調査シートより） 

フ

ル

コ

ス

ト

の

考

え

方 

平成 26 年度実施事業

に関するフルコストの

内容 

直接人件費 間接人件費 直接事業費 間接事業費 フルコスト 

計画値（千円） 10,600 3,717 57,141 141 71,599 

実績値（千円） 9,657 2,787 35,410 114 47,968 

（直接人件費に対し

て）従事職員数の入力

数値についての考え方 

情報担当の事業が複数あり、その割合から算出した。 

フルコスト削減努力は

どのように行っている

か 

人件費削減のため、情報サポートセンター（委託）を活用していく必

要がある。 

 

６．他市の状況（事務事業調査シートより） 

大阪府下の中

核市、特例市

で同様の事務

事業を実施し

ているか（わ

かる範囲内

で） 

授業でのＩＣＴ活用はほぼどの市町村でも実施していると思われる。また、校務

支援システムは、東大阪市、池田市、茨木市で導入済みである。 

 

７．意見 

（１）事業目的や評価方法に合致した事業内容の設定について（意見 65） 

学校ＩＣＴ活用事業の目的は、教育の情報化に対応し、情報セキュリティの一層の

強化に取り組むとともに、教職員が円滑にＩＣＴを利用できるように支援することと

されている。業務内容としては、校務支援システム、セキュリティシステム、学校図

書館システムの導入、保守管理等が挙げられる。 

このうち、学校図書館システムの導入、保守管理に関しては、幅広い意味では「教

育の情報化」に対応するものであるかもしれないが、活動指標との関連性が不明確で

あり、評価が適切になされない恐れがある。 

したがって、学校ＩＣＴ活用事業の内容に学校図書館システムの導入・保守管理に

関する目的を明記し、活動指標としている「学校園からのインターネットアクセス回

数」には学校図書館システムへのアクセスを含むことを明記する等、事業目的や評価

方法に合致した事業内容の設定を行うことを検討すべきである。 
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（２）活動指標の計画値の見直しについて（意見 66） 

学校ＩＣＴ活用事業では、「学校園からのインターネットアクセス回数」を活動指標

の一つとしているが、平成 26 年度の計画値が 430,000 回に対して、実績は 294,726 回

と大きく下回っており、計画と実績が乖離している。 

市教育委員会は、市立学校には教育用パソコンとして約 2,100 台配置されており、

それらを平均 200 回程度利用した場合 420,000 回となると、計画数値の設定根拠を説

明しており、年々目標値に近づいているものの、過去の実績と比較しても乖離した状

況が続いている。 

計画値の設定に関しては、評価指標の基礎となるため、教育用パソコンの利用状況

を把握、分析した上で、過年度の実績と比較し、合理的な数値を設定することが必要

である。 

 

８．事業を実施するに当たっての監査人の考え 

学校教育におけるＩＣＴの活用は情報化社会への対応として必要性が高まっており、

自治体においても費用負担が必要な分野である。ただし、ＩＣＴに関連する事業をす

べて包含すると、事業内容と目的、評価範囲等が不明確になってしまうため、学校図

書館システムの導入、保守管理等においては、事業の定義と整理が必要である。 
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No. 31 帰国・外国人児童生徒受入等支援事業 （担当所属：学校教育部 人権教育課） 

１．事務事業の概要（事務事業調査シートより） 

担当所属 施策名 事務事業コード 事務事業名 事業開始年度 

人権教育課 教育機会の均等 20202201 
帰国・外国人児童生徒受

入等支援事業 
平成 20 年度 

事

務

事

業

の

概

要 

事業対象者 市立学校園の教職員、帰国・外国人幼児児童生徒、保護者 

事業の目的（意

図） 

日本語指導等を通して帰国・外国人幼児児童生徒の学校園での生活への適

応及び将来に向けて生き抜く力の育成を図る。また、日本人幼児児童生徒

と帰国・外国人幼児児童生徒との相互理解を図り、共に生きる態度を育成

していくことで多様な価値観を尊重し合える多文化共生の社会づくりの担

い手を育成する。 

事業の内容（手

段） 

日本語指導が必要な帰国・外国人幼児児童生徒の実態に応じた学習面・生

活面での適応指導、及び日本語指導について、日本語指導補助員等（通

訳）を派遣して学校園への支援を行う。また、民族クラブ活動への民族講

師の派遣や教材・カリキュラム開発への支援を行う。 

 

２．事務事業の金額と事後評価推移（事務事業調査シートより） 

事

務

事

業

の

金

額

と

事

後

評

価 

事務事業の金額（千円） 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

予算 

平成 26 年度

実績 

6,015 6,058 16,723 15,555 

平成 26 年度の実績

金額のうち、中事業

名と金額（千円） 

中事業名 

平成 26

年度 

実績 

財源 その他の 

主な内容 起債 その他 一般財源 

帰国・外国人

児童生徒受入

等支援事業 

7,094  -  - 7,094 - 

嘱託員等 6人

分報酬 
8,461  -  - 8,461 - 

合計 15,555  -  - 15,555 - 

過去の補助金の状況 
平成 21 年度

実績 

平成 22 年度

実績 

平成 23 年度

実績 

平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

国補助金（千円）  -  -  -  -  - 

府補助金（千円）  -  -  -  -  - 

事業に占める補助金

の割合（％） 
 -  -  -  -  - 

その他補助金に関す

る情報 
- 

事務事業の総合評価 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

Ａ Ａ Ａ 

 

 

 

 



 

153 

 

３．平成 26 年度事前評価と事後評価（事務事業調査シートより） 

平成 26 年度実施事業に関する事前評価 

評価結果 評価の仕方 評価の理由 

継続 
（担当所属による評価は

｢拡大｣であったが、実施計

画書における市の最終的な

判断により｢継続｣となっ

た。） 

日本語指導補助員・支援員を派

遣した時間で評価した。 

日本語指導補助員・支援員を派遣す

ることで、母語による児童生徒への

学習支援や保護者と学校をつなぐた

めの支援ができた。 

平成 26 年度実施事業に関する事後評価の状況 

４

つ

の

観

点

か

ら

の

評

価 

総合評価算出式 
60×１＋10×１+30×１＝100 

(すべての項目において評価がＡなので、総合評価もＡとした。） 

観点 評価 評価の内容及びその根拠 

妥当性 Ａ 

日本語指導を必要とする幼児・児童生徒への適応指導・日本語指

導・学力保障が必要である。また、母語による支援を必要とする

保護者への懇談・家庭訪問等での支援も必要である。 

有効性 Ａ 
日本語指導補助員・支援員を派遣し、母語による児童生徒への学

習支援や保護者と学校をつなぐための支援を行った。 

効率性 Ａ 
日本語指導補助員・支援員を派遣するに当たり、非常勤嘱託の活

用や、民族クラブ講師については市の職員も活用した。 

参画と協働のま

ちづくり推進度 
Ａ 地域人材を活用し、日本語指導補助員・支援員を派遣した。 

 

４．活動指標と成果指標（アウトカム指標）（事務事業調査シートより） 

事

業

の

活

動

指

標

に

基

づ

く

評

価 

指標設定年度 指標名 単位 
平成 24 

年度実績 

平成 25 

年度実績 

平成 26 

年度計画 

平成 26 

年度実績 

平成 24 年度 
日本語指導等の

派遣時間数 
時間 5,057 6,306 3,500 9,422 

指標とした理由 

日本語指導を必要とする幼児・児童生徒への指導や母語による支援を

必要とする保護者への支援を表すのに日本語指導補助員・支援員を派

遣した時間を指標にするのが適当であると考えた。 

計画数値の設定方法 
各学校園の日本語指導に必要な時間と直接編入の対応に必要な時間、

保護者対応へ必要な時間から算出した。 

実績数値の測定方法 日本語指導補助員・支援員を派遣した時間である。 

実績値の４つの評価

への反映方法 

実績値は、日本語指導を必要とする幼児・児童生徒の学校園での生活

への適応や母語による支援を必要とする保護者への支援として妥当性

の評価に反映する。 

成

果

指

標 

事務事業に対して成

果指標（アウトカム

指標）を適用するこ

とへの所属の考え方 

日本語指導補助員・支援員を派遣することで、日本語指導を必要とす

る幼児・児童生徒への指導や母語による支援を必要とする保護者への

支援をすることができ、また、日本人幼児児童生徒と帰国・外国人幼

児児童生徒との相互理解を図り多文化共生の社会づくりの担い手を育

成できているが、アウトカム指標として表すのは難しいと考える。 
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所属で考えうる具体

的な成果指標（アウ

トカム指標）案 

本市で決めた日本語指導に必要な指導時間数の基準と児童生徒の日本

語習得の状況や学年に応じて配置時数を決めている。 

 

５．フルコストの考え方（参考値：事務事業調査シートより） 

フ

ル

コ

ス

ト

の

考

え

方 

平成 26 年度実施事業

に関するフルコストの

内容 

直接人件費 間接人件費 直接事業費 間接事業費 フルコスト 

計画値（千円） 3,261 2,338 16,723 42 22,364 

実績値（千円） 2,971 2,306 15,555 35 20,867 

（直接人件費に対し

て）従事職員数の入力

数値についての考え方 

通訳配置・調整業務 0.2 人 会計 0.1 人 日本語センター校に関わる

業務 0.05 人 総括 0.05 人 

フルコスト削減努力は

どのように行っている

か 

非常勤嘱託の言語介助員の配置換え等により、コスト削減に努めてい

る。 

 

６．他市の状況（事務事業調査シートより） 

大阪府下の中

核市、特例市

で同様の事務

事業を実施し

ているか（わ

かる範囲内

で） 

他市においても、日本語指導を必要とする幼児・児童生徒への指導や母語による

支援を必要とする保護者への支援のために通訳を派遣している。 

 

７．意見 

（１）活動指標の計画値や実績値の見直しについて（意見 67） 

帰国・外国人児童生徒受入等支援事業では、「日本語指導等の派遣時間数」を活動指

標の一つとしているが、平成 26 年度の計画値が 3,500 時間に対して、実績は 9,421.5

時間と大きく上回っており、計画と実績が乖離している。また、このような状況は平

成 26 年度のみの事象ではなく、平成 24 年度から 5,000 時間を超えている状況である

ため、実績値が計画値を大きく上回っている状況が続いている。 

市教育委員会は、日本語指導が必要な児童生徒数が年々増加していることに加えて、

計画値を 3,500 時間と設定した当初は言語介助員を派遣する事業が別事業として実施

されており、日本語指導補助員等を派遣した時間のみを基礎として見積もっていたが、
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言語介助員の活動時間も含めたため、実績よりも低い数値になっていた、と説明して

いる。しかし、実績数値の測定方法は「日本語指導補助員・支援員を派遣した時間」

とされており、言語介助員の活動時間を実績値に含めるべきではなく、新たに言語介

助員の派遣が事業に追加されたのであれば、別途活動指標を追加するか、実績数値の

測定方法に言語介助員の活動時間を追加すべきと考える。 

活動指標の達成状況は事務事業評価を行う際の重要な指標の一つになることから、

計画数値の設定方法や実績数値の測定方法を明確に定義するとともに、事業内容に変

化があった場合には随時、計画数値の設定方法や実績数値の測定方法を見直すべきで

ある。 

 

８．事業を実施するに当たっての監査人の考え 

帰国・外国人児童生徒数は増加傾向にあり、文部科学省からも省令等で帰国・外国

人児童生徒に対する日本語指導を充実させるよう要請がある。また、多文化共生のま

ちづくりという市の理念とも合致する事業である。しかし、日本語指導補助員等（通

訳）の派遣については、直接のサービス対象が一部の市民に限られることから、近隣

自治体の実施状況を調査し、市民が納得できるサービス内容・量になっているか、常

に留意することが必要である。 
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監査人の所感 

平成 26 年度の当初予算の概要について公表されている市ホームページには、以下の

言葉が添えられている。 

「景気の動向は上向きにあるものの、依然として厳しい財政状況が続く中、持続可

能な自治体運営を目指して、事務事業の見直しや行財政改革に取組み、経費の全般的

な見直しを行い、総合計画実施計画、マニフェスト実行計画及び第２期行財政改革ア

クションプログラムに沿った、重点施策に財源を集中した予算の編成に努めました。」 

本年度の包括外部監査において、事務事業の評価の仕組みと市単費事業について検

討したところ、事務事業の評価等において、上記事項を意識して取り組まれていると

思われた面も多々あったが、より一層の事業の選択と集中や効率的・効果的な事務事

業の実施手法を検討する必要が感じられた。厳しい財政状況下において、事業の選択

と集中を行いながら最大限に事業効果を発揮するためには、施策に沿った事業かどう

かを評価することのみならず、さらに事務事業の効果や成果を適切に評価し、次年度

以降の予算に反映することが必要である。現在、市の事務事業の評価は、主に施策へ

の貢献という観点から行われており、成果による評価の観点が取り入れられることは

ほとんどない。今後は、各事務事業に対して成果による評価を取り入れることも検討

すべきである。 

費用対効果の面からは、現在参考値としている人件費についても、今後は精度を高

め、業務分析に基づき総事務量を把握することにより、各事務事業の定員管理、各所

属の定員管理に繋げていくことが求められる。人件費を含むフルコストの考え方を中

長期的に正式に導入することを目指すためにも、職員の意識も時間をかけて醸成し、

各所属において事業実施についてフルコストの考え方をより一層浸透させていくこと

が必要である。 

加えて、事務事業の費用対効果の観点に基づいた実効性のある見直しをモニタリン

グするためにも、実施計画策定時等に政策推進課、財政課並びに行政改革課の役割分

担の明確化と三者の連携も重要である。意見２で記載した各所属の役割を参考に三者

の連携がより一層取られることを期待するとともに、フルコストを導入し、進めるに

当たっては、人的資源配分の適正化の観点から、人事担当部署との連携も合わせて深

める必要がある。 

財政課によると、平成 28 年度の予算は、かつてないほどに厳しいとのことであり、
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投資的経費を将来に繰り延べることが可能なものは繰り延べる等して、支出を抑える

努力をしている。このような組織の非常時においては、一般的にはトップの方向性の

指示が求められる。現在は、部局マネジメント（次年度ビジョン）の設定において、

トップが各部局長とヒアリングを実施し、その指示のもと各所属が事業を検討し、予

算要求をした上で予算編成を行っているが、今後は、トップが施策や事務事業の評価

等を基に一定の予算枠を設定し、各所属がその枠内で各事務事業の実施量について判

断するという手法を導入することも検討する余地がある。 

最後になるが、監査対象とならなかった他の事業（過去、国や大阪府から補助を受

けていたが、現在は市単費で実施している監査対象とならなかった事業も含む）につ

いて、その実施の必要性を判断するに当たり、単なる過去からの継続性や慣習に捉わ

れることなく、事務事業の費用対効果を勘案した評価の観点や他市の実施状況を勘案

し、標準的なサービス水準を測るといった観点を持って、今後の方向性を検討するこ

とが望まれる。 


